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１．設置の趣旨及び必要性 

(1) 学部設置の趣旨及び必要性

成蹊大学の母体となる学校法人成蹊学園は、創立者中村春二が 1906 年

に開いた私塾・成蹊園をもとに岩崎小弥太、今村繁三が参画することで開

設された成蹊実務学校（1912 年）に始まるものである。その後、成蹊中学

校、成蹊小学校などの開設を経て、武蔵野市への移転後の 1925 年には７年

制の旧制成蹊高等学校が創設，さらに、1949 年に旧制成蹊高等学校高等科

が母体となって、成蹊大学が開学し、政治経済学部が設置された。以後こ

れまで 1962 年に工学部（2005 年に理工学部に改組）、1965 年に文学部、

1968 年に政治経済学部の改組により経済学部及び法学部を開設し、2019 年

には大学の創立 70 年を迎える＜資料１＞。2019 年４月１日現在、４学部

10 学科、大学院４研究科８専攻（博士前期課程、後期課程）及び法科大学

院（2017 年度から学生募集停止）からなり、在籍者は学部学生 7,409 名、

大学院生 162 名の計 7,571 名である。成蹊学園の教育は、イギリスのパブ

リックスクールの伝統や、ドイツなどを中心に展開した新教育運動、日本

の大正自由教育運動などの影響を受け、自由闊達な雰囲気の中での作業教

育を通じた体験型・観察型・課題探究型の学びに大きな特徴があった。そ

うした教育の特徴は成蹊学園が設置する各校に今日も営々と受け継がれて

いる。 

現行の成蹊大学経済学部は、中村春二が目指した教育理念である「自発

的精神の涵養と個性の発見伸長を目指す真の人間教育」を実現する場とし

て、新制大学となった 1949 年に開設された成蹊大学政治経済学部を源流

としている。その後、1968 年に政治経済学部が改組されて法学部が分離さ

れることによって経済学部が開設され、経済学科及び経営学科の２学科体

制で専門教育をすすめてきた。2004 年にはこれら２学科を統合し、経済学

と経営学及び学際科目を幅広く学ぶため経済経営学科の 1 学科体制に移行

した。そのもとで、幅広い視野と深い専門知識を持つ、国際的な視野にた

って活躍する多数の優れた人材を輩出してきた。 

経済学と経営学の両方を学ぶというコンセプトは、経済学部経済経営学

科１学部１学科体制をとった当時は、日本の大学教育において画期的であ

り、一定の教育実績を上げてきたと考えられる。しかしながら、一方で、

いくつかの問題点も指摘されるようになってきた。その大きな要素は、デ

ィプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを明確化・厳格化しよう

となると、そうした方向性と、学生の履修科目選択の自由度を高めたカリ
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キュラムとの間で齟齬をきたすようになってきたということである。経済

学と経営学ではよって立つ方法論的基礎が異なり、他大学の動向を見ても、

経済学系統の学部をめぐる改革と、経営学・会計学ないし商学系統の学部

をめぐる改革とでは、志向する方向性を異にしており、成蹊大学において

経済学部経済経営学科１学部１学科体制をとっていることが、新たな改革

を打ち出しづらくさせているのではないかという認識も生まれた。 

他方で、日本や世界における企業の活動は、社会のグローバル化と、情

報技術の発展によるネットワーク化の進展からより複雑になり、そこで活

躍する人材にも従来以上に高度な専門知識が求められるようになっている。 

このような背景から、これまでの長い伝統にもとづく経済学の教育にさ

らに新しい知識と教育手法を積極的に取り入れ、より特化したディプロマ

及びカリキュラムのポリシーの下で、企業やその他の組織において幅広い

職業人として活躍する人材を育成する教育を強化するため、経済学部経済

経営学科を廃止し、新たに経営学部総合経営学科を設置するものである。

また、廃止される現行経済学部経済経営学科において、特に経済学教育に

特化する部分については経済学部経済数理学科、現代経済学科を設置する。

なお、経済学部経済経営学科については、2019 年度をもって学生募集を停

止する予定であるが、経営学部開設後においても在学生全員が卒業するま

では教育研究に支障のない運営を行う。 

(2) 学科設置の趣旨及び必要性

今日の社会において企業が果たす役割が極めて大きいことには異論はな

いが、社会のグローバル化やネットワーク化（情報化）によってその企業

の環境はより不確実性を増し、その経営はより複雑なものとなっている。

このような企業で活躍できる職業人を養成するためには、企業経営に関わ

る理論体系である経営学に加えて、企業経営に関連した周辺領域を研究教

育の対象とすることが求められる。 

経営学部総合経営学科における研究教育の中心的な学問分野である経営

学については、昨今の経営学の学問的な細分化に対応するために、戦略及

びマーケティング研究領域、組織及び人間研究領域、ファイナンス及び会

計研究領域の３つの領域にわたる研究者を擁し、また、その３つの領域を

幅広く学べる教育課程を提供する。また、経営学部では、現代の情報社会

において、国際的に経営を展開する企業や各種組織において即戦力となる

人材を養成することを目指しており、従来からの経営学の体系的な知識の
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修得にとどまらず、経営学に関連した学際領域として、国際、情報、実践

キャリアの３つの柱を備えて、それぞれの領域の研究者と、その領域に属

する科目を含んだ教育課程を設けることにより、企業や企業経営に直接的

に関わる学問領域とされる経営学の基本的体系よりも幅広く総合的に職業

人養成に必要な能力を身に付けさせる教育ができる組織を目指している。 

現代社会のグローバル化、情報化、さらには関連法制度の整備によって、

企業内外の経営環境は著しく、かつ劇的に変化しており、現代社会で活動

する企業や企業経営を研究教育する経営学部は、そのような今日の経営環

境に直面した企業の現状に対応する必要がある。大学における従来からの

経営学の教育課程においては、経営学総論や経営管理論を基軸として、企

業の資源に合わせた領域の細分化や多様化に伴い、ヒトに関わる経営労務

論、モノに関わる経営生産論、マーケティング論、カネに関わる経営財務

論、さらには情報に関わる経営情報論等の職能別の管理論を応用発展的な

位置に配して、より精緻な教育研究を行うことに力を注いできた。さらに、

国内のどの経営学部においても、経営学以外に、グローバル化を踏まえた

国際文化の領域、情報化を踏まえた情報教育の領域（ICT 教育）に関わる

科目を配置していることも事実である。しかし、従来の経営学部において

問題となりがちであることは、経営学の科目群と、これらの国際及び情報

の科目群とが、教育組織としても、また教育課程としても、いわば独立的

に科目配置されることが多いことである。このような独立的な配置では、

学生は、経営学の知識と、関連分野の知識や技能とを結びつけて、両者の

知識を相乗的に活かすことが難しく、したがって、将来彼らが真の職業人

となる上でも支障となる可能性があると考えられる。我々が、本学部を「経

営学部経営学科」ではなく、「経営学部総合経営学科」とするのは、あくま

で経営学を基軸とする学部でありながら、経営学の教育と関連分野の教育

を独立に提供するのではなく、経営学の教育が国際文化教育や情報教育に

関連付けて行われ、国際文化教育や情報教育が経営学の教育を前提に行わ

れるという点で、経営学と関連分野の教育が相互に関連付けられながら提

供されることをその教育課程の狙いにおいているためである。このように

経営学だけではなく、経営学を基軸とした国際教育や情報教育を同時に提

供することによって、経営学教育と国際教育・情報化教育の間に相補的な

関係を構築し、双方の教育に好ましい影響を及ぼすことが可能となり、社

会に貢献できる職業人を養成することが可能になる。 

また、経営学部の設置の必要性については、次の状況を勘案しても、本

学が経営学部を設置することは十分に社会及び大学に入学しようとする生
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徒のニーズに応えることができるといえる＜資料２＞。 

① 私立大学・短期大学等入学志願者動向（日本私立学校振興・共済事

業団 私学経営情報センター）によると、「経営・商学同系分野におけ

る入学志願者の動向」（平成 23 年度から平成 30 年度）として、経営学

部の設置数は平成 23 度から平成 30 年度の８か年で 75 から 80 に増

え、それに伴い入学定員は 23,209 人から 25,431 人に、志願者は経営

学部が 182,440 人から 268,888 人に増加している。また、同系分野の

商学部では学部設置数、入学定員には変化はなく、志願者数は 11 万人

前後で推移していたが、平成 28 年度以降前年比６％増を続け平成 30

年度では平成 27 年度比で約２割増の 132,345 人となった。これらの

状況から、経営・商学系の根強い人気傾向が、全国的にもうかがえる

結果であること。 

② 経営学部総合経営学科の特徴と類似する教育課程を編成する競合校

として、明治大学経営学部、中央大学商学部経営学科、法政大学経営

学部経営学科、青山学院大学経営学部経営学科、早稲田大学商学部、

立教大学経営学部経営学科を想定しているが、これらの学部・学科の

志願動向を確認したところ、実質競争倍率が６倍から 17 倍程度と高

い水準にあることが確認できたこと。 

③ 既設学部である成蹊大学経済学部経済経営学科の一般入試に関し、

2014 年度から 2018 年度の５か年間における志願状況の実質倍率は５

倍以上で推移しており、安定して志願者を集めていること。 

④ 東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の１都３県を中心に、高校２年

生を対象として 2018 年秋に実施した高校生対象の進学需要調査（株

式会社進研アドに調査実施依頼。同時開設予定の経済学部と合わせた

調査）において、有効回答者数 19,679 人中、総合経営学科の２つの特

色（①実践的な学びを通じて、経営学の知識、グローバルな視野とＩ

Ｔリテラシーを習得し、複雑な課題に対応できる力を身に付ける、②

企業のなどの組織の主力や事業家として世の中に広く貢献できる真の

職業人の養成）に約 65％の学生が興味及び関心を示すとともに、総合

経営学科への入学意向者が、全体、東京都、１都３県及び私立大学進

学希望者のいずれにおいても入学定員（290 人）を大きく上回る数で

あることが確認できたこと。 

ア 全体では 1,934 人（回答者のうち約 9.8％、定員の 6.7 倍）

イ 本学の学生募集の中心となる「東京都」の高校在籍者では 1,311

人（同 10.1％、4.5 倍） 
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ウ 東京都を含む「首都圏（１都３県）」の高校在籍者では 1,902 人

（同 9.9％、6.6 倍） 

エ 私立大学進学希望者においては、1,759 人（同 10.8％、6.1 倍）

⑤ 本学卒業生の過去５年間の就職状況において、次のとおり多くの求

人件数、安定した就職率を保っていることから、既設学科を発展的に

改組する経営学部総合経営学科においても、企業からの人材需要を継

続的に見込めるものと考えられる。 

ア 本学における平成 25 年度から平成 29 年度までの５年間の毎年に

おいて、就職希望者に対し３倍前後という多くの求人件数があるこ

とが挙げられる。このことは、本学における人材の養成に関する目

的その他の教育研究上の目的が、人材需要の動向等社会の要請を踏

まえたものであることを示している。また、開学以来の長い歴史の

中で優良企業との相互信頼が培われ、「就職に強い成蹊」と高い評価

が寄せられている。 

イ 本学既設の他学部卒業生の過去５年間の就職率は、いずれの各学

部において 92.9％～99.1％程度あり安定している。「キャリア教育」

「キャリア・就職支援プログラム」「個別相談」等によるきめ細かく、

かつ、確かなキャリア支援を行っていることが要因である。 

⑥ 2018 年秋に実施した企業の人事関連業務担当者対象の採用意向調

査（株式会社進研アドに調査実施依頼。同時開設予定の経済学部と合

わせた調査）において、有効回答社数 816 社のうち 781 社が経営学部

総合経営学科に社会的必要性があると受け止め、また、経営学部総合

経営学科を卒業した者に対する採用意向については、92.4％にあたる

754 社が採用の意向を示し、延べ 856 人の採用が見込まれる結果とな

った。これは入学定員に比べ３倍近い数字であり、経営学部総合経営

学科で学んだ人材への需要は高いことが確認できたこと。 

(3) 教育研究上の目的

学校教育法第 83 条及び大学設置基準第２条に従い、経営学部総合経営

学科は、以下のような教育研究上の目的を掲げている。 

「人文科学、社会科学、自然科学及びこれらにまたがる幅広い視野で思

考・判断できる能力を有し、経営学の基礎的な概念と理論及び経営学の各

専門分野を理解していることに加え、国際文化や情報コミュニケーション

技術に関する知識をあわせ持つことで、企業や企業の経営活動に関する諸
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問題を柔軟かつ適応的に解決できる実践的な総合マネジメント能力を修得

した、職業人を養成するとともに、総合科学としての経営学を探求し、そ

の研究成果を的確かつ明瞭に発信することで社会に貢献することを目的と

する。」（成蹊大学経営学部規則第３条第１項） 

経営学はもともと極めて実践的な性格の強い学問であるが、特に第二次

世界大戦以降にその科学性を追究するにつれて、科学的な精緻化を達成し

てきた反面、実際の企業経営に役立つ実践的知識の提供という使命を次第

に失う傾向にあり、「社会に貢献する職業人」を養成する点では十分な使命

を果たすことができなかった。 そこで、本経営学部においては、経営学の

各専門分野にわたって経営学の基礎的な概念と理論について体系的な教育

を行うだけではなく、企業経営や研修等で実際に利用されている実務的技

能や知識及びノウハウを提供する実践キャリア創造科目を設けて、経営学

の理論と経営の実践をともに学ぶことができる点が１つの特徴となってい

る。 

また、今日のような情報社会、グローバル社会では、どのような業種に

属する企業であっても、さらにはどのような職種であっても、企業経営に

関わる情報技術に関する知識や技能と、語学力を中心とした国際力を身に

付けることは不可欠である。本学部では、このニーズに対応するために、

情報分析科目、グローバルと文化科目という２つの区分を設けて、さらに

自立した職業人として不可欠な能力を養成することを目指している。 

以上のような教育研究上の目的を達成するために、本学部においては、

経営学及び会計学の教育研究領域に関わる研究教育者と、学際的な領域に

関わる研究教育者を配置している。後者のうち、特に実践キャリア創造領

域については、豊富な企業経営の経験を持つ実務家教員を客員教員や兼任

講師として複数人配置することによって、経営の理論的教育と実践的教育

とが、あたかも車の両輪として機能することで、職業人を養成する上でよ

り効果的な教育を行う体制を備えている。 

(4) 学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

経営学部総合経営学科では、経営学の学問的な知識と実践的な即戦力を

持ち、それらの知識と関連した高い情報処理能力と国際的視野を備えるこ

とで、企業をはじめとした組織の主力となる人材として、あるいは独立し

た事業家として活躍し、世の中に広く貢献できる真に役立つ職業人を養成

することを目指している。この人材養成の目標を達成する具体的な教育面
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での指針として、大学全体として定められたディプロマ・ポリシー＜資料

３＞に基づき経営学部総合経営学科のディプロマ・ポリシー（DP）が以下

のように明記されている。 

【経営学部のディプロマ・ポリシー】 

経営学部総合経営学科は、大学全体の学位授与方針に基づき、「専門

分野の知識・技能の修得」「教養の修得」「課題の発見と解決」「表現力、

発信力」「多様な人々との協働」「自発性、積極性」の各項目に関して、

以下の基準に到達するように編成された教育課程において、所定の単

位を修得した者に対して学士（経営学）の学位を授与します。 

＜専門分野の知識・技能＞ 

（DP1）総合経営学科の専門分野に関する知識・技能を修得している。 

（DP1-1）経営学の基礎的な概念及び理論を理解している。  

（DP1-2）企業経営に関する各専門領域の基礎的な概念及び理論を理

解している。 

（DP1-3）企業経営に関連する学際的な領域の知識を修得し、その知識

を企業経営の問題や議論と結びつけることができる。  

（DP1-4）企業経営の問題に関して自ら仮説を立て、それを検証するこ

とができる。 

＜教養の修得＞  

（DP2）人文科学、社会科学、自然科学及びこれらにまたがる学際的な

分野に関する基礎的な知識を修得し、広い視野で思考・判断を行う

ことができる。 

（DP2-1）経営学や会計学だけでなく、人間、社会、歴史等も踏まえた

総合的な考察を行うことによって、企業経営の在り方について幅

広い議論を展開することができる。  

＜課題の発見と解決＞  

（DP3）課題の本質を発見するために必要な情報（文献、統計等を含む）

を調査収集し、それらを的確に解釈・分析し、課題の解決に向け

て論理的に思考する能力を身に付けている。  

（DP3-1）新聞、雑誌、書籍、インターネット等の多様なメディアにお

いて、取得できる知見やデータの所在、種類等を熟知し、必要

なときに必要な情報を入手することができる。  

（DP3-2）企業経営の理解に必要なデータを調査収集し、それを定量な

いし定性的に分析し、結果に関して企業経営の理論に立脚し
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て的確な解釈を行うことができるようになっている。  

＜表現力、発信力＞  

（DP4）自分の意見や考えを、外に向けて的確かつ明瞭に発信できる豊

かな表現力を身に付けている。  

（DP4-1）企業のしくみや企業の経営活動及びその背景等に関して、一

般の人にわかりやすく説明できる。  

（DP4-2）企業のしくみや企業の経営活動及びその背景等に関する理

論的、実証的な分析を、わかりやすく文章や図表にまとめるこ

とができる。 

＜多様な人々との協働＞  

（DP5）多様な人々と協働して課題解決に取り組んだ経験を通じて、多

様な価値観を受容し、協調性やコミュニケーション力を身に付

け、チームの中で自分の役割を的確に果たすことができる。  

＜自発性、積極性＞  

（DP6）選抜制の科目や学外活動（留学、インターンシップ、ボランテ

ィア等を含む）に積極的に挑戦した経験を通じて、生涯学び続け

ようとする強い自発的意志を有している。 

これらのディプロマ・ポリシーを分類すると、（DP1）「総合経営学科の

専門分野に関する知識・技能を修得している」は、経営学部総合経営学科

の専門教育の課程の学修から求められる要件であり、（DP2）「人文科学、

社会科学、自然科学及びこれらにまたがる学際的な分野に関する基礎的な

知識を修得し、広い視野で思考・判断を行うことができる」は成蹊大学の

学部間で共通の教養教育の課程（全学共通科目：「成蹊教養カリキュラム」

と称する。）の修得から求められる要件である。また、（DP3）「課題の本質

を発見するために必要な情報（文献、統計等を含む）を調査収集し、それ

らを的確に解釈・分析し、課題の解決に向けて論理的に思考する能力を身

に付けている」、（DP4）「自分の意見や考えを、外に向けて的確かつ明瞭に

発信できる豊かな表現力を身に付けている」、（DP5）「多様な人々と協働し

て課題解決に取り組んだ経験を通じて、多様な価値観を受容し、協調性や

コミュニケーション力を身に付け、チームの中で自分の役割を的確に果た

すことができる」及び（DP6）「選抜制の科目や学外活動（留学、インター

ンシップ、ボランティア等を含む）に積極的に挑戦した経験を通じて、生

涯学び続けようとする強い自発的意志を有している。」は、特定の知識の修

得というより、課題発見解決能力や表現・発信力、他者との協調性及び自



- 9 -

発性等、特定の知識の修得と相互作用関係を持つ技能や勉学態度ないし勉

学姿勢に関わるものになる。 

まず、（DP1）（具体的には（DP1-1）から（DP1-4））「総合経営学科の専

門分野に関する知識・技能を修得している」に明記されているように、本

学部では、経営学の基本的かつ体系的な知識の修得を学位授与の最も基本

的なディプロマ・ポリシーとして掲げている。職業人として社会で貢献す

るためには、その社会で極めて重要な役割を担う企業と企業経営に関する

知識を得ることが不可欠である。現代の職業人の多くは企業の一員として

働いているし、たとえ特定の企業に属さなくても、取引関係などを通じて

多くの企業と関係を持つと考えられるからである。そこで、このような企

業経営に関する経営学の段階的な修得に関する（DP1-1）「経営学の基礎的

な概念及び理論を理解している」と（DP1-2）「企業経営に関する各専門領

域の基礎的な概念及び理論を理解している」の要件を実現できるように、

科目区分を基本的に３つの段階に分けて入門的な科目から基幹的な科目、

さらには応用発展の科目へと、学年の進行に合わせて学生が基礎から応用

へと必要な知識を修得できる課程を配置している。また、最も高度な応用

発展の科目群は、さらに戦略とマーケティング、組織と人間、ファイナン

スと会計の３つの領域に区分し、それぞれから卒業必要単位数を課すこと

で、経営学の総合的な知識の修得を目指している。また、経営学の学問的

な知識に加えて、定性的な分析手法や定量的な分析手法の提供を行い、経

営学の学問的知識を企業経営の実際上の諸問題に適用できるように配慮し

ている。 

以上のような（DP1-1）と（DP1-2）は、他の大学の経営学部においても

同様に持ち得るディプロマ・ポリシーであるが、（DP1-3）「企業経営に関

連する学際的な領域の知識を修得し、その知識を企業経営の問題や議論と

結びつけることができる」は、本学部の教育を彩る特徴的なディプロマ・

ポリシーとして位置付けることができる。そこでは、本学部が経営学の理

論教育に偏り過ぎず、社会に有益な職業人を目指す上で必要な学際的な知

識を修得することを学位授与の要件と定めている。  

本学部では、その理念において「社会に貢献する自立した職業人」を養

成することを謳っているが、真に社会に貢献する職業人を育てるためには、

経営学の理論的な知識は不可欠であるとはいえ、それだけでは十分である

とはいえない。本学部では、学際領域において実践的なキャリア創造領域

を設けており、その領域において、実践的なプロジェクト管理の手法やリ

ーダーシップの手法、さらにはモティベーションを維持し向上させる方法
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など、従来の大学における経営学教育では欠けていた実践的な技能や知識

を学修させることをポリシーの１つに含めている。また、今日の企業はグ

ローバル化や高度情報化の影響を受けることから、こうした企業で働き、

あるいは企業と関わりを持つ職業人は、企業経営と関わった語学力や情報

処理力を高める必要がある。そこで、専門分野としての経営学教育にとど

まらず、学際科目群の中に、国際文化や情報コミュニケーション技術に関

する理論や基本的な知識を修得する領域と科目を設けて、職業人として必

要な知識を修得できる課程を配置している。経営学部の学生は、この国際

文化、情報分析、及び実践キャリア創造のそれぞれの科目群の中から、自

らの必要と関心に応じて単位を修得することが求められる。  

もともと、成蹊大学の学生は、（DP2）「人文科学、社会科学、自然科学

及びこれらにまたがる学際的な分野に関する基礎的な知識を修得し、広い

視野で思考・判断を行うことができる」で求められているように、共通し

た教養教育の課程を学修して幅広い分野に関する「基礎的な知識を修得し、

広い視野で思考・判断」ができるようになることが要求されている。しか

し、ここで重要なのは、専門教育課程で修得した経営学の知識と教養教育

課程で修得した知識を別々のものと認識するのではなく、（DP2-1）「経営

学や会計学だけでなく、人間、社会、歴史等も踏まえた総合的な考察を行

うことによって、企業経営の在り方について幅広い議論を展開することが

できる」で要請されるように、教養的な知識も企業経営の議論と結びつけ

て理解できることであり、この経営学教育と教養教育とを結びつける上で

も、このような学際科目の教育は非常に重要な位置を占めている。  

また、本学部は、講義形式で提供される知識に加えて、演習形式のアク

ティブ・ラーニングを想定した教育の機会を多く設けている。このような

アクティブ・ラーニングの機会は、（DP3）「課題の本質を発見するために

必要な情報（文献、統計等を含む）を調査収集し、それらを的確に解釈・

分析し、課題の解決に向けて論理的に思考する能力を身に付けている」で

求められる問題発見や解決の能力を修得させる上でも有効である。さらに、

学生に自らが参加する小集団の中におけるその役割を認識させると同時に、

集団全体や個人に課せられた課題に対して適切な問題解決プロセスを推進

するためのマネジメント能力を身に付けさせることができるように配慮す

ることによって、（DP4）「自分の意見や考えを、外に向けて的確かつ明瞭

に発信できる豊かな表現力を身に付けている」、（DP5）「多様な人々と協働

して課題解決に取り組んだ経験を通じて、多様な価値観を受容し、協調性

やコミュニケーション力を身に付け、チームの中で自分の役割を的確に果
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たすことができる」、及び（DP6）「選抜制の科目や学外活動（留学、イン

ターンシップ、ボランティア等を含む）に積極的に挑戦した経験を通じて、

生涯学び続けようとする強い自発的意志を有している」に求められるよう

な学問に対する積極的な姿勢や態度を強めることを可能にしている。  
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２．学部・学科等の特色 

(1) 経営学部総合経営学科の６つの特徴

成蹊大学は、成蹊学園創立者中村春二が目指した教育理念である「自発

的精神の涵養と個性の発見伸長を目指す真の人間教育」を目指すために、

①知育偏重ではなく、人格、学問、心身にバランスのとれた人間教育を実

践し、確かな教養と豊かな人間性を兼ね備え、社会の発展のために献身的

に貢献できる人材を輩出する。②学術の理論及び応用を教授研究し、自由

な知の創造をはかり、もってその深奥を究めて文化の進展に寄与する。③

地域社会に根ざしつつ、世界に開かれた教育・研究機関として、その成果

を社会に還元することを通じて、人類の共存に寄与する、というミッショ

ンを掲げている。経営学部を含めて、成蹊大学の各学部及び研究科は、こ

れらのミッションを、その専門領域に応じた社会的機能を果たすことで実

現することが求められている。 

中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」（平成 17 年）によれ

ば、高等教育の多様化、様々な需要への対応として、大学は位置付けや期

待される役割・機能を十分に踏まえた教育・研究を展開し、個性・特色を

明確にしていかなければならないとした上で、大学が併有するとされる次

の主な７つの機能に対し、各大学で保有する機能・比重の置き方で個性・

特色を表すことで機能分化を求めている。  

＜７つの機能＞  

・世界的研究・教育拠点

・高度専門職業人養成

・幅広い職業人養成

・総合的教養教育

・特定の専門的分野（芸術・体育等）の教育・研究

・地域の生涯学習機会の拠点

・社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等)

このうち、成蹊大学では、主に「幅広い職業人養成」「総合的教養教育」

「社会貢献機能」の３つの機能を有するとし、その上で経営学部は、経営

学の体系的な基礎教育を提供しながらも、それにとどまらず、学際科目の

教育を強調することで、今日及び将来における「幅広い職業人養成」及び

「総合的教養教育」のニーズに応えることを選択し、その実現のために以

下の６つの特徴を持つ。 
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① 企業経営に関する科目を基礎から応用まで体系的及び段階的に提供

幅広い職業人を養成するというニーズに応えるためには、職業人とし

て不可欠な経営学の知識を提供することが必要である。経営学は、他の

社会科学領域に比べると若い学問であるが、その重要性ゆえに急速に発

展し、多様な専門領域へと分化している。総合経営学科では、経営学の

領域を、専門基幹科目と専門応用発展科目に分け、さらに前者は経営経

済基礎科目と経営専門基礎科目に分けることで、１年次から段階的に科

目を配置し、学生が基礎から応用まで無理なく学修を進めることを可能

にしている。１年次が履修する経営経済基礎科目としては、経営学及び

会計学と、経営学と最も関連性のある経済学及び統計学の最も基礎的な

科目を配置し、経営学とその関連科目の最も基本的な部分を学修させる

ようにしている。２年次では、経営専門基礎科目として経営学の各領域

の最も基幹的な位置付けにある科目を配置する。これらの基礎的な科目

は原則として１科目について複数クラスを前後期に開講して、より教育

効果を高められるようにしている。また、専門応用発展科目群について

は、戦略とマーケティング、組織と人間、ファイナンスと会計の３つの

基本領域に細分し、配置科目の位置付けを明確にすると同時に、それぞ

れの領域ごとに卒業所要単位数を定めることで、いずれかの領域に偏っ

た知識ではなく、経営学の諸科目の広範な学修を実現している。 

② １年次からの演習教育によるアクティブ・ラーニングの充実

１年次から４年次まで各学年に演習（ゼミ）科目を配置することで、

教員との親密な関係を維持し、かつ学生同士のアクティブ・ラーニング

を促進することで、より効果的な教育を実現できるように配慮している。

学年ごとに演習の性格や内容は異なっており、導入教育としての「基礎

演習」（１年次）では、「総合的教養教育」の一環として、予め存在する

正解を選ぶような高校までの勉強とは異なり、自分たちで問題意識を持

ち、自分たちで正解を作り上げていくという大学の勉強スタイルを身に

付けさせることを目的とする。２年次以上の学生に提供される演習は、

学生同士のインタラクションを促進し、問題解決に関する一般的な能力

を身に付けさせるという点では「総合的教養教育」を実現する手段にな

るが、主として、経営学の知識を演習形式の授業によって学ばせること

で、「幅広い職業人養成」のニーズに応えるものと位置付けられる。まず、

２年次向けに開講される演習は、「戦略的問題解決型プロジェクト演習」

と呼ばれるもので、企業の実践的課題の解決を通じて経営学理論の基礎
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を理解するという特筆すべき演習である。２年次は経営学の各領域の基

幹的な内容の勉強を始める時期である。経営学の標準的なテキストに記

載される概念的ないし抽象的な概念は、それ以降の経営学の学修を支え

る重要なものでありながら、その学修を通じて、経営学が研究教育対象

とする企業経営の実践的な側面との関係性を学生に認識させることが難

しいものである。この「戦略的問題解決型プロジェクト演習」では、実

際に企業で過去に生じた、あるいは現に生じている諸問題が学生に提示

され、彼らはその問題を経営学の理論を使って解決するように方向付け

られる。このような問題解決型の学修を通じて、学生は経営学の基礎的

な理論を単なる机上の知識としてではなく、企業の実際の問題解決の手

段となる実践的な知識として学修することが可能になる。  

「経営専門演習Ⅰ」「経営専門演習Ⅱ」（３年次）と「経営卒業研究」

（４年次）は、原則として１人の指導教授が２年間を担当して、経営学

部の学生として、経営学のいずれかの専門領域における研究を集中的に

行い、最終的な成果を卒業研究として提出することが求められる。卒業

研究の公開の方法は、研究の内容や方向性により、伝統的な卒業論文と

して提出する場合のほか、研究内容の発表（プレゼンテーション）を行

う場合もあるが、いずれの形式であってもその内容を他者が参照できる

ように開示化されることが求められる。  

③ 情報社会に対応し、企業経営と密接に結びついたＩＴ（情報技術）科

目の提供  

現代の情報（化）社会においては、どのような職業に就く者であって

も、情報技術に関する知識は不可欠である。そのため、「幅広い職業人養

成」のための教育の一環として、情報技術の理解や情報機器の操作、さ

らには企業経営への情報化の影響についての基本的な知識を提供する。

多くの大学の場合、基礎的な情報教育と学部で専攻する領域の教育とが

分離してしまい、両者の知識を互いに活用する機会が乏しいことが問題

とされているが、本学部ではこの問題を次のように解決する。まず、１

年次の成蹊教養カリキュラムにおいては、「情報基礎」などの基礎的な情

報科目を配置し、学生には基本的なコンピュータ操作方法や、文書作成

ソフトや表計算ソフト、さらには情報倫理の基本的な内容を学修させる。

次に、２年次以上の学生を対象に、基礎的な情報科目で学修した知識を

生かし、さらに情報技術の知識を深める「情報コミュニケーション技術」

を提供するほか、情報社会における企業経営の状況を認識し、その問題
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点を発見及び解決する科目として「経営情報」「情報戦略」「ビジネス・

モデリング」を提供する。また、さらに高度な情報分析科目として、「マ

ルチメディア・プレゼンテーションＡ・Ｂ」「総合分析Ａ・Ｂ」などの科

目を配置して、特に情報科目に関心のある学生のニーズに応えられるよ

うにしている。これらの科目の配置により、情報教育と専門教育とが相

乗的に統合され、双方の領域に対する学生の理解が強化される教育課程

を提供していることが特徴となっている。  

④ グローバル社会に対応した国際コミュニケーション能力を育成する

科目の提供  

先の情報化に関する科目と同様に、グローバル化が進んだ現代社会に

おける「幅広い職業人養成」のニーズに応えるためには、教育課程とし

て、どの大学、学部においても英語を中心とした語学系の科目の充実が

図られているが、英語科目と専門科目との関係は希薄であるという問題

がやはり存在する。本学部においては、まず１年次の「College English 

（Listening & Speaking）Ⅰ・Ⅱ」、「College English （Reading & 

Writing）Ⅰ・Ⅱ」の４科目４単位を必修とし、また選択必修として、後

述するグローバル教育プログラム履修者は１年次に「Intensive English 

Ⅰ・Ⅱ」を、その他の学生は２年次の「College English （Integrated 

Skills） Ⅰ・Ⅱ」（いずれも２科目２単位）を必ず履修する。この科目は、

学生の英語能力に応じた能力別クラスとなっており、彼らがそれぞれの

能力を出発点として英語の基本的な４技能の向上を無理なく目指せるよ

うに配慮されている。次に、成蹊教養カリキュラムで学んだ英語科目の

知識や技能を専門科目へとつなぐ科目として、経営学部の専門科目とし

て、「Business English」や「Business Presentation」など、企業経営

に関わる英語を学修する科目を配置している。これらの科目では、実際

の企業や企業経営の状況を英語で学んだり、企業の管理者に対して英語

でプレゼンテーションをする方法を学んだりすることができ、学生は、

教養科目としての英語から専門科目としての英語へと継続して学修し、

英語を学ぶことの重要性や必要性を認識し続けることができる。  

⑤ 経営学の理論科目のみに偏らない実践的なキャリア関連科目の提供

経営学はもともと企業経営に関わる実践的色彩の強い学問であったが、

学問としての精緻化及び科学化によって理論として発展していく中で、

もともとの実践的色彩が薄くなっていることも事実である。本学部では
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経営学に関する理論的な科目を体系的に配置することはもちろんのこと、

そのことにとどまらず、従来の経営学部が経営学の理論的な科目の配置

に傾きがちであるという「弱点」を補うために、２つの改善を行ってい

る。１つは、経営学の応用発展科目として、「ストレス・マネジメント」

や「キャリア・マネジメント」といった、従来の経営学部では配置され

にくく、しかしながら、今日の社会で働く職業人としては極めて重要な

知識を提供する科目を設けている。もう１つは、学際科目に実践キャリ

ア創造領域を設けて、その中で「プロジェクト・マネジメント」、「モテ

ィベーション・マネジメント」といった、実業界で定評のあるキャリア

教育系の科目を積極的に導入して、それらの科目を企業実務に造詣が深

い専門教員や実務家教員に担当させることにより、経営学の理論と実践

の双方から教育を行い、教育理念にある「幅広い職業人養成」という目

的をより達成できるように心がけている。  

⑥ より高度な英語能力を身に付ける高度グローバル領域科目

特に英語力の強化を図るグローバル教育プログラム（後述）を履修す

る学生には、教養課程と専門課程においても特別な英語科目が提供され

る。経営学部の専門課程としては、高度グローバル領域を設けて

「International Business」や「Japanese Economy」などの英語で学ぶ

専門科目を履修することができる。経営学部の教育課程では、これらの

科目の単位は、まずは学際科目の卒業所要単位数の６単位の中に組み込

まれ、６単位を超えて履修した単位は専門科目の卒業所要単位数の 76 単

位に組み込まれるなど、同課程に属する学生たちがこれらの科目を専門

科目として学修することができるという特徴がある。これらの高度グロ

ーバル教育プログラムについても、グローバル社会で活躍できる「幅広

い職業人養成」のニーズに応えるものとなっている。  

(2) 教育目標

成蹊大学は、成蹊学園創立者中村春二が目指した教育理念である「自発

的精神の涵養と個性の発見伸長を目指す真の人間教育」を踏まえ、次のよ

うな理念・目的を掲げている。 

① 知育偏重ではなく、人格、学問、心身にバランスのとれた人間教育を

実践し、確かな教養と豊かな人間性を兼ね備え、社会の発展のために献

身的に貢献できる人材を輩出する。 
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② 学術の理論及び応用を教授研究し、自由な知の創造をはかり、もって

その深奥を究めて文化の進展に寄与する。 

③ 地域社会に根ざしつつ、世界に開かれた教育・研究機関として、その

成果を社会に還元することを通じて、人類の共存に寄与する。 

上記のような「理念・目的」を踏まえ、以下の人材育成方針を教育目標と

している。 

① 広い教養と深い専門知識を備え、物事の本質を探究する思考力を養成

する。 

② 自己の人生観・価値観を確立し、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に

表現、発信する力を養成する。 

③ 多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働して課題の解決に取り

組む力を養成する。 

④ 未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性

を養成する。 

経営学部総合経営学科は上記の成蹊大学の教育理念・目的、教育目標を、

経営学教育を通じて具現化することを目標としている。具体的には、全学共

通科目である成蹊教養カリキュラムと経営学部開設専門科目の２つの教育課

程を通じて、成蹊大学の教育目標の①にある「広い教養と深い専門知識を備

え、物事の本質を探究する思考力」を持つ学生の育成を目標としている。ま

た、１年次の「基礎演習」、２年次の「戦略的問題解決型プロジェクト演習」、

３年次の「経営専門演習Ⅰ・Ⅱ」、４年次の「経営卒業研究」の演習科目を通

じて、特に、②「自己の人生観・価値観を確立し、自分の考えや意見を的確

かつ明瞭に表現、発信する力」及び、③「他者と協働して課題の解決に取り

組む力」を養成する。また、経営学部での４年間の学修を通じて、④にいう

「自発性と積極性」を備えた学生を育成することを目標としている。 

(3) 養成する人材像

経営学部総合経営学科では、経営学の学問的な知識と実践的な即戦力を

持ち、それらの知識と関連した高い情報処理能力と国際的視野を備えるこ

とで、企業をはじめとした組織の主力となる人材として、あるいは独立し

た事業家として活躍し、世の中に広く貢献できる真に役立つ職業人を養成

することを目指している。 

学科の教育課程においては、経営経済基礎科目や経営専門基礎科目では、

職業人として必要な経営学の基礎的な科目を共通して履修することが求め
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られているが、専門応用発展科目と学際科目においては最低限の必要取得

単位数は課せられるものの、学生自身の将来ビジョンや目標によって比較

的自由に履修科目を選択することができ、それらの選択によって次のよう

な能力を備えて、各分野で活躍する人材を養成できることを目指す。 

① 専門応用発展科目のうち、特に戦略とマーケティング科目を中心に履

修し、かつ、学際科目のうち、特にグローバルと文化科目を中心に履修

することで、国際的な諸文化に明るく、また英会話能力に長けた職業人

として、国際貿易などを専門とするベンチャー企業を自分で立ち上げて、

世界を股にかけてビジネスを展開する事業家として活躍する。 

② 専門応用発展科目のうち、組織と人間科目と、法律関係の科目を中心

に履修することにより、組織心理学と人事関連の法律に関する知識を持

つ職業人として、特に独立した人事コンサルタントや、企業の人事部の

専門スタッフとして活躍する。 

③ 専門応用発展科目のうち、ファイナンスと会計科目を中心に履修する

ことにより、企業ファイナンスにも強い職業会計人（税理士や公認会計

士）や、企業の会計財務部門で活躍する。 

④ 経営学の全般的な科目の履修はもちろんのこと、情報処理科目を積極

的に履修して、情報機器を使った分析・表現・討論の技能を向上させ、

数量分析に強い企業内アナリストとして活躍する。 

⑤ 経営学の各専門領域の科目を満遍なく履修することで、経営学の専門

分野の基礎的能力を培い、さらに大学院に進学して研究者を目指す。 

⑥ 経営学の基本的な科目に加えて、英語科目を中心に履修することによ

り、国際的な企業の主力の人材として活躍する。 

⑦ 経営学の基本的な科目に加えて、教職課程を履修することにより、企

業経営の知識を備えた中学校や高等学校の教員として活躍する。 
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３．学部・学科等の名称及び学位の名称 

本学部は「経営学部」であり、「総合経営学科」の単一学科から成る。ここ

で学科名を経営学科ではなく総合経営学科とするのは、すでに述べたように、

経営学の学問的体系を越えて、今日のグローバル化や情報化（ネットワーク

化）に対応した企業経営に必要な幅広い知識を提供する経営教育を意図する

教育課程の提供により、より社会的なニーズに応えられる自立した職業人を

養成することを目指すためである。 

また、英語名称については、学部は Faculty of Business Administration、

学科は Department of General Business Administration とする。教育課程

の修了者に提供される学位は、「学士（経営学）」であり、その英語名称は、

BBA, Bachelor of Business Administration とする。 
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４．教育課程の編成の考え方及び特色  

(1) 教育課程編成の基本方針

本学部の教育課程については、中央教育審議会答申「我が国の高等教育

の将来像」（平成 17 年）が要請する「専攻分野についての専門性を有する

だけでなく、幅広い教養を身に付け、高い公共性・倫理性を保持しつつ、

時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、あるいは社会を改善していく

資質を有する」「21 世紀型市民」の育成を目指して、全学共通科目と専門

教育科目からなる教育課程を編成する。 

(2) カリキュラム・ポリシー

成蹊大学経営学部のカリキュラム・ポリシーは、大学全体として定めら

れたカリキュラム・ポリシー＜資料３＞に基づき、以下のとおり定めてい

る。 

【経営学部のカリキュラム・ポリシー】  

（CP1）総合経営学科の専門分野を系統的・体系的に学修できるように、

各科目を適切に配置する。  

（CP1-1）経営学を理解する基礎的能力を養えるように、経営学及びそ

の関連科目の基礎を１年次に配置する。 

（CP1-2）経営学の専門領域ごとに基礎科目と応用発展科目を設けて、

各専門領域を体系的及び段階的に学修できるように配置する。 

（CP1-3）企業経営の問題をより広い視点から認識できるように、経営

学と関連する学際領域として、情報、国際、キャリアの領域の

科目を配置する。 

（CP1-4）学際科目に対する強い関心を持つ学生を対象に高度学際科目

群を設ける。 

（CP2）広い教養と汎用性の高い技能を修得するための科目群「成蹊教

養カリキュラム」を設ける。 

（CP3）視野を広げ、多面的な思考を促進するとともに、異分野の学生

との交流、多様な人々との協働を図るために、学部学科の枠を越

えて幅広く学ぶことができる仕組みを設ける。  

（CP4）思考力、表現力、課題解決力を集中的に錬成するために、総合

経営学科の教育課程の全学年に、アクティブ・ラーニングの演習
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科目を置き、さらに卒業論文（またはこれに代わるもの）の作成

を必修とする。 

（CP4-1）１年次から４年次までゼミナールを配置し、このうち１年次

前期の「基礎演習」及び３、４年次の「経営専門演習Ⅰ」「経営

専門演習Ⅱ」「経営卒業研究」を必修とする。  

（CP4-2）「経営卒業研究」においては卒業論文またはこれに代わる成果

物の提出を必須とする。  

（CP4-3）経営理論を使った問題解決能力を高めるために２年次に「戦

略的問題解決型プロジェクト演習」を設ける。  

（CP5）自発性、積極性の向上のため、留学、インターンシップ等の単

位認定の仕組み、及び上級者向けの選抜型の科目を設ける。  

(3) 全学共通科目

成蹊大学では、2010 年度より教養教育を担うため全学共通科目（学生向

け、対外的には「成蹊教養カリキュラム」と称する。）を設定しており、大

学での学修の基礎となる知識やスキルを身に付けさせるとともに、市民性・

公共性を育むことを目指している。2020 年度の経済学部の再編を契機に

（CP2）「広い教養と汎用性の高い技能を修得する」というカリキュラム・

ポリシーに基づき、成蹊教養カリキュラムの大幅な見直しを行った。 

 2020 年度からの成蹊教養カリキュラムでは、技法知・学問知・実践知を

バランスよく習得するために、「外国語」「技能」「教養基礎」「持続社会探

究」の４区分を大きな柱としたカリキュラムを定めた。  

ア 外国語

「外国語」は、英語科目、初修外国語科目に２系に区分する。

英語科目は、１年次の「College English （Listening & Speaking）

Ⅰ・Ⅱ」、「College English （Reading & Writing） Ⅰ・Ⅱ」を必修

とする。また、選択必修として、後述するグローバル教育プログラム

履修者は１年次に「Intensive English  Ⅰ・Ⅱ」を、その他の学生は

２年次の「College English （Integrated Skills） Ⅰ・Ⅱ」を必修と

する。他の選択科目は、受講者の英語学習に対するニーズ、能力等に

応じて選択できるものとする。  

 初修外国語科目は、ドイツ語、フランス語、スペイン語、中国語、

韓国語から選択し、それぞれの語学を基礎から学び実践的スキルもし

くは国際理解能力の養成に向けて積み上げることができる。  
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イ 技能

「技能」は、日本語力科目、キャリア教育科目、情報基盤科目、健

康・スポーツ科目の４系に区分する。  

 日本語力科目は社会人にふさわしい日本語力を身に付けることを目

標とした科目群であり、文章の書き方、読み方、漢字、話し方に関わ

る科目が配置される。なかでも「日本語表現講義」「実践日本語表現」

などを多数の学生に履修を推奨するコア科目としている。  

キャリア教育科目は、基礎科目としての「キャリアプランニング」

を１年次前期に配置するとともに、キャリア形成に関わる講義科目及

びインターンシップを含む講義科目を１年次後期から順次学べる科目

配置をとっている。 

 情報基盤科目は、１年次前期に「情報基礎」を配置し、１年次後期

以降は「情報活用Ａ～Ｆ」を各自の興味に応じて選択できる。  

 健康・スポーツ科目は、さまざまな競技種目を通して、スポーツに

関連する理論を学びながら、実際にそれを体感する実践を交えながら

自己マネジメント・集団マネジメントの手法を学ぶ演習科目と、スポ

ーツと科学、文化、社会及び健康に関する理論をより深く学ぶ講義科

目を設けている。 

ウ 教養基礎

「教養基礎」は、人文学、社会科学、自然科学の３系よりなり、す

べての科目を１年次の配当としている。学問知を育むことをねらいと

しているために原則としては学問分野区分に応じた科目構成として

いるが、自然科学分野については文系学部の受講者の興味をひきやす

いようにテーマ主義の科目構成を掲げている。  

エ 持続社会探究

「持続社会探究」は、ESD（持続可能な開発のための教育）の考え

方をとりいれて、環境・地域、国際理解、人権・共生、実践の４系よ

り構成している。これらのうち実践については１年次の配当であるが、

他は「教養基礎」を履修したことを前提に２年次の配当としている。 

(4) 総合経営学科の専門教育課程の編成の考え方及び特色

総合経営学科の教育課程は、（CP1）「総合経営学科の専門分野を系統的・

体系的に学修できるように、各科目を適切に配置する」にあるようにそれ

ぞれの「専門分野を系統的・体系的に学修できるように」各科目を適切に
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配置している。経営学部総合経営学科の専門課程は、専門基幹科目（経営

経済基礎科目・経営専門基礎科目）、専門応用発展科目（戦略とマーケティ

ング科目・組織と人間科目・ファイナンスと会計科目・応用発展共通科目）、

演習科目、学際科目（情報分析科目・グローバルと文化科目・実践キャリ

ア創造科目・学際共通科目）、高度学際科目（高度情報分析科目・高度グロ

ーバル科目）、広域基礎科目及び自己設計科目に分かれており、以下、この

順で編成の考え方及び特色を紹介する。  

① 専門基幹科目（経営経済基礎科目・経営専門基礎科目）

専門基幹科目は経営経済基礎科目と経営専門基礎科目に分かれており、

経営経済基礎科目は、特に（CP1-1）「経営学を理解する基礎的能力を養

えるように、経営学及びその関連科目の基礎を１年次に配置する」を実

現するものとして、主として１年次の前後期で履修する科目が設置され

ている。この科目区分に設置された科目は、経営学の最も基礎的な内容

を分かりやすく教育することで、学生たちに経営学に対する関心と学修

の動機付けを与えることが目的となっている。  

その６科目の内訳を見ると、必修科目として、前期には「企業経営の

基礎」を、後期には「企業会計の基礎」を設置している。この 2 科目の

必修科目によって、学生は、経営学部の学生として必ず学修すべき経営

学と会計学の最も基礎的な内容を修得することができ、次の段階である

経営専門基礎科目の関心を高めることができる。また、必修科目ではな

いものの、前期には「会社のしくみと制度」と「ミクロ経済学の基礎」

が配置され、後期には「統計の基礎」と「マクロ経済学の基礎」が配置

されている。「会社のしくみと制度」は、学問的な経営学とは異なり、学

生が必ずしも身近に感じる機会のなかった会社の社会的役割や会社で働

くことを理解させ、会社に対して関心や興味を持たせるための科目であ

る。また、経営学はもともと学際的な性格が強い学問ではあるが、その

中でも経済学と統計学は、経営学に非常に関係深い学問分野であり、そ

の基礎的な知識の理解が重要であることから、「ミクロ経済学の基礎」と

「マクロ経済学の基礎」において企業経営に直接的ないし、間接的に関

わる経済学の基礎を学び、「統計の基礎」では記述統計の基本を修得する

ことが求められている。 

学生は、以上の６科目 12 単位のうち必修科目の２科目４単位を含め

て５科目 10 単位以上の単位を修得することが卒業要件となる。必修科

目以外の４科目は、たとえば会計学を専攻する場合の経済学の科目や、

ケーススタディ的な研究を進める場合の統計の科目など、専攻や研究方
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法によっては必ずしも絶対的に必要なものではないために登録必須科目

にとどめるが、その基礎的な性格上、多くの学生が６科目とも単位を修

得することが推奨される。 

経営専門基礎科目は、経営経済基礎科目の次の段階に位置付けられて

おり、経営学の専門領域ごとに基礎的な知識を提供することを想定した

ものである。この領域では、経営学の３つの基本的科目領域や、それら

の複合的な領域に属する基礎的な科目が配置されている。これらの３つ

の基本的領域は、教育課程の専門応用発展科目群の３つの領域と結びつ

くことによって（CP1-2）「経営学の専門領域ごとに基礎科目と応用発展

科目を設けて、各専門領域を体系的及び段階的に学修できるように配置

する」を実現するものとなっている。具体的には、戦略マーケティング

領域の科目として「経営戦略」と「マーケティング」、組織と人間研究領

域の科目として「人間行動と組織」、ファイナンスと会計領域の科目とし

て「ファイナンスの基礎」と「基本簿記」、共通領域の法律関係科目とし

て「ビジネス法の基礎」がそれぞれ配置されている。  

また、これら３つの領域固有ではなく、経営学全般に関わる基幹的な

科目として「ゲーム理論」が設けられている。さらに、経営学の専門科

目群と学際科目群の学修を連結させる役割を想定して「国際経営」と「経

営情報」が設置されている。「国際経営」は経営学の専門科目群とグロー

バルと文化領域の科目群を関係付ける科目であり、「経営情報」は経営学

の専門科目群と情報分析領域の科目群を関係付ける科目として位置付け

られている。なお、経営学系の学部で設置されることが多い経営管理論

や経営組織論の内容は、組織に関わる人間の側面は「人間行動と組織」

で扱い、経営管理に関わる側面は（専門応用発展科目群の）「組織と管理」

と「組織と社会」で扱う。 

これらの経営専門基礎領域の科目はいずれも２年次前期から履修可能

であるが、原則として前後期で１クラスずつ配置されるので、学生は自

分の学修計画に合わせて前後期に分けて履修することができる。経営学

の各領域の基幹的な科目であるが、専攻によってはすべての科目が不可

欠なものとは必ずしもいえないことから、設置される９科目のうち５科

目 10 単位が卒業所要単位数となっている。 

② 専門応用発展科目

専門基幹科目の上位に位置する専門応用発展科目は、すでに述べたよ

うに（CP1-2）「経営学の専門領域ごとに基礎科目と応用発展科目を設け
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て、各専門領域を体系的及び段階的に学修できるように配置する」にあ

る応用発展科目を想定したものであり、特に経営学の深い専門知識のさ

らなる修得を目指したものである。  

伝統的な経営学は、企業の三大資源であるヒト・モノ・カネの管理に

焦点を当てて発展してきた。そこで専門応用発展科目群は、ヒトの部分

にあたる組織と人間の領域、モノ（商品）の部分にあたる戦略とマーケ

ティングの領域、カネの部分にあたるファイナンスと会計の科目領域に、

経営学の各専門科目を振り分けて、かつそれぞれの科目領域ごとに卒業

に必要な単位数の要件を設けることによって、１つの領域に偏ることの

ない学修を促進させるものとなっている。また、この３つの科目領域に

は入らないものの、企業経営を学ぶ上で重要な法律科目と「経営学特殊

講義Ａ・Ｂ」、さらに次年度に卒業研究を控えた３年次を対象に卒業研究

の方法論に関わる科目が共通領域に配置されている。  

３つの科目領域には、それぞれ 12 科目ないし 13 科目が配置されてお

り、学生は自らの専門的関心によって履修を行う。また、教育課程上、

これらの科目は特殊講義を除いて２年次前期か後期に配置されている。

前期配置の科目はその領域の中でもより基本的な内容のものであり、後

期配置の科目はより応用性が高いものとなっている。たとえば、商品や

サービスの生産面に関しては、前期に「生産管理」があり後期に「イノ

ベーションと製品開発」があるが、これは前期で生産管理の全般的知識

を修得してから、後期に製品生産に特に関連する議論としてイノベーシ

ョンに関する知識を修得することが理解を深める上で効果的であるとの

意図に基づくものである。なお、これらの科目が２年次の前後期に配置

されているとはいっても、この領域の科目をすべて２年次のうちに履修

することを要求するものではなく、３つの領域のどれを集中的に履修す

るかによって実際の履修計画は異なることになる。たとえば、主として

戦略マーケティングを専攻したいと考える学生は、その領域の科目を２

年次から集中的に履修して、組織と人間の領域やファイナンスと会計の

領域は、３年次に履修するといった履修計画になる。異なる専攻を想定

した履修モデルにもこの点は反映されている。  

また、科目領域ごとに、（CP4-3）「経営理論を使った問題解決能力を

高めるために２年次に「戦略的問題解決型プロジェクト演習」を設ける」

に対応して「戦略的問題解決型プロジェクト演習（S-PBLS: Strategic 

Project-based Learning Seminar）」が開設されている。これは 25 人程

度を定員とする一種の演習形式の授業であるが、単なる各専門領域の基
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礎知識の修得を目指すものではなく、当該専門領域で課題とされる企業

経営上の具体的な諸問題を、教員の指導のもとで学生が当該専門領域の

学問的知識を使って議論し、解決することを目指したより実践色の強い

演習である。この演習は必修ではないが、この演習に積極的に参加する

ことにより、学生たちは、経営学が単なる机上の学問ではなく、企業経

営の実際の問題を解決するのに役立つことを理解し、より高い動機付け

をもって、さらなる学修に励むことが期待される。この授業を履修した

場合の単位は、専門応用発展科目群のそれぞれの領域の単位となる。 

なお、応用発展共通科目群にある「経営学特殊講義」は、現代的ない

しトピック的な内容の講義を時代の要請に応じて設置されるものである。

２年次前期に履修可能な、より基礎的な内容の「経営学特殊講義Ａ」と、

２年次後期に履修可能な、より応用的な内容の「経営学特殊講義Ｂ」に

分けて設置している。 

また、卒業研究を控えた３年次後期に履修すべき３つの科目が設けら

れている。経営学の研究は、文献研究を別にすれば、基本的に数量デー

タを分析する実証研究と、個々の企業の事例を分析するケース分析に分

けることができる。「実証研究の方法」は、主として前者のタイプを志向

する学生に向けて開設されるものであり、「ケーススタディの方法」は、

主として後者のタイプを志向する学生に向けて設置されるものである。

また、研究を進めるにあたり、より論理的な思考様式を身に付けたいと

願う学生のために「ロジカル・シンキング＆ライティング」が設けられ

ている。これらの授業を受講することにより、学生は次年度に取り組む

卒業研究をより容易に進めることが可能になる。  

③ 演習科目

演習科目は（CP4）「思考力、表現力、課題解決力を集中的に錬成する

ために、総合経営学科の教育課程の全学年に、アクティブ・ラーニング

の演習科目を置き、さらに卒業論文（またはこれに代わるもの）の作成

を必修とする」で全体として規定されるものであるが、特に（CP4-1）

「１年次から４年次までゼミナールを配置し、このうち１年次前期の「基

礎演習」及び３・４年次の「経営専門演習Ⅰ」「経営専門演習Ⅱ」「経営

卒業研究」を必修とする」にあるように、１年次前期に開講される「基

礎演習」（２単位）、及び３年次前期の「経営専門演習Ⅰ」と３年次後期

の「経営専門演習Ⅱ」（各２単位、計４単位）、さらには４年次の「経営

卒業研究」（４単位）を必修科目として配置している。「基礎演習」は１
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年次の前期に履修するものとして複数の専任教員によって 15 程度のク

ラスが設置される。開設されるクラスでは、学生の多様な関心に応える

ために専任教員ごとに異なるテーマが設定されるが、いずれのクラスに

おいても、文献の探し方、レポートの書き方、研究発表の仕方といった

基本的な内容に加えて、高校までとは異なった、大学生としての自発的

かつ能動的な学びと、学生同士が互いに議論するアクティブ・ラーニン

グの必要性と重要性を理解させ、「思考力、表現力、課題解決力」（CP4）

を身に付けさせるという点で導入教育の役割を果たすことが期待されて

いる。 

３・４年次で履修する「経営専門演習Ⅰ」「経営専門演習Ⅱ」「経営卒

業研究」は、原則として同一の教員が２年間にわたる指導を行い、各教

員の専門領域から学生が企業経営に関する諸問題について認識を深め、

かつ４年次には研究成果をまとめて公開することを目的としている。

個々の指導教員の指導方針によって指導スタイルは多少異なるものの、

基本的な方向性としては、「経営専門演習Ⅰ」では、学生は指導教員の専

門領域に関わる基本的な知識に関する学修を進めることが求められ、「経

営専門演習Ⅱ」では、その基本的な知識を踏まえて学生ないし学生グル

ープごとに研究テーマを確立し、そのテーマに沿った学修を継続してい

くことが求められる。そして「経営卒業研究」においては、（CP4-2）「「経

営卒業研究」においては卒業論文またはこれに代わる成果物の提出を必

須とする」に規定されているように、１年間かけて各人の研究を進めて、

「卒業論文またはこれに代わる成果物」を提出し、何らかの形で公開す

ることが求められる。このように４年間の学士課程にわたって 10 単位

の演習を必修化することにより、学生は他の学生や教員とのインタラク

ションを通じて大学での学びに対する動機付けを高めることが期待され

ている。 

④ 学際科目

学際科目では、（CP1-3）「企業経営の問題をより広い視点から認識で

きるように、経営学と関連する学際領域として、情報、国際、キャリア

の領域の科目を配置する」に対応して、３つの関連領域ごとに科目を配

置している。学際科目には経営学の科目群の学修と合わせた学修により

相乗的な効果を生むことが期待されて配置されている。  

まず、情報分析科目では、「経営数学Ａ・Ｂ」「プログラミングの基礎

や「統計学」、さらには「多変量解析」のような統計分析に必要となる数



- 28 -

学及び統計学系の科目、企業経営や企業会計のデータや数理モデルを扱

う方法を提供する「経営情報分析」、「ビジネス・モデリング」及び「ビ

ジネスゲーム」、また、企業の情報技術環境を扱う「情報コミュニケーシ

ョン技術」を設置している。これらの科目を通じて、PC や統計ソフトを

使った企業分析の能力を修得できるほか、情報技術と企業経営の相互作

用関係についても理解することが可能になる。なお、数学や統計学に関

する科目は基礎から上級まで段階的に履修を行うことが必要であること

から、履修段階を３段階に分けており、最も基礎的な「統計の基礎」は

１年次後期から履修可能である。レベル的に次の段階の「統計学」は２

年次前期、さらに高度な「多変量解析」は２年次後期に配置している。 

次に、グローバルと文化科目は、教養の教育課程のように一般の４技

能を高める英語教育を提供するのではなく、経営学で使われる英語や、

学生が卒業後にビジネスの現場で使う英語を修得させることで、経営学

の知識と英語スキルをインタラクティブに向上させることを目的として

設置されている。具体的には、ビジネスの現場で使う英語スキルを伸ば

す「Business English」や「Business Presentation」、経営の専門トピ

ックを平易な英語で学ぶ「Topics in Global Business」、異文化理解を促

進 す る 「 Global Study Skills 」「 Area Studies 」「 Intercultural 

Understanding and Global Business」などを配置している。この領域

においても、より基本的な科目は２年次前期に配置され、より応用的な

科目は２年次後期に配置されており、学生が段階的に履修できるように

配慮している。 

実践キャリア創造科目では、主として企業に実際に勤務する講師（実

務家教員）がその経験に基づいた内容を提供する「社会理解実践講義」

や「社会理解実践演習」のほか、企業の実践的な観点に基づいた「実践

ビジネス演習」、「プロジェクト・マネジメント」、「モティベーション・

マネジメント」及び「実践リーダーシップ」が配置されている。このう

ち「実践ビジネス演習」以下の科目群は、主として経営実務に詳しい教

員によって、特に就職を意識するようになった３年次を対象に開講され

るものである。このような実践キャリア創造科目の学修を通じて理論と

実践の合一という経営学の大きな目標を達成することが可能となる。  

⑤ 高度学際科目

高度学際科目は、（CP1-4）「学際科目に対する強い関心を持つ学生を

対象に高度学際科目群を設ける」に対応したものであり、高度情報分析
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科目と高度グローバル科目に分かれている。  

【高度情報分析科目】 

高度情報分析科目は、情報分析科目の上位科目として、分析能力・

表現能力をさらに高めるために設けられるものであり、受講者数を制

限する予備登録科目として位置付けられている。まず、数量データの

分析能力を高める科目区分として「総合分析Ａ」と「総合分析Ｂ」が

ある。これら 2 つの総合分析は扱うデータや分析方法が異なるので、

学生は「総合分析Ａ」を前期に履修し、「総合分析Ｂ」を後期に履修す

ることで、多様で高度な分析能力を修得することが可能となる。次に、

自己の主張や意見の表現能力を高める科目として「マルチメディアプ

レゼンテーションＡ（MMP-A）」と「マルチメディアプレゼンテーシ

ョンＢ（MMP-B）」が設置されている。MMP-A では、主としてイン

ターネット上での Web ページの制作を通じて自己表現する方法を修

得するものであり、MMP-B は PowerPoint や Photoshop といったソ

フトウェアを使って自己表現する方法を修得するものである。これら

２つの科目は、独立した技能を修得するものであるから、段階的履修

を想定するものではないが、学生の負担を考えて、前期に MMP-A が、

後期に MMP-B が設置されている。以上の科目に加えて、変化の速い

情報時代に即応するために、その時々で必要性が高いと認められる授

業内容を、情報分析特殊講義として提供する。  

【高度グローバル科目】  

高度グローバル科目は、後述するグローバル教育プログラム

（EAGLE）を受講する学生のほか、一定の英語力のある学生を履修の

対象とした、大学全体で共通運用する科目群である。経営学部での専

門領域のほか、本学の文系学部の経済学部、法学部及び文学部の専門

性のある科目が配置されていることで、国際性と学際性を意識して学

修し、グローバル感覚を涵養する。  

高度グローバル科目の単位は、高度学際科目の単位として、学際科

目及び高度学際科目の単位をあわせて合計６単位以上修得すること

を卒業要件とする。これを超えた単位は、専門科目の卒業に必要な単

位76単位に含められ、さらにそれを超えた場合であっても、自己設計

科目の単位として卒業に必要な単位として認められる。  

⑥ 広域基礎科目

広域基礎科目は、後述の教職課程履修者で、教育職員免許状の中学校
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一種（社会）及び高等学校一種（公民）の免許状を取得しようとしてい

る者を対象とし、教職課程における一般的包括的内容を学ぶ科目群であ

る。日本史、外国史、地理学（中学社会）、政治学（中学社会、高校公民）

に関する科目を開設する。 

⑦ 自己設計科目

自己設計科目は、全学共通科目、総合経営学科開設科目のうち、それ

ぞれの卒業所要単位数を超えて自己の目的や関心に合わせて自由に選択

した科目の単位や他学部科目を履修し修得した単位を20単位まで卒業所

要単位数（124単位)に組み込むものである。この自己設計科目は、（CP3）

「視野を広げ、多面的な思考を促進するとともに、異分野の学生との交

流、多様な人々との協働を図るために、学部学科の枠を越えて幅広く学

ぶことができる仕組みを設ける」を実現するものとして設けられている。 

(5) グローバル教育プログラム（EAGLE）

成蹊大学では、経営学部の設置と同時期に、（CP5）「自発性、積極性の

向上のため、留学、インターンシップ等の単位認定の仕組み、及び上級者

向けの選抜型の科目を設ける」の実現のため、高い英語力を備え国際的な

活動に関心のある学生を対象とした全学的なグローバル教育プログラム

（通称「EAGLE （Education for Academic and Global Learners in 

English）」）を開設する。  

EAGLE は、後述の「入学者選抜の概要」において説明する２教科型グ

ローバル教育プログラム統一入学試験（Ｇ入試）によりそれぞれの学科に

入学した学生が、所属学科の教育を受け専門知識を獲得しながら、学部学

科の枠を越えて履修する、学部横断型の専用プログラムである。全学の定

員は 30 名で、うち経営学部総合経営学科では定員５名の枠を設けている。 

EAGLE では、専門教育と合わせ、国際志向とチャレンジ精神を涵養し

ながら、総合力のある魅力的な人材を育んでいく。より具体的には、英語

力と文化的な素養を伸ばし、多様な背景を持つ人々との間で意思疎通が図

れる能力、さらには多様性を尊重できる柔軟性を涵養するとともに、流動

的で複雑な世界に対応すべく、論理的な思考能力に加えて構想力と応用力

を有する人材を養成する。このような方針に基づき策定されたプログラム

を通じて、グローバル市民としての知見と教養に加え、ビジネスや実社会

で求められる主体性及び実践的なスキルを備えた人材を育成する。  
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EAGLE のプログラムは、国際志向とチャレンジ精神を持った総合力の

ある魅力的な人材を育成する観点から、英語の４技能（聞く・読む・話す・

書く）を徹底して習得するとともに、国際性と学際性を意識した科目を段

階的かつ体系的に履修する。また、留学は必修プログラムとして組み込む

とともに、キャリア教育も重視する。  

カリキュラムは、＜資料４＞のとおり「Foreign Language」「Seminar」

「Global Studies」「Capacity Building」の４つの区分で編成され、これ

らの科目は全学共通科目（成蹊教養カリキュラム）及び総合経営学科の専

門教育課程に含まれている。 

Foreign Language は Freshman と Sophomore の２区分に分かれ、

Freshman に属する科目の「College English （Listening & Speaking） 

Ⅰ・Ⅱ」、「College English （Reading & Writing） Ⅰ・Ⅱ」及び「Intensive 

EnglishⅠ・Ⅱ」の計６科目６単位を必修とし、１年次のうちに英語の４技

能（聞く・読む・話す・書く）を徹底的に習得する。このうち「Intensive 

EnglishⅠ・Ⅱ」では、通常の対面授業のほか、オンライン教材を使い授業

運営を行うとともに、自学自習を促す。また、Freshman 及び Sophomore

の選択科目で、自身の関心や得手不得手を鑑みた履修をし、研鑽を積むこ

ととなる。 

Seminar 科目は、１年次前期から２年次前期までの３期間、３科目６単

位を必修とする。特に１年次前期の Global Studies Seminar Ⅰは、

EAGLE 学生に課す１年次夏期休業中に行うケンブリッジ大学への短期留

学にあたっての事前学習に位置付けられる科目である。  

Global Studies 科目は、主として経営学部では高度学際科目の「高度グ

ローバル科目」に含まれる科目で、原則として英語で授業を行う専門学修

である。これらの科目は、経営学部での専門領域のほか、本学の文系学部

の経済学部、法学部及び文学部に専門性のある科目も配置されていること

で、国際性と学際性を意識して学修し、グローバル感覚を涵養するものと

なる。 

大学での学修をより確かなものとするために、EAGLE 学生には２度の

留学プログラムの受講を推奨する。特に１年次の夏季休業期間中には、必

須として全員がケンブリッジ大学ペンブルックカレッジでの３～４週間

の留学に臨む。また、２年次以降（特に２年次後期を推奨）では、本学と

協定を結んだ大学での半年間の留学を行うよう指導する。  

留学後は、留学の経験及びこれまでの EAGLE プログラムの学修を今後

の自身のキャリア形成に繋げるよう、３年次では成蹊教養カリキュラムの
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キャリア教育科目に配置されている「丸の内ビジネス研修（Marunouchi

Business Training ：MBT）」プログラムの科目である「発展インターン

シップ準備講座」「発展インターンシップ実習」、もしくは EAGLE 学生専

用の「Global Career Design」の科目を受講し、EAGLE プログラムの集

大成とする。 

なお、これらの EAGLE プログラムの授業は、日本語を補助的に用いる

場合を除き、原則として英語で行う。  

EAGLE のプログラムの修了は、卒業時において EAGLE カリキュラム

の科目の単位を 40 単位以上修得した者に、EAGLE 修了を認定することと

なる。その 40 単位の内訳は、「Foreign Language」12 単位以上、「Seminar」

６単位以上、「Global Studies」12 単位以上を修得し、残り 10 単位につい

ては、「Capacity Building」として、EAGLE 学生の素養として必要と認

める科目の単位の修得及び EAGLE カリキュラム各科目区分の必要単位数

を超えて修得した単位を含めるものとする。  

(6) 副専攻制度

成蹊大学では、2020 年度の経済学部の再編を契機に、前述の全学共通科

目の改編にあわせ、（CP3）「視野を広げ、多面的な思考を促進するととも

に、異分野の学生との交流、多様な人々との協働を図るために、学部学科

の枠を越えて幅広く学ぶことができる仕組みを設ける」に基づき、全学的

に運用する「副専攻」制度を設けることとなった。  

副専攻制度は、所属学科の専門教育に加え、学生の多様な関心や目的に

応じて、一定の系統的なまとまりをもって様々な知識を学修できるように

する仕組みであり、ワンキャンパスにすべての学部学科が集まる成蹊大学

の利点を活かした教育に対する新しい取り組みである。現時点では以下に

掲げる副専攻を設けることとしている。 

副専攻を履修するための事前の申し出は不要であるが、経営学部、全学

共通科目以外の他の学部の開講科目（以下「他学部科目」という）を履修

するときには、他学部科目履修の申請を当該学部に行う必要がある。 

副専攻の修了は、１つの副専攻に対し、当該副専攻で規定される科目の

うちから 16 単位以上を修得した上で、申請を行った者に対し要件充足等の

修了認定を行い、認定者には修了証を交付する。 
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副専攻として履修した科目の単位は、教職課程に関する科目の一部を除

き、他学部科目も含め卒業に必要な単位として算入できる。なお、他学部

で履修した科目の単位は、自己設計科目に算入する。 

＜開設副専攻＞ 

歴史文化学副専攻、哲学思想副専攻、地理環境学副専攻、 

社会福祉副専攻、公共政策副専攻、言語文化副専攻（ドイツ語、フラ

ンス語、スペイン語、中国語、韓国語）、

グローバル・コミュニケーション副専攻、 

国際関係副専攻、経済学副専攻、法律学副専攻、 

政治学副専攻、文学副専攻、心理学副専攻、 

科学コミュニケーション副専攻、総合ＩＴ副専攻 

(7) 教職課程

成蹊学園創立者中村春二が唱えた「知育偏重ではなく人格、学問、心身

にバランスのとれた人間教育の実践」の教育理念は、社会的要請として教

師に求められる「豊かな人間性をもち児童生徒を惹きつける個性的な魅力

を持つ資質・力量の高い教員」という要件に合致しており、本学はまさに

社会の期待に応えられる教師を育て、送り出すための好条件を備えている。 

この利点を大いに活かし、本学は「開放制教員養成制度」の趣旨に則っ

て、教師としての責任感や愛情を育み、教職に関する深い教養と教育的技

能を教授する課程を大学教育の一領域に位置付け、開設するすべての学部・

学科、法務研究科を除く大学院研究科・専攻に教職課程を設け、専門教育

に応じた教科の教育職員免許状が取得できることとしている。 

今回設置する経営学部においても、前述の経営学部の理念、目標をもと

に、学習指導要領において中学校社会科及び高等学校公民科が目標として

いる「社会的な見方・考え方を働かせ」「グローバル化する国際社会に主体

的に生きる」生徒の資質を養い、現代の我が国及び国際社会に生徒が「主

体的」に関わっていけるような教育を実践できる教員を養成することを目

指すべく、教職課程を設置する。 

経営学部においては、次の教育職員免許状が取得できる。 

総合経営学科：中学校一種免許状（教科：社会）、 

高等学校一種免許状（教科：公民） 
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 教職課程を履修し、卒業時に上記の教育職員免許状を取得するために

は、教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）（以下「免許法」という。）、

同法施行規則（昭和 24 年文部省令第 27 号）（以下「免許法施行規則」と

いう。）の規定に基づき、教科及び教職に関する科目の単位を修得する必

要があるが、このうち学部学科の専門性に直結する「教科に関する専門

的事項」の修得については、各学科の専門科目及び全学共通科目から社

会又は公民の科目として適切と認めた科目を履修する。 

総合経営学科における「教科に関する専門的事項」の履修目的は、教

科ごとに免許法施行規則に定める科目において一般的包括的内容を学ぶ

科目として教職必修と位置付けている「日本史概論Ⅰ・Ⅱ」「世界史概論

Ⅰ・Ⅱ」「人文地理学」「自然地理学」「地誌学」「現代の政治学」ミクロ

経済学の基礎」「マクロ経済学の基礎」「哲学の基礎（又は倫理学の基礎）」

などの科目を履修した上で、一般的包括的内容を補完する科目、経営学

だけではなく、経営学を基軸として相補的に国際教育や情報教育を同時

に学んでいくことで、教科の専門性を担保することとしている。なお、

これら教科の専門性を生徒にどのように伝え学ばせるかの技法等を身に

付けるため、「教科の指導法」の科目として、「社会科教育法」「社会科・

地理歴史科教育法」「社会科・公民科教育法」「公民科教育法」が大学共

通で設置されている。 
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５．教員組織の編成の考え方及び特色  

専任講師以上の専任教員の授業担当科目数は大学院科目を入れて年間 10

科目に原則として制限している。このような科目担当数の上限を設けること

で、教員が授業や授業準備に追われて学生指導の面や研究の面で不具合が生

じないように配慮している。 

本学部所属予定の専任教員のうち、完成年度の 2023 年度までに定年を迎

える教員は２名であるが、特別任用教授（本学園の「定年制に関する規則」

＜資料５＞第５条の規定に基づく再雇用制度の運用として「成蹊大学特別任

用教授規則」＜資料６＞が規定されている）として勤務する予定であり、専

任教員の退職を前提とした新規採用者を予定する必要はない。 

経営学部専任教員 24 名の研究分野は以下のとおりである（採用確定者１

名と移籍確定者１名を含む。）。この数値は固定的なものではないが、経営学

部の教育研究上の目的を十分に果たし得るように、研究分野の偏りがないよ

うに配慮が行われている。 

・戦略とマーケティング領域：６名（うち教授３名、准教授３名）

・組織と人間領域：４名（うち教授３名、准教授１名）

・ファイナンスと会計領域：６名（うち教授５名、准教授１名）

・共通専門科目領域：１名（うち教授１名、ただし 2021 年４月に移籍予定） 

・情報技術と情報処理領域：２名

（うち准教授２名、うち１名は 2020 年４月に採用予定） 

・国際文化領域：４名（うち教授２名、准教授２名）

・実践キャリア領域：１名（うち教授１名）

上記専任教員の年齢構成は、30 代が５名、40 代が 11 名、50 代が５名、60

代が３名（開設時）となっている。 
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６．教育方法、履修指導方法及び卒業要件  

(1) 特色とする授業方法

全学共通科目と経営学部専門科目とも、授業はその教育効果が最も発揮

できるように講義形式又は演習形式で行われる。全学共通科目は、主とし

て講義形式で、学生が人文科学、社会科学、自然科学の基礎的な知識を学

修すると同時に、幅広い視野から物事をとらえる能力を培う。また、既修

外国語や初修外国語は講義形式ではあるが、受講者数を制限することで、

教員が個々の学生の語学力や意欲を十分に把握できるように配慮する。 

経営学専門科目については、「基礎演習」（１年次）、「戦略的問題解決型

プロジェクト演習」（２年次）、「経営専門演習Ⅰ」（３年次前期）、「経営専

門演習Ⅱ」（３年次後期）、「経営卒業研究」（４年次）は演習形式で行われ

る。これらの授業では、教員と学生、及び学生同士がお互いにコミュニケ

ーションを行い、そのインタラクティブなプロセスの中で、学生が自分に

必要な知識を認識し、学修を促進させることを可能にする。 

(2) 履修指導

履修指導は、入学時に学部独自で十分なオリエンテーション時間を確保

して、大学の履修の仕組み、Web 上での履修登録の方法、さらに経営学部

のカリキュラムについて説明を行うなど組織的に実施される。また、すべ

ての学生にはそれぞれ一人の専任教員が指導教授となり、学業や学生生活

全般について助言や指導を行う。また、すべての専任教員は原則として毎

週１時間程度のオフィスアワーを設け、学生は、指導教授だけではなく、

すべての専任教員から必要に応じて指導を受けることができる。 

そのほか、年に一度大学で父母懇談会を開くほか、全国を３ブロック(「北

海道・東北・北関東」「東海・中部・近畿」「中国・四国・九州」)に分け、

順繰りに地域懇談会（全学共通）を開催しており、保護者との強い連携関

係をもとに学生を指導できるように努めている。 

なお、全学生には大学からメールアドレスが付与されており、大学や専

任教員から学生への連絡は Web システムを通じて行われている。同システ

ムでは、全学生に対して掲示やメールによる連絡ができるだけではなく、

学籍番号を指定することで特定の学生のみに掲示やメールによる連絡をす

ることが可能になっている。 
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(3) シラバスの活用

学生は、自分の興味や将来の進路等を考慮して卒業までの履修計画を立

て、その履修計画に沿って適切に科目を選択するために Web 上の掲載され

ているシラバスを活用する。シラバスでは、当該年度に開講されるすべて

の授業科目について、「テーマ・概要」「到達目標」「授業の計画と準備学習」

「授業の方法」「成績評価の方法」「成績評価の基準」「必要な予備知識／先

修科目／関連科目」「テキスト」「参考書」「質問・相談方法等（オフィスア

ワー）」が掲載されている。なお、本学においては、全学として「シラバス

作成方針」＜資料７＞を規定した上で、授業担当者には毎年度「シラバス

作成要領」＜資料８＞を配布し、上記の内容を詳細に記入するよう徹底し

ている。 

(4) ＣＡＰ制度

１単位当たりの学修に必要な時間を確保して単位の実質化を図ることを

目的として、年間に履修可能な単位数の上限を原則として 40 単位に定め

ている。また、前後期の各学期に履修する単位にも著しく偏りが出ないよ

うに履修可能な単位数の上限を 26 単位と定めている。 

(5) ＧＰＡ制度

成績評価の仕組みとして、GPA（Grade Point Average）制度を導入し客

観的な成績評価を行うことで、学生の学習意欲を高めさせ、かつ、効果的

な履修指導を行う。成績評価については、［表１］にあるように学期ごとの

授業科目の成績を５段階（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆ）で評価し、それぞれの評

価に対応した評価点（GP: Grade Point）を与える。GPA は、各授業科目

の評価点に当該科目の単位数を乗じて得た積の合計を、卒業に必要な単位

として算入することのできる授業科目の総履修登録単位数で除して算出す

る。 

なお、この５段階のほか、履修中止期間に所定の手続きで履修を中止し

た科目には「Ｗ」の表記がなされ、他大学で取得した単位が認定された場

合には「Ｔ」の表記がなされる。「Ｗ」の科目には単位は付与されず、「Ｔ」

の科目には単位が付与されるが、いずれも GPA の計算からは除外される。 
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［表１］ＧＰＡ 成績表記・成績評価と評価点との関連  

成績表記 成績評価 単位付与 評価点（ＧＰ） 

Ｓ 90～100 点 合格 ４ 

Ａ 80～89 点 合格 ３ 

Ｂ 70～79 点 合格 ２ 

Ｃ 60～69 点 合格 １ 

Ｆ 59 点以下 不合格 ０ 

Ｗ 不合格 GPA の計算には含めない。 

Ｔ 合格 同上 

(6) 卒業要件

卒業に必要な修得単位数は 124 単位として、全学共通科目から 28 単位

以上（必修６単位、選択 22 単位）、経営学部専門科目から 76 単位以上（必

修 14 単位、選択 62 単位）を修得することが要件である。なお、全学共通

科目 28 単位と経営学部専門科目 76 単位を超える単位及び他学部科目の履

修で修得した科目の単位は、自己設計科目の単位として合計 20 単位まで

卒業に必要な修得単位数に組み入れることが可能である［表２］。 
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［表２］総合経営学科の卒業に必要な修得単位数 

科  目  区  分 区分別必要単位数 
卒業に必要な

修得単位数 

全

学

共

通

科

目

外 国 語 
英 語 科 目 

必 修 4 

16以上 

28 

124 

選択必修 2 

選 択 

初 修 外 国 語 科 目 

技 能 

日 本 語 力 科 目 

キ ャ リ ア 教 育 科 目

情 報 基 盤 科 目 

健 康 ・ ス ポ ー ツ 科 目 

教 養 基 礎 

人 文 学 

8以上 

社 会 科 学 

自 然 科 学 

持 続 社 会 探 究 

環 境 ・ 地 域 

国 際 理 解 

人 権 ・ 共 生 

実 践 

専

門

科

目

演 習 科 目 必 修 10 

76 

専門基幹科目 
経 営 経 済 基 礎 科 目 10以上 

経 営 専 門 基 礎 科 目 10以上 

専 門 応 用 

発 展 科 目 

戦略とマーケティング科目 8以上 

30以上 
組 織 と 人 間 科 目 8以上 

ファイナンスと会計科目 8以上 

応 用 発 展 共 通 科 目 

学 際 科 目 

情 報 分 析 科 目 

6以上 

グローバルと文化科目 

実践キャリア創造科目 

学 際 共 通 科 目 

高度学際科目 
高 度 情 報 分 析 科 目 

高度グローバル科目（EAGLE） 

広 域 基 礎 科 目 

自 己 設 計 科 目 20 

（注）「経営経済基礎科目」の単位には、「企業経営の基礎」「企業会計の基礎」の2科目４単位を含
めること。 

(7) 履修モデル

科目履修は、自分の将来ビジョンや目標によって具体的には大きく異な

る。これらの科目履修の例は、添付資料として示される以下のような７つ

の履修モデル＜資料９＞を通じてより明確に提示されている。 

① 国際文化の理解と語学力を備えた起業家モデル

ベンチャーなどを立ち上げる起業家として最も必要となる戦略とマー
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ケティングの基礎知識を修得すると同時に国際的に活躍できるように学

際科目のグローバルと文化領域の科目を中心に履修する場合のモデル。 

② 心理分析ができる人事コンサルタントモデル

人事コンサルタントとして、組織と人間領域の科目のうち、単に人的

資源管理や組織論の知識だけではなく、より心理学に近い科目も履修し、

さらに労使関係の重視から労働法関連科目等も履修する場合のモデル。 

③ ファイナンス知識に長けた職業会計人モデル

税理士や公認会計士のような会計の専門家として会計科目を中心に履

修することはもちろんのこと、会計学と同じくカネ（金銭）に関わる学

問でありながら、通常は別の領域とされるファイナンス（企業ファイナ

ンス）の科目も履修して、カネに関する総合的な専門家となることを目

指す場合のモデル。 

④ 情報技術の知識を備えた経営情報専門家モデル

情報化時代に企業で活躍できるように、経営学の全般的な科目の履修

はもちろんのこと、学際科目の情報分析科目や、高度学際科目の高度情

報分析科目を履修して、情報技術を利用した分析・表現・討議の３つの

技能を向上させることを目指す場合のモデル。 

⑤ 高度専門人材（大学院進学）モデル

大学院で経営学を専攻するために、学部の教育課程では、経営学の各

専門領域の科目を広く履修することで、大学院での修学を基礎付ける場

合のモデル。 

⑥ 国際的なビジネスの現場で活躍する職業人モデル

グローバル教育プログラム（EAGLE）に参加して英語能力の向上に努

めると同時に経営学の基本も満遍なく履修して、国際的な舞台で活躍す

る職業人を目指す場合のモデル。 

⑦ 中学・高等学校の教員モデル

中学校の社会科、高等学校の公民科の教員として教育を実践できる教

員を目指す場合のモデル。 
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(8) 学生支援及び履修指導

本学部は、学生が学修に専念できるように、大学の方針を踏まえ、以下

のとおり学生支援及び教育研究環境整備方針を定めている。 

① 学生支援の組織的運営

本学部に学生支援を目的とする委員会を設置し、教務部、学生部、学

生相談室、大学保健室、キャリア支援センター等の関連部署との連携を

図りながら、学修上の困難を抱える学生に対する相談、支援対応策の立

案、経過フォロー等の必要な支援を行う。 

② 成績不振学生への組織的指導

成績不振の学生に対しては、原因の発見、対応策の立案、学生の意欲

の向上等を目的とした指導を組織的かつ定期的に実施する。なお、退学、

休学、留学等の学籍の異動を伴う場合には原則としてその都度組織的指

導を実施する。 

③ 進路に関する支援

学生の進路支援に関しては、大学の方針に従って、キャリア支援セン

ターと連携を図りながら学生支援に努める。なお、大学院進学希望者に

対しては、本学部において十分な指導を行う。  
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７．施設、設備等の整備計画  

(1) 校地、運動場の整備計画

成蹊大学は、東京都武蔵野市吉祥寺北町にキャンパスを構える１キャン

パスの大学であり、敷地内には学校法人成蹊学園が設置する小学校、中学・

高等学校を併設している。大学の校舎敷地は専用 78,816.78 ㎡であり、大

学設置基準第 37 条の規定により算出する（収容定員上の学生１人あたり

10 ㎡）校地面積 71,200 ㎡を超えており、本学部の設置に際して、すでに

十分な校地が確保されている。校地のうちには、空地として、本館前の前

庭及び教室等に囲まれた中庭（アトリオ）があり、学生が休息をとれる空

間として十分な場所を確保している。 

また運動場用地（グラウンド、体育館等関連施設用）は専用 87,580.85

㎡である。 

(2) 校舎等施設の整備計画

本学の校舎面積は 92,533.93 ㎡であり、大学設置基準第 37 条の２別表

第３の規定により算出される基準校舎面積 41,649 ㎡に対し約 2.2 倍の面

積を持ち、本学部の設置に際して、すでに十分な校舎面積を保有している。 

校舎には、次の施設等を備えている。 

① 学長室、会議室、事務室

学長室は専用で備えている。そのほか、大学要職者用室として、副学

長室（共用）、学部長室（学部ごと専用）を備えている。 

会議室、事務室は、円滑な業務遂行のため、各所に適宜配置している。 

② 研究室

研究室は、文系学部においては専任教員（講師以上）の全員に個室を

供しており、助教については、複数名共同で利用している。このほか、

学部ごとに共同研究室を設けており、学部の教育研究活動を促進に供し

ている。 

③ 講義室・演習室

講義室、演習室は、大学全体としてそれぞれ 70 室、46 室備え、この

うち経営学部ではそれぞれ４室（そのほか他の学部との共用１室）、４室

を専用としている。また、英語、初修外国語を中心とした語学学習に供
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するための語学学習室を６室、情報教育に供するためＰＣを配置した情

報処理施設（情報教育用教室）を８室、大学共通で備えている。 

本学では、教室は原則として全学として共用し、授業運営を所管する

教務部が一括管理し、曜日時限ごと、学部ごとの使用頻度を勘案して教

室配当を行っているため、あらゆる授業形態、教育方法、履修者の多少

に柔軟に対応でき、その結果、作成した時間割上においても、無理なく

教室を確保し、授業運営を可能としている＜資料 10＞。なお本学では、

継続して大学の施設・設備の充実に努めており、近年では多人数収容（300

～400 名程度）の教室の拡充、視聴覚設備の全教室配置、外国語科目や

アクティブ・ラーニング実施に有益となる設備改善（固定机から移動机、

複数人用机から１人用机への変更、など）、大学全エリアでの無線ＬＡＮ

対応などを行った。 

④ 図書館、医務室、学生自習室、学生控室

図書館については、後述する(3) を参照のこと。

医務室については、大学保健室（学園の健康支援センター併設）を備

え、学生の健康管理、応急処置、医療機関対応、健康診断実施、カウン

セリング等、学生の心身の健康の維持増進に供している。

学生自習室は、大学７号館１階にＰＣ備付の「スタディホール」を備

えている。また後述の図書館には、個人閲覧室があり、学生の自習に供

している。 

学生控室については、大学６号館に個室「コミュニケーションラボ」

４室を設けているほか、同じく６号館３～５階に、学生が自由に集まる

ことのできるフリースペースとして、椅子・机、窓に面してカウンター

を配置したラウンジを設けている。 

⑤ 運動場施設

運動場施設としては、グラウンド（全天候型 400m トラックのある運動

場）と体育館（３館）を有しており、それら以外の運動場施設として野

球場、サッカー場、卓球場、テニスコート等を備え、体育館のうち１館

ではトレーニングができる設備、実施種目に関連する講義・演習ができ

る設備を設けている。これらの施設で主に全学共通科目（成蹊教養カリ

キュラム）の「健康・スポーツ演習Ａ・Ｂ」を行うが、現行施設で十分

対応できる。 
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(3) 図書等の資料及び図書館の整備計画

本学の図書館（情報図書館と称する。）は、面積 11,955.95 ㎡、閲覧座席

数 1,032、収納可能冊数 170 万冊を擁する規模となっている。蔵書数は 2017

年度末において、1,322,917 冊の図書、9,771 種の学術雑誌、電子ジャーナ

ル 19,526 種である＜資料 11＞。

図書館利用者に対するレファレンスサービスとして、学部ごとでカウン

ターを設けて、専門分野に応じたきめ細かな相談等の対応を行っている。

また、図書館間相互貸借、文献複写物取り寄せ、五大学（学習院大学、成

城大学、武蔵大学、甲南大学及び本学）の図書館相互利用等のサービスを

実施している。 

図書館資料を利用した学習を有効に行うため、個人用の個室閲覧室（ク

リスタルキャレル）が 266 室、演習・グループ学習向けの有効な演習室（プ

ラネット）が５室配置されている。学習向けに学生が利用可能なＰＣはク

リスタルキャレル内に 150 台、館内貸出用 30 台を用意している。また、図

書検索用端末（ＯＰＡＣ、ＤＢ用）を 14 台備えている。 

経営学部の教育研究に必要な図書、雑誌、電子ジャーナルは、開設時に

はそれぞれ 54,784 冊、307 種、11 種を整備する予定であり、完成年度に向

けてさらに充実を図ることとしている＜資料 12＞。 
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８．入学者選抜の概要 

(1) 成蹊大学のアドミッション・ポリシー

成蹊大学では、大学全体としてアドミッション・ポリシー（以下「ＡＰ」

という）を策定し、入学者選考の方針、求める学生像を提示し、本学で学

ぶための必要な学力を実施する各入学試験でどのように評価するかを規定

している。 

成蹊大学の入学者受入れの方針（ＡＰ） 

【大学】 

（入学者選考方針） 

成蹊大学では、多様性に配慮しつつ、本学で学ぶために必要とされ

る基礎的学力や適性、学習歴などをそれぞれの入学試験で多面的に判

断しますが、その際、次の「求める学生像」を重視します。 

（求める学生像） 

①希望する専攻分野のみならず、広く自然・社会・文化に旺盛な好奇

心がある。

②向上心を持ち、大学で学んだ知識を活かして社会に貢献したいとい

う意欲がある。

③希望する専攻分野で学修することができる基礎的学力を有する。

（入学試験） 

成蹊大学では、本学で学ぶために必要な学力を、（Ⅰ）十分な知識・

技能、（Ⅱ）それらを基盤として問題に対する解を自ら見出していく思

考力・判断力・表現力等の能力、（Ⅲ）これらの基になる主体性を持っ

て多様な人々と協働して学ぶ態度、の３点と捉え、各入学試験におい

て各学部・学科の人材育成・教育研究上の目的に基づき、次の点を中

心に評価をしています。 

① 一般入試

①-1．独自入試

①-1-1．３教科型学部個別入学試験（Ａ方式） （Ⅰ）

①-1-2．２教科型全学部統一入学試験（Ｅ方式）（Ⅰ）

＊いずれも筆記試験の得点で合否判定

①-2．大学入試センター試験利用入試

①-2-1．３教科型入学試験（Ｃ方式） （Ⅰ）

①-2-2．４教科６科目型入学試験（Ｓ方式） （Ⅰ）

（経営学部では実施しない。） 
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＊いずれも大学入試センター試験の筆記試験の得点で合否

判定 

①-3．センター・独自併用入学試験

①-3-1．５科目型国公立併願アシスト入学試験（Ｐ方式）（Ⅰ） 

＊筆記試験の得点で合否判定

①-3-2．５科目型多面評価入学試験（Ｍ方式）（Ⅰ, Ⅱ, Ⅲ）

（経営学部では実施しない。） 

＊筆記試験の得点及び面接試験での総合的評価による合否

判定 

①-4．グローバル教育プログラム統一入学試験

①-4-1．２教科型グローバル教育プログラム統一入学試験（Ｇ

方式）（Ⅰ，Ⅲ） 

＊筆記試験（Ｅ方式と同一問題）の得点、指定の英語外部

検定試験のスコアに基づく評価点、活動報告書に基づく

評価点による合否判定 

② ＡＯマルデス入学試験（帰国生・社会人・外国人入学試験を含

む） 

（Ⅰ, Ⅱ, Ⅲ） 

＊書類審査及び面接試験での総合的評価による合否判定 

＊学部によっては人材育成・教育研究上の目的に基づき筆記

試験を課し実施する。 

(2) 経営学部のＡＰ

上記のように大学全体として提示したＡＰ、必要な学力を踏まえ、経営

学部のＡＰを掲げて入学者の選抜を行うこととしている。なお、大学入学

前に経営学や会計学を勉強したことがある受験生は極めて例外的であるこ

とから、特に受験生に向けて、以下のようなメッセージを提示している。

「成蹊大学経営学部に入学するために、経営学・会計学の特別な基礎知識

は必要としません。大学で学ぶにふさわしい意欲と基礎学力を備えた人材

であれば、すべての人を歓迎します。高校等で学習する教科・科目等につ

いては徹底的に基礎を修得すること、そして筋道を立てて論理的に考える

習慣と自分の考えを明確に表現する発信力を身に付けることを目指して、

着実に学習を進めていくことが大切です。」 
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【経営学部（総合経営学科）のＡＰ】  

（AP1）求める学生像 

（AP1-1）経営学及び会計学に関心を持ち、それらを学ぶために必要とな

る、高校までに身に付けておくべき基礎学力を有する人  

（AP1-2）問題を発見して、その解決手段を企画立案することに興味を持

つ人 

（AP1-3）チームで協力して学修することに興味を持つ人  

（AP1-4）未知のものに積極的に立ち向かうチャレンジ精神旺盛な人  

（AP2）入学者の選考方針 

経営学部（総合経営学科）では、多様な人材を受け入れるために多

様な選抜方法を駆使して入学者の選抜を実施する。入学者の選考に

あたっては、本学科の「求める学生像」を考慮しつつ、公平かつ適正

に選考が行われるよう細心の注意を払う。  

（AP3）大学入学までに身に付けておくべき教科・科目等  

①国語：種々の書物、雑誌等に著された現代文を理解するための読解

力と、自分自身の考えをまとめ上げ、正しく表現する文章力を

養うこと。 

②英語：英語の長文を理解する読解力と、自分の考えを英語で表現

し、他の人に伝えるコミュニケーションの能力を養うこと。  

③地理歴史・公民：地理、歴史、社会制度に関する基本的知識を修得

すること、そしてそれを踏まえた上で、社会の動きや仕組みを

解き明かそうとする探究心・観察力を養うこと。  

④数学：基本的な数式やグラフを理解し、それを応用して、論理的な

思考を展開することができる力を養うこと。  

(3) 経営学部の入学試験の概要

上記のＡＰを実現するために、成蹊大学経営学部では、［表３］のよう

な複数の入学試験方式を採用し、受験生の多様な能力を多角的に把握して

選抜を行っている（一般入試各方式の詳細は＜資料 13＞）。 
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［表３］経営学部の募集人員 

方式 募集人員 構成比 

一
般
入
試

独自入試 

３教科型学部個別入学試験 

（Ａ方式） 
115 40% 

２教科型全学部統一入学試験 

（Ｅ方式） 
16 6% 

大学入試センター

試験利用入試 
３教科型入学試験（Ｃ方式） 20 7% 

センター・独自併用

入試 

５科目型国公立併願アシスト入学試

験（Ｐ方式） 
10 3% 

グローバル教育プ

ログラム統一入試 

２教科型グローバル教育プログラム

統一入学試験（Ｇ方式） 
4 1% 

ＡＯマルデス入試 20 7% 

推薦入試 指定校推薦、成蹊高校からの推薦 105 36% 

計 290 100％ 

① Ａ方式（３教科型学部個別入学試験）

成蹊大学独自の３教科型入試であり、筆記試験により３教科の合計点

で合否を判定する。国語と外国語（英語）のほか、地理歴史又は数学の

教科として、「日本史Ｂ」「世界史Ｂ」「数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ａ、数学Ｂ

（数列、ベクトル）」のいずれか１科目を選択する。配点は外国語（英語）

が 150 点でそれ以外は各 100 点である。 

② Ｅ方式（２教科型全学部統一入学試験）

成蹊大学独自の２教科型入試であり、筆記試験により２教科の合計点

で合否を判定する。経営学部の場合には、国語と外国語（英語）の２教

科が課される。配点は国語が 200 点、外国語（英語）が 400 点である。 

③ Ｃ方式（大学入試センター試験利用３教科型入学試験）

大学入試センター試験を利用した「３教科型入試」で、本学での独自

試験は実施しない。国語、外国語（英語）及び「地理歴史、公民、数学、

理科」の４教科から選択する１科目の点数の合計点で合否を判定する。

配点は外国語が 400 点、他の２教科は各 300 点である。 

④ Ｐ方式（５科目型国公立併願アシスト入学試験）

大学入試センター試験５科目の得点に、独自試験の（２教科型全学部

統一入試を利用）外国語（英語）の得点を加算して合否を判定する入試

である。大学入試センター試験の５科目とその配点（括弧内に表記）は、

国語（200 点）、外国語（英語、ドイツ語、フランス語、中国語又は韓国
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語のうちから１科目選択）（200 点）、「地理歴史、公民、数学（数学Ⅰ・

数学Ａ）」のうち２科目（100 点×２）、「数学（数学Ⅱ・数学Ｂ）、理科」

のうち１科目（100 点）となっており、これに本学独自試験の外国語（英

語）（200 点）の点数が加えられる。 

⑤ Ｇ方式（グローバル教育プログラム統一入学試験：本学独自の２教科

＋英語外部検定試験、活動報告書） 

 成蹊大学における学部横断型の選抜方式であり、本学独自で行うＥ方

式（上述）の得点に、英語外部検定試験のスコアに基づく評価点及び活

動報告書に基づく評価点を加算して合否を決める選抜方式である。筆記

試験の教科及び配点はＥ方式と同様で、英語外部検定試験のスコアに基

づく評価点及び活動報告書に基づく評価点は、それぞれ最大 50 点であ

る。 

⑥ ＡＯマルデス入学試験

成蹊大学独自の入試であり、書類審査、総合分析力審査の筆記試験及

び思考力・判断力・表現力やディスカッション能力等を見る討論力審査

の総合的評価によって合否を判定する。なお、討論力審査は一般受験、

帰国生特別受験の場合であり、社会人特別受験、外国人特別受験の場合

には、これに代えて自己表現力審査を行う。 

⑦ 推薦入学試験

推薦入試は成蹊高校を対象とする推薦入学試験と、それ以外の高校を

対象にする指定校推薦入学試験に分けられる。前者は成蹊高校と成蹊大

学との協定に基づき、成蹊高校で一定の成績以上の生徒で成蹊大学経営

学部に入学を希望する生徒を対象としたものである。後者の指定校推薦

は、成蹊大学経営学部に入学を希望する生徒で、学業・人物ともに優秀

で入学後の成果が大いに期待できる一定の要件を満たす者を、高等学校

長又は中等教育学校長の推薦により入学を許可するものである。過去数

年間の入学者数、在学生の成績などを勘案して指定校を決定する。いず

れも学力試験は課さず、書類選考と、講義理解度に関する試験によって

合否を判定する。 
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９．取得可能な資格  

経営学部では、教育職員免許法及び同法施行規則の規定に基づき、次の校

種・教科の教育職員免許状（一種免許状）が取得できる教職課程を置く。 

総合経営学科：中学校一種免許状（教科：社会）、 

高等学校一種免許状（教科：公民） 

成蹊学園創立者中村春二が唱えた「知育偏重ではなく人格、学問、心身に

バランスのとれた人間教育の実践」の教育理念は、社会的要請として教師に

求められる「豊かな人間性を持ち児童生徒を惹きつける個性的な魅力を持つ

資質・力量の高い教員」という要件に合致しており、本学はまさに社会の期

待に応えられる教師を育て、送り出すための好条件を備えている。 

 この利点を大いに活かし、本学は「開放制教員養成制度」の趣旨に則って、

教師としての責任感や愛情を育み、教職に関する深い教養と教育的技能を教

授する課程を大学教育の一領域に位置付け、開設するすべての学部学科、大

学院研究科専攻に教職課程を設けている。 

経営学部においても、学部の理念、目標をもとに、学習指導要領において

中学校社会科及び高等学校公民科が目標としている「社会的な見方・考え方

を働かせ」「グローバル化する国際社会に主体的に生きる」生徒の資質を養い、

現代の我が国及び国際社会に生徒が「主体的」に関わっていけるような教育

を実践できる教員を養成することとしている。 

このような目的を果たすために、＜資料 14＞のとおり教職課程のカリキュ

ラムを策定した上で、履修モデル＜資料９＞によって学位プログラムと教職

課程の両立が可能であることを示している。 

教員となるために必要な基礎的資質を涵養する「教育の基礎的理解に関す

る科目」「道徳、総合的な学修の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に

関する科目」「教育実践に関する科目」及び「教科の指導法」では、年次によ

り次のような内容を段階的に履修できるように工夫しており、卒業時には自

身が教員として必要な資質に対し備わっているか否かを認識した上で、結果

として資質の高い教員を目指す力量を獲得することを目指している。なお、

教科に関する専門的事項に関しては、「４．教育課程の編成の考え方及び特色」

で説明したとおりである。 

１年次  ：基本的な概念・知識（教職の意義及び教員の役割・職務内容、

理念並びに歴史及び思想、社会的、制度的又は経営的事項、教

育心理、生徒指導・進路指導等） 
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２年次  ：各論（特別支援教育、教育課程（カリキュラム・マネジメン

ト）、教育方法、教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知

識と技法）等） 

２年次後期：取得しようとする教科の指導法（～３年次） 

３年次  ：各論（道徳、総合的な学習の時間、特別活動等）、介護等の体

験（特別支援学校及び社会福祉施設における７日間の体験活動） 

３年次後期：教育実習に向けての準備（事前指導） 

４年次  ：教育実習 

４年次後期：教職課程の集大成「教職実践演習」の履修 
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１０．実習の具体的計画 

「９．取得可能な資格」で掲げた教職課程では、４年次に教育実習を行う。

本学における教育実習は、次のとおり実施することとしている。  

(1) 教育実習の内容及び成績評価等

① 教育実習の時期

４年次５月～７月、９月～11 月

② 教育実習の実習期間・総時間数

中学校３週間（120 時間以上）又は高等学校２週間（60 時間以上）

③ 教育実習校の確保の方法

成蹊中学・高等学校、成蹊小学校、東京都公立学校、及び実習生が希

望する中学校・高等学校から内諾を得ている。 

④ 教育実習内容

実習校による先生方の講話、種々の授業観察、学級・ホームルーム活

動（朝学活・終学活）、実習教科の教材研究・教科指導（研究授業を含む）、

昼食時の指導、休み時間の使い方、清掃等を行う。 

⑤ 教育実習生に対する指導の方法

教育実習期間中に、関係する大学指導教員が訪問して指導を行う。

⑥ 教育実習の成績評価（評価の基準及び方法）

教育実習校からの成績評価、大学指導教員による訪問指導報告、事前

指導における教育実習での課題設定、事後指導における振り返りの学び、

最終段階における教育実習事後レポート等を総合的に教職専任教員が

評価する。 

（2) 事前及び事後の指導の内容等

事前指導 ① 教育実習オリエンテーション（大学教員よる講義等）。 

② 実習研究（ビデオ視聴に基づく討論）。

事後指導 ① 実習分析（大学教員による講義等）。 

② 実習成果検討（報告発表・討議）。

③ 最終レポートの作成。

① 時期及び時間数

事前指導 ３年次後期に８回×90 分、４年次前期に５回×90 分。 

事後指導 ４年次前期に３回×90 分、４年次後期に２回×90 分。 

② 内容（具体的な指導項目）
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事前指導 ① 多様な子供たちの学習状況の把握。 

② 教育実習生の生活と役割。

③ 教授方略の選択と学習環境の構成。

④ 授業や学級経営における自己の課題設定。

⑤ 教育実習における協働、連携、倫理等の確認。

事後指導 ① 学校教育への理解、授業観察、生徒理解、学級経

営、その他教員の仕事など、全体的にみて、この実

習を通して、難しく感じたこと、苦心したこと、発

見したこと、やり甲斐を感じたことの共有。 

② 教科指導（特に研究授業）で重視したことや苦心

したこと、達成できたこと、実体験や批評から学び

得たことの共有。 

③ 生徒から学んだことの共有。

④ 先生から学んだことの共有。

⑤ 学校教師の仕事及びその力量として最も重要で

基本的であると考えたことの共有。 

⑥ 自分の適性や力量上の課題について考えたこと

の共有。 

(3) 教育実習の受講資格

教育実習を行うためには、それまでに以下に掲げる科目の単位を修得済

みであること。 

① ３年次終了までに卒業に必要な修得単位数を 90 単位以上修得してい

ること。 

② 「教育の基礎的理解に関する科目」のうち、以下の科目をすべて修得

していること。 

「教職論」「教育原理」「学校と社会」「教育心理学」「生徒・進路指導

論」「特別支援教育概論」「教育課程論」「教育方法論」「教育相談」「総

合的な学習の時間の指導法」「特別活動の指導法」「教育実習論」 

③ 教育職員免許法施行規則第 66 条の６に規定する科目のすべての科目

（日本国憲法、体育、外国語コミュニケーション、情報機器の操作）を

修得していること。 

④ 教科教育法を４単位以上修得していること。
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１１．企業実習や海外語学研修等の学外実習を実施する場合の具体的計画  

成蹊大学では、学生が将来に就職を希望する職場で実際に業務を体験して、

その業務に必要となる知識や技能を理解させるとともに、労働を通じた自己

啓発の機会を与えるために、一般企業、官公庁、団体、NPO 法人等での就業体

験を行うインターンシップ（企業実習）について、事前準備科目及び実習科

目を全学共通科目（成蹊教養カリキュラム）に次のように配置している（括

弧内は修得単位数）。 

① インターンシップ準備講座（２単位）

一般企業や官公庁等でインターンシップを行う意志を持つ学生を対象に、

その準備、心構え等の事前指導を行う科目である。 

② インターンシップ実習（２単位）

一般企業や官公庁等でインターンシップに実際に参加した学生の成果報

告、成果発表などの実習の事後指導を行い、実習の単位認定を行う科目で

ある。 

③ 「発展インターンシップ準備講座」

「発展インターンシップ実習」（各２単位）＜資料 15＞

成蹊大学と民間企業が協力して実施する産学連携人材教育プログラムで

ある「丸の内ビジネス研修（Marunouchi Business Training：MBT）」を

受講する場合の履修科目であり、課外講座、丸の内での研修、就業体験、

成果発表等で構成されている。 

上記「準備講座」の受講生は事前登録申込票に基づいて選考され、許可さ

れた者のみとなっている。また、「準備講座」と「実習」は別の科目であるが、

両科目でインターンシップ前に事前指導からインターンシップ終了後の事後

指導まで一体的に行うため、両科目を履修することが求められる。 
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１２．管理運営 

(1) 管理運営体制の概要

本学の管理運営の体制としては、大学の教育研究に関する重要事項の審

議機関としての位置付けの「大学評議会」、大学の運営に係る企画立案等、

大学内意見調整を行う学長諮問機関としての位置付けの「大学運営会議」

により行われ、適時適切な意思決定を行っている。この意思決定において

は、各学部、大学院各研究科に設置する教授会において意見を参酌するこ

ととしている。また、学長の下に大学運営の一助となす各種委員会、各学

部の下に学部運営の一助となす委員会が適宜設定され、大学の円滑な管理

運営を担っている。 

以下に、管理運営を担う各会議体についての概要を記す。 

(2) 大学評議会＜資料16＞

大学の教育研究に関する重要な事項を審議する機関として、大学評議会

を設置している。 

① 構成員

学長、副学長、学部長、法務研究科長、各学部の教授各２名、法務研

究科の教授１名、企画運営部長、教務部長 

② 開催

毎月１回開くことを定例とする。ただし、学長は、必要があると認め

るときは、臨時に開くことができる。 

③ 審議事項

ⅰ 大学の教育研究上の目的を達成するための基本計画に関する事項 

ⅱ 学則その他教育研究に係る重要な規則の制定及び改廃に関する事

項 

ⅲ 学部、研究科その他重要な施設、組織等の設置及び改廃に関する事

項 

ⅳ 教育研究に係る予算の編成方針に関する事項 

ⅴ 教員の配置計画及び教育研究業績の審査に係る方針に関する事項 

ⅵ 学生定員に関する事項 

ⅶ 教育課程の編成に係る方針に関する事項 

ⅷ 学生の修学等を支援するために必要となる助言、指導その他の援助

に係る方針に関する事項 
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ⅸ 学生の賞罰に関する重要な事項 

ⅹ 学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の身分に係る方針に関

する事項 

ⅺ 学位の授与に関する事項 

ⅻ その他大学の教育研究に関する重要な事項 

(3) 大学運営会議＜資料17＞

成蹊大学の運営に関する企画立案、大学評議会に付する議案及びその内

容の検討、大学内の意見調整等を行うことを目的として、学長の諮問機関

として大学運営会議を設置している。 

① 構成員

学長、副学長、学部長、法務研究科長、企画運営部長、教務部長

② 開催

毎月２回開くことを定例とする。ただし、学長は、必要があると認め

るときは、臨時に開くことができる。 

（4） 教授会

本学における教務や入試等を含めた学務に対する管理責任を全うする

ために、本学の公式的な意思決定機関として、教授会を設置している。 

① 構成員

当該学部に所属する専任の教授、准教授、講師。その他、教授会の

定めるところにより、当該学部に所属する専任の助教を加えることが

できる。  

② 開催

成蹊大学教授会規則では、学部長が前年度末までに翌年度の開催日

を決定し、構成員に周知することとしている。通例年間15～16回程度

開催する。日程決定にあたっては、学内の意思決定プロセスを円滑に

進めるため、大学運営会議の開催日を勘案し全学的に調整がなされて

いる。 

③ 審議事項

教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見

を述べる。 

ⅰ 学生の入学及び卒業に関する事項 
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ⅱ 学位の授与に関する事項  

ⅲ 教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要

なものとして学長が次に定めるもの 

ア 教員の配置計画に関する事項

イ 教員の採用及び昇任に係る教育研究業績の審査に関する事項

ウ 学則その他教育研究に係る重要な規則の制定及び改廃に関す

る事項 

エ 教育課程の編成に係る方針に関する事項

オ 学生の修学等を支援するために必要となる助言、指導その他の

援助及び賞罰に関する事項 

このうち、特にⅲのイ「教員の採用及び昇任に係る教育研究業績の

審査に関する事項」に関しては、専任教授（必要に応じて専任准教授

又は講師を加えることができる）を構成員とする審査教授会において

審議して学長に意見を述べることができるとされている。 

なお、本学部が開設されるまでの間、本学部に関する必要事項を審

議するため、教授会と同等の機能を果たす「経営学部設置委員会」を

設置している＜資料18＞。 

(5) 委員会等

① 大学委員会等

・ 成蹊大学ＩＲ推進委員会

成蹊大学の大学ガバナンス及び教学マネジメントの計画策定、政策

決定、意思決定を支援するために行われるＩＲ（ Institutional 

Research）に関し、全学的視野から推進及び統括を図る。 

・ 成蹊大学全学入試委員会

成蹊大学入試センターの意思決定及び実務遂行を担う。

・ 成蹊大学全学教育委員会

全学共通科目（成蹊教養カリキュラム）の円滑な運営を行う。

・ 成蹊大学教職課程協議会

教職課程及び教職課程センターの運営に関する基本方針及び重要事

項を協議する。 

・ 全学教職課程委員会

教職課程の全学的な運営の調整、教員養成のカリキュラム編成、学
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生指導等に関する協議を行う。 

・ 成蹊大学公開講座運営委員会

成蹊大学学則第50条の規定に基づき開催される公開講座又は社会

人の教養と文化の向上に資する講演等について企画し、その実施運営

に当たる。 

・ 成蹊大学図書館協議会

図書館の運営に関する重要事項を審議する。

・ 成蹊大学図書館委員会

図書館の運営並びに図書館と各学部及び法務研究科との連絡を円

滑にする。 

・ 成蹊大学アジア太平洋研究センター運営委員会

成蹊大学アジア太平洋研究センターの運営に関する基本方針及び

重要事項を審議する。 

・ 成蹊大学アジア太平洋研究センター所員会議

所長の諮問に応えて、成蹊大学アジア太平洋研究センターの行う事

業の企画執行に関する事項を審議する。 

・ 成蹊大学キャリア教育委員会

成蹊大学キャリア支援センターの業務を実施するに当たり必要な

事項を策定する。 

・ 成蹊大学地域連携･地域貢献推進委員会

成蹊大学の教育目標（人材育成方針）及び社会連携・社会貢献に関

する方針の趣旨を実現する。 

・ 成蹊大学全学研究統括委員会

成蹊大学が全学的に推進する研究の実施に関し必要な事項を審議

する。 

・ 成蹊大学研究推進委員会

成蹊大学における研究の推進に資する諸施策の策定及び研究成果

の会への還元等を目的とする。 

・ 成蹊大学研究コンプライアンス推進委員会

成蹊大学における研究上の不正行為を防止し、本学の構成員に対し、

研究コンプライアンスの遵守を促す。 

・ 成蹊大学利益相反マネジメント委員会

健全な産学官連携活動の推進を図るため、成蹊大学における利益相

反を適切に管理する。 

・ 成蹊大学研究倫理委員会
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本学における研究のうち、人間を直接の対象とし、個人情報、個人

の行動、環境、心身等に関する情報、データ等を収集し、又は採取し

て行う研究に係る基本方針を策定するとともに、当該研究に係る審査

を適正かつ円滑に実施する。 

・ 成蹊大学10号館管理運営委員会

成蹊大学10号館を円滑かつ適正に管理し、及び運用する。

② 学部委員会等

教授会は、成蹊大学教授会規則第10条に基づき、教授会の機能を有効

的に果たすために、教授会に属する教員のうちの一部の者をもって構成

される以下の常設の専門委員会が設けられる。 

・ 経営学部運営委員会＜資料19＞

経営学部の運営に関する重要事項を審議する。

・ 経営学部教務委員会＜資料20＞

経営学部の教育に関する事項を審議する。

・ 経営学部人事委員会＜資料21＞

経営学部の教員の任用及び昇任に関し、資格審査その他の必要な業

務を行う。 

・ 経営学部ＦＤ委員会＜資料22＞

経営学部におけるＦＤ（Faculty Development）活動に関し、学部全

体の視点から組織的に推進及び統括を図る。 

・ 経営学部入試委員会＜資料23＞

経営学部の入学者の受入れに関する業務を的確かつ円滑に行う。
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１３．自己点検・評価 

(1) これまでの本学での取り組み

本学は、成蹊大学学則第１条の２の規定に基づき、教育研究水準の向上

を図り、大学設置の目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動等

の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するとともに、

教育研究活動等の改善及び充実に努めている。また、本学では、大学全体

の自己点検・評価活動に関する方針の策定及び本学の自己点検・評価活動

の統括を主な任務とする成蹊大学内部質保証委員会を設置するとともに、

同委員会の下で自己点検・評価活動を運営する成蹊大学自己点検・評価委

員会を設置している。 

これまでの本学における自己点検・評価の実施状況は、1994年度を実施

初年度として、1994年度末には自己点検・評価の結果を「成蹊大学の教育

と研究の現状」と題した報告書にまとめ、刊行した。以後、４年周期で点

検・評価を行うこととし、1998年度と2002年度に自己点検・評価報告書を

刊行した。また、1998年度の自己点検・評価報告書をもとに財団法人大学

基準協会に相互評価の申請をし、その結果、大学基準に適合している旨の

認定を受けた。 

その後、2002 年に大学の点検・評価に係る学校教育法の改正により、そ

れ以前は努力義務であった自己点検・評価の実施に加え、認証評価機関に

よる審査を 7 年以内毎に受けることが義務化されたことから、本学は公益

財団法人大学基準協会を認証評価機関として選定の上、2003 年度、2009 年

度、2016 年度に大学基準協会による認証評価を受審した。大学基準協会に

よる認証評価申請においては、本学が毎年度作成している「大学内部質保

証／点検・評価シート」を基に自己点検・評価報告書を作成しており、2016

年度の認証評価受審にあたっては、2015 年度の大学内部質保証／点検・評

価シートを基に「2015 年度自己点検・評価報告書」を作成の上、大学基準

協会に提出し、同協会の定める大学基準に適合しているとの認定を受けた。

なお、今回の認定の期間は、2017 年４月１日から 2024 年３月 31 日までと

なっている。 

(2) 基本方針

成蹊大学は、学校教育法第 109 条、成蹊大学学則第１条の２及び成蹊大

学内部質保証に関する規則＜資料 24＞に基づき、成蹊大学における内部質
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保証体制のもと、成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則＜資料 25＞に

おいて、本学が行う自己点検及び評価制度について必要な事項を定めてい

る。 

(3) 実施体制

成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則第２条の規定に基づき、大学

全体としての自己点検・評価の方針を策定し、本学の自己点検・評価活動

を統括する機関として成蹊大学内部質保証委員会が設けられており、その

委員会の下で自己点検・評価活動を運営する機関として成蹊大学自己点検・

評価委員会が設けられている。また、各学部、大学院各研究科及び各部局

は、各所属長の下で内部質保証推進チームを構成し、それぞれの諸活動に

係る自己点検・評価を行い、改善・向上に取り組んでいる。  

(4) 点検・評価項目

成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則第３条では、点検・評価項目

として以下が定められている。上述の「大学内部質保証／点検・評価シー

ト＜資料 26＞」は、この項目に従って作られている。

① 大学、大学院、学部、研究科等の理念及び各組織の目的に関すること。

② 教育研究組織に関すること。

③ 教員及び教員組織に関すること。

④ 教育内容、方法及び成果に関すること。

⑤ 学生の受入れに関すること。

⑥ 学生支援に関すること。

⑦ 教育研究環境に関すること。

⑧ 社会連携及び社会貢献に関すること。

⑨ 管理運営及び財務に関すること。

⑩ 内部質保証に関すること。
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１４．情報の公表 

大学の情報については、以下のウェブサイトに掲載されている。  

(1) 大学の教育研究上の目的に関すること：教育の特色について：

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/colour.html

(2) 教育研究上の基本組織に関すること：

① 学園組織図：https://www.seikei.ac.jp/gakuen/about/chart.pdf

② 学部及び大学院の組織に関すること：

https://www.seikei.ac.jp/university/education/ 

(3) 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること：

① 教員総数に関すること：

https://www.seikei.ac.jp/gakuen/upload/img/about/number/Number_o

f_Gakusei_Kyousyoku.pdf 

② 教員の学位及び業績に関すること：http://cv01.ufinity.jp/seikei/

(4) 入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生

の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及

び就職等の状況に関すること： 

① 学生数に関すること：

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/edu_info/gaiyo/#anchor-2 

② 就職状況に関すること（キャリア支援センター）：

https://www.seikei.ac.jp/university/job/data/job.html 

(5) 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること

① シラバスの公開：

https://www.seikei.ac.jp/university/campuslife/syllabus.html 

② カリキュラムの学修・教育目標・履修モデル（現経済学部）：

https://www.seikei.ac.jp/university/keizai/about/model.html 

(6) 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関す

ること 

学部（現経済学部）の理念及び３ポリシー： 

https://www.seikei.ac.jp/university/keizai/about/basic_data.html 
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(7) 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること

大学の施設設備・キャンパスマップ：

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/campus_uni/  

(8) 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること

納付金について（成蹊学園ホームページ）：

https://www.seikei.ac.jp/gakuen/about/payment.html 

(9) 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関する

こと 

① 成蹊大学キャリア支援センター：

https://www.seikei.ac.jp/university/job/about/guide.html 

② 成蹊大学保健室：

https://www.seikei.ac.jp/university/campuslife/hoken/  

③ 授業・学生生活について：

https://www.seikei.ac.jp/university/target/current.html 

(10)その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情

報、学則等各種規程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等

報告書、自己点検・評価報告書、認証評価の結果等）  

① 学部（現経済学部）の理念及び３ポリシー：

https://www.seikei.ac.jp/university/keizai/about/basic_data.html 

② 学則等関係規則の掲載：

https://www.seikei.ac.jp/university/education/webkisokushu/ 

③ 自己点検・評価報告書：

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/edu_info/management/hy

ouka.html 
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１５．教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

(1) ＦＤ体制について

「成蹊大学におけるＦＤ基本方針」（2017 年６月７日全学ＦＤ委員会決

定、以下、「基本方針」とする。）では、成蹊大学におけるＦＤを「成蹊学

園創立者中村春二が目指した教育及び学部・学科・研究科・専攻・センタ

ーの教育目標を実現すべく、教職員が組織的に取り組む活動のこと」と定

義している。 

また、「基本方針」においては、以下に掲げる人材育成方針の実現をＦＤ

の目標としている。 

① 広い教養と深い専門知識を備え、課題発見、解決に向けて本質を探究

する思考力を養成する。 

② 多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働できる真のグローバル

力を養成する。 

③ 未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性

を養成する。 

④ 個を具え、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に表現、発信する力を養

成する。 

さらに、ＦＤ活動に対する支援は、成蹊大学全学ＦＤ委員会、成蹊大学

ＦＤ協議会、成蹊大学高等教育開発・支援センターが行うものとされてい

るが、成蹊大学全学ＦＤ委員会はより上位の決定をつかさどり、日常的に

は成蹊大学ＦＤ協議会と同センターが連携して本学でのＦＤ活動の支援に

組織的に対応している。 

同センターを事務局とする成蹊大学ＦＤ協議会は、本学におけるＦＤ活

動について、同センター及び各学部・研究科間との連携・協働を図ること

を目的に置かれたもので、①ＦＤ活動に関する企画・立案及び実施、②Ｆ

Ｄ活動における点検・評価の２点を主な目的とし、全学的な教育支援活動

の企画立案に取り組むとともに、学部・学科等の組織ごとに開催される授

業研修会・研究会などを支援している。 

上記のような体制でＦＤ活動が推進されるようになったのは、同センタ

ーが設置された 2014 年度からのことである。以来、着実にＦＤの推進体制

が整備され、同センター開催行事の 2017 年度の実績として、講習会・勉強

会が７回、ＦＤセミナーが２回、授業研究会が５回などとなっている。 

他方、本学の各学部にもＦＤ委員会が設置されており、現行の経済学部

ＦＤ委員会においても、ＦＤ研修会を不定期に開催するとともに、成際大

学教育活動顕彰制度に関する規則＜資料 27＞に基づいた成蹊ティーチン
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グアウォード受賞候補者の選考と推薦を行っている。 

(2) 管理運営に必要な教職員への研修等（ＳＤ研修）

本学では、大学の教育研究活動等及び教学マネジメントに関し、より適

切かつ効果的な運営ができるよう、大学各部局に所属する事務職員、教育

職員及び技術職員（以下単に「職員」という。）が必要な知識及び技能を習

得するとともに、その能力及び資質を向上させるためのＳＤ（ Staff 

Development）研修を実施している。  

① 実施体制

事務局は企画運営部調査企画課が、運営は企画運営部調査企画課と庶

務運営課が合同で行っている。研修の計画については、半期ごとに事務

局が作成し、学長の了承を得るものとしている。また、具体的な企画内

容については大学運営会議にて教育職員への周知が依頼され、教授会に

て情報が伝わるようになっている。また、大学事務職員に対しては大学

事務連絡会にて、学園事務職員に対しては情報連絡会にて部課長に対し

て課員への周知を依頼している。そのほか職員全員を対象に e-mail にて

研修の開催案内を行っている。 

② 実施内容

本学のＳＤ研修は、大学の教育研究活動及び教学マネジメントに関し、

より適切かつ効果的な運営ができるよう、職員が必要な知識及び技能を

習得するとともに、その能力及び資質の向上を目指して実施する。また、

研修テーマは以下のいずれかに該当するものとする。  

ア ３つのポリシーに基づく本学の自己点検・評価と内部質保証に関す

るもの 

イ 教学マネジメントに関する専門的職員の育成に関するもの

ウ 大学改革に関するもの

エ 学生の厚生補導に関するもの

オ 業務領域の知見の獲得を目的とするもの（総務、財務、人事、企画、

教務、研究等） 

カ その他（本学独自の業務に関するもの、時流に対応したもの等）
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１６．社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

 成蹊大学では、「知育偏重ではなく、人格、学問、心身にバランスのとれ

た人間教育を実践し、確かな教養と豊かな人間性を兼ね備え、社会の発展

のために献身的に貢献できる人材を輩出する」という大学理念に基づき、

真に社会に貢献できる職業人となるのに必要な科目を教育課程の中に配置

するほか、キャリア支援センターなどを中心とした支援体制を備えている。

教育課程上の取り組みや、大学としての教育課程外の取り組みは以下のと

おりである。 

(1) 教育課程上の取り組み

教育課程上の取り組みとしては、全学共通科目（成蹊教養カリキュラム）

の中に以下のようなキャリア教育科目を設置することによって１年次から

キャリア教育を体系的に構築し、学生の進路決定や就職をきめ細かく徹底

的に支援している。 

 １年次前期の「キャリアプランニング」では、学生は、自己と社会を認

識し、大学生活や進路選択に向けて行動計画を立案する。１年次後期の「ビ

ジネストレーニングセミナー」では、企業や社会が抱える課題を学生チー

ムで取り組み、実践的な経験と知識を修得する。さらに、２年次に開講す

る「キャリアセミナー」や「キャリア発展講義」では、現代のグローバル

社会や男女均等社会で働くことの意義・方法・課題などを学修する。  

 ３年次では、インターンシップを行う意思を持つ学生を対象として、１

年間を通したプログラムが用意されている。前期は「インターンシップ準

備講座」を履修して一般企業や官公庁等でその準備や心構え等を学び、後

期に「インターンシップ実習」を履修して企業等でのインターンシップを

行う。また、成蹊大学と民間企業が協力して実施する産学連携人材教育プ

ログラム「丸の内ビジネス研修（MBT）」があり、前期の「発展インターン

シップ準備講座」、後期の「発展インターンシップ実習」の履修を通して、

課外講座、丸の内での研修、協力企業での就業体験、成果発表等で構成さ

れるプログラムに取り組む。 

 なお、企業に勤める実務家などが講師となり、企業の実態や課題などに

関する内容の授業科目として、全学教育科目（成蹊教養カリキュラム）の

中に「日本企業の現状と展望」がある。また、経営学部の専門科目の中に

も、成蹊大学出身者で企業などの管理者を務める者が授業を行う「社会理

解実践講義（ＯＢ･ＯＧが語るビジネス最前線）」がある。  
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(2) 教育課程外における取り組み

全学的な就職支援の機関として成蹊大学キャリア支援センターが設けら

れている。同センターは、社会に貢献できる人材を輩出するという大学の

使命を達するため、全学的な見地から、全学生に対してキャリア教育の推

進を図るとともに、個々の学生の進路、就職等に関する支援を行うことを

目的としている。 

キャリア支援センターでは、特に学生が納得した進路へ進めるよう、個

別相談によるキャリア支援を伝統的に重視している。このキャリア支援は、

１年次からの「低学年相談」と３年次からの「就職相談」に分かれており、

特に「就職相談」では学部担当者を配置して、学生一人ひとりの目標や特

徴に合わせた就職に関わるアドバイスや企業紹介を継続的に行うことが可

能となっている。 

また、企業側、就職情報会社、他大学等の情報を収集・分析し、その年

度に即応した以下のような支援講座を開講している。  

① 進路・就職ガイダンス

② 就職試験対策講座

③ 模擬面接講座

④ 業界研究セミナー

⑤ その他支援行事（履歴書（自己ＰＲ）作成ワークショップ、就職活

動マナー講座、内定者報告会、卒業生による仕事理解セミナー、公務

員制度説明会など） 

(3) 適切な体制の整備について

成蹊大学キャリア支援センターの業務を実施するに当たり必要な事項を

策定するため、成蹊大学キャリア教育委員会を置くことが、成蹊大学キャ

リア支援センター規則＜資料 28＞第８条において規定されている。成蹊大

学キャリア教育委員会の任務は、成蹊大学キャリア教育委員会規則第２条

の規定により次のとおり定められている。 

① キャリア教育に関する企画・立案及び支援

② キャリア教育に関する全学的な調整

③ インターンシップの運営に関する全学的な連絡・調整

④ 各種資格試験対策に関する企画・立案

⑤ 就職支援に関する全学的な連絡・調整
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⑥ 学長の諮問への対応

⑦ その他委員会が特に必要と認めた事項

また、委員の構成は、成蹊大学キャリア教育委員会規則第３条の規定に

より次のとおり定められている。 

① 所長

② 各学部から選出された者 各１名

③ 事務長

④ その他委員長が必要と認めた者



成蹊大学経営学部の設置の趣旨等を記載した書類 資料目次 

資料1. 成蹊の沿革、設置校（2017 年度成蹊学園事業報告書より） 

資料2. 設置の必要性に係る資料 

資料3. 大学の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）・ 

  教育課程編成の方針（カリキュラム・ポリシー）：2020 年度改訂 

資料4. グローバル教育プログラム（EAGLE）カリキュラム表 

資料5. 定年制に関する規則 

資料6. 成蹊大学特別任用教授規則 

資料7. シラバス作成方針

資料8. シラバス作成要領

資料9. 履修モデル 【総合経営学科】 

資料10. 時間割表（案） 

資料11. 図書等資料（2017 年度）蔵書数（2017 年度成蹊学園事業報告書より） 

資料12. 雑誌、電子ジャーナルの種類 

資料13. 一般入試各方式の実施教科・出題科目等 

資料14. 教職課程カリキュラム ★規則抜粋 

資料15. 丸の内ビジネス研修（MBT） 

資料16. 成蹊大学評議会規則 

資料17. 成蹊大学運営会議規則 

資料18. 経営学部設置委員会規則 

資料19. 経営学部運営委員会規則 

資料20. 経営学部教務委員会規則 

資料21. 経営学部人事委員会規則 

資料22. 経営学部ＦＤ委員会規則 

資料23. 経営学部入試委員会規則 

資料24. 成蹊大学内部質保証に関する規則 

資料25. 成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則 

資料26. 内部質保証／点検・評価シート 

資料27. 成蹊大学教育活動顕彰制度に関する規則 

資料28. 成蹊大学キャリア支援センター規則 







設置の趣旨および必要性 (2)学科設置の趣旨及び必要性 に関する資料 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

集計学部数 75 79 79 82 81 82 82 80

入学定員（人） 23,209 24,035 24,165 25,083 24,708 25,244 25,796 25,431

志願者（人） 182,440 170,465 188,060 188,841 193,204 212,639 239,665 268,888

＊私立大学・短期大学等入学志願動向（日本私立学校振興・共済事業団）から一部抜粋して作成

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

集計学部数 30 30 30 31 31 31 31 30

入学定員（人） 14,515 14,581 14,456 14,606 14,656 14,561 14,529 14,598

志願者（人） 122,469 114,532 114,926 107,856 110,305 117,010 124,724 132,345

＊私立大学・短期大学等入学志願動向（日本私立学校振興・共済事業団）から一部抜粋して作成

私立大学の経営学部の設置数、入学定員、志願者の推移

私立大学の商学部の設置数、入学定員、志願者の推移

１ 私立大学の経営学部（商学部）の設置数、入学定員、志願者の推移 

（学生確保の見通しに関する書類 ［表４］） 
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３．一般入試結果（学生確保の見通しに関する書類 資料４） 

 

 

 

  

2015 2016 2017 2018 平均

志願者 5,379 5,449 7,439 5,800 6,016
受験者数 4,991 5,117 7,015 5,442 5,641
合格者 1,005 1,014 964 920 975
入学者 272 294 255 304 281
入学定員 255 260 275 295 271

志願者 5,108 4,589 4,118 4,952 4,691
受験者数 4,785 4,298 3,798 4,666 4,386
合格者 1,188 1,126 1,297 1,209 1,205
入学者 309 225 327 267 282
入学定員 261 279 279 289 277

志願者 5,127 5,050 5,362 4,873 5,103
受験者数 4,771 4,728 5,028 4,625 4,788
合格者 1,292 1,148 1,136 955 1,132
入学者 309 259 276 272 279
入学定員 273 282 283 283 280

志願者 5,364 5,532 6,562 5,537 5,748
受験者数 4,980 5,137 6,230 5,193 5,385
合格者 1,396 1,446 1,323 1,119 1,321
入学者 332 344 300 299 318
入学定員 296 296 296 306 298

志願者 20,978 20,620 23,481 21,162 21,560
受験者数 19,527 19,280 22,071 19,926 20,201
合格者 4,881 4,734 4,720 4,203 4,634
入学者 1,222 1,122 1,158 1,142 1,161
入学定員 1,085 1,117 1,133 1,173 1,127

4.1

受験者／合格者
※実質倍率

4.0 4.1 4.7 4.7

成蹊大学の一般入試結果（2015年度から2018年度）

受験者／合格者
※実質倍率

5.0 5.0 7.3 5.9 5.8

受験者／合格者
※実質倍率

4.0

受験者／合格者
※実質倍率

経済学部

理工学部

文学部

法学部

3.8 2.9 3.9 3.6

4.23.7

学部 項目／年度
一般入試

全体

4.1 4.4 4.8

4.4

受験者／合格者
※実質倍率

3.6 3.6 4.7 4.6



 

４．高校生対象の進学需要調査結果（2018 年秋実施、株式会社進研アドに調査実施依頼） 

（学生確保の見通しに関する書類 資料５より抜粋） 
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(各n=19,679)

とても魅力を
感じる

ある程度魅力を
感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ

実践的な学びを通して、経営学の知識、グロー
バルな視野とＩＴリテラシーを習得し、今日の企業
が直面する複雑な課題に対応できる力を身に付
けます。

64.0

Ｂ
企業などの組織の主力や事業家として世の中に
広く貢献できる真の職業人を養成します。 65.9

Ｃ
理系・文系の枠組みを超えた学びを通して、経
済・社会問題の本質を理解するために必要な思
考方法を身に付けます。

62.0

Ｄ
数理モデルによる経済分析やデータの統計処理
を駆使して、社会課題を解決に導く、次世代の
リーダーを養成します。

53.3

Ｅ

サステナビリティの視点、グローバルの視点、地
域コミュニティの視点を実践的に学び、現代社会
が抱える複雑な課題に立ち向かう力を身に付け
ます。

63.4

Ｆ
複数の視座を課題解決につなげる力を備えた、
社会や企業で企画立案や問題解決に携わる社
会人を養成します。

65.0

経
営
学
部

総
合
経
営
学
科

経
済
学
部

経
済
数
理
学
科

現
代
経
済
学
科

14.6 

18 .1 

16.2 

11.9 

15.7 

16.6 

49.3 

47.8 

45.8 

41.4 

47.7 

48.4 

22.9 

21.6 

24.5 

30.1 

23.5 

21.8 

9.8 

9.4 

10.3 

13.4 

9.9 

9.6 

3.3 

3.1 

3.1 

3.3 

3.3 

3.6 

【単位：％】

200 40 60 80 100

魅力度

（※）

■「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」
「経済学部 現代経済学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ３．成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」（仮称、設置構想中）には、
以下のような特色があります。それぞれの特色について、あなたはどの程度魅力を感じますか。
（それぞれ、あてはまるものを１つだけ）

「経営学部総合経営学科」「経済学部経済数理学科」
「経済学部現代経済学科」の特色に対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない
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経
営
学
部
 

総
合

経
営
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 経
済
学
部
 

経
済

数
理
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 経
済
学
部
 

現
代

経
済
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 入
学
し
た
い
学
科

は
な
い

受
験
し
た
い
と

思
わ
な
い

無
回
答

受験したいと思う

(n=19,679)

9.8

（1,934人） 2.4

（473人）

6.2

（1,228人）
1.2

（232人）

77.2

（15,198人）

3.1

（614人）

0%

20%

40%

60%

80%

経
営
学
部
 

総
合

経
営
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 経
済
学
部
 

経
済

数
理
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 経
済
学
部
 

現
代

経
済
学
科

（
仮

称

）
に
入
学
し
た

い 入
学
し
た
い
学
科

は
な
い

無
回
答

(n=3,885)49.8

（1,934人）

12.2

（473人）

31.6

（1,228人）

6.0

（232人） 0.5

（18人）
0%

20%

40%

60%

受験したいと思う 受験したいと思わない 無回答

全体 (n=19,679)
19.7

（3,885人）

77.2

（15,198人）

3.0

（596人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

「経営学部」「経済学部」への受験意向／
各学科への入学意向

■「経営学部」「経済学部」への受験意向

Ｑ４．あなたは、成蹊大学「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを受験してみたいと思いますか。
あなたの気持ちに近いもの１つをお選びください。（１つだけ）

「受験したいと思う」と答えた3,885人のみ抽出

「受験意向（Ｑ４）」と「入学意向（Ｑ５）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

※ Ｑ４で「受験したいと思う」と答えた3,885人の回答

■各学科への入学意向

■各学科への受験意向別入学意向

Ｑ５．あなたは成蹊大学「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを受験して合格したら、
どの学科に入学したいと思いますか。あなたの気持ちに近いもの１つをお選びください。（１つだけ）
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全体 (n=19,679) 1,934人

男性 (n=9,261) 1,070人

女性 (n=10,267) 841人

首都圏（1都3県） (n=19,142) 1,902人

　東京都 (n=12,989) 1,311人

　埼玉県 (n=2,760) 308人

　千葉県 (n=1,776) 130人

　神奈川県 (n=1,617) 153人

首都圏以外 (n=537) 32人

国公立大学に進学 (n=5,576) 367人

私立大学に進学 (n=16,269) 1,759人

短期大学に進学 (n=461) 39人

専門学校・専修学校に進学 (n=1,476) 87人

就職・その他 (n=745) 44人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経済学興味関心者 (n=1,745) 454人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経営・商学興味関心者 (n=1,893) 673人

東京×私立大学に進学希望×文系クラス在籍×経営情報学興味関心者 (n=463) 189人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経済学興味関心者 (n=181) 24人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経営・商学興味関心者 (n=161) 41人

東京×私立大学に進学希望×理系クラス在籍×経営情報学興味関心者 (n=86) 14人

性別

高校所在地別

高校卒業後の

希望進路別

高校所在地

×

高校卒業後の

希望進路別

×

在籍コース別

×

興味のある

学問系統別

9.8 

11.6 

8.2 

9.9 

10.1 

11.2 

7.3 

9.5 

6.0 

6.6 

10.8 

8.5 

5.9 

5.9 

26.0 

35.6 

40.8 

13.3 

25.5 

16.3 

【単位：％】

200 40 60 80 100

経営学部

総合経営学科

入学意向者数

（※）

経
営
学
部
 

総
合
経

営
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

経
済
学
部
 

経
済
数

理
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

経
済
学
部
 

現
代
経

済
学
科

（
仮
称

）
に

入
学
し
た
い

入
学
し
た
い
学
科
は

な
い

(n=19,679)

受
験
し
た
い
と
思
わ
な
い

無
回
答

受験したいと思う

9.8

（1,934人） 2.4

（473人）

6.2

（1,228人）
1.2

（232人）

77.2

（15,198人）

3.1

（614人）

0%

20%

40%

60%

80%

＜属性別＞

■「経営学部 総合経営学科」への受験意向別入学意向

＜属性別＞

※入学意向者数＝「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを「受験したいと思う」

かつ「経営学部 総合経営学科（仮称）に入学したい」と回答した人の人数

Ｑ５．あなたは成蹊大学「経営学部」「経済学部」（仮称）のいずれかを受験して合格したら、
どの学科に入学したいと思いますか。あなたの気持ちに近いもの１つをお選びください。（１つだけ）

 
  

 



５．本学における最近５年間の求人件数の実績（学生確保の見通しに関する書類 表６） 



 

６．企業人事関連業務対象者対象採用意向調査（2018 年秋実施、株式会社進研アドに調査

実施依頼）（学生確保の見通しに関する書類 資料８より抜粋） 
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(各n=816)

とても魅力を
感じる

ある程度魅力を
感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ

実践的な学びを通して、経営学の知識、グロー
バルな視野とＩＴリテラシーを習得し、今日の企業
が直面する課題に対応できる力を身に付けま
す。

95.8

Ｂ
企業などの組織の主力や事業家として世の中に
広く貢献できる真の職業人を養成します。 93.4

Ｃ
理系・文系の枠組みを超えた学びを通して、経
済・社会問題の本質を理解するために必要な思
考方法を身に付けます。

94.0

Ｄ
数理モデルによる経済分析やデータの統計処理
を駆使して、社会課題を解決に導く、次世代の
リーダーを養成します。

92.2

Ｅ

サステナビリティの視点、グローバルの視点、地
域コミュニティの視点を実践的に学び、現代社会
が抱える複雑な課題に立ち向かう力を身に付け
ます。

89.7

Ｆ
複数の視座を課題解決につなげる力を備えた、
社会や企業で企画立案や問題解決に携わる社
会人を養成します。

95.1

経
営
学
部

総
合
経
営
学
科

経
済
数
理
学
科

現
代
経
済
学
科

経
済
学
部

45.8 

41.1 

44.6 

40.3 

33.3 

49.9 

50.0 

52 .3 

49.4 

51.8 

56.4 

45.2 

2.8 

5.6 

5.1 

6.5 

9.2 

3.8 

0.4 

0.5 

0.1 

0.7 

0.1 

0.5 

1.0 

0.5 

0.7 

0.6 

1.0 

0.6 

【単位：％】

200 40 60 80 100

魅力度

（※）

Ｑ８．成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」
（いずれも仮称、設置構想中）には、以下のような特色があります。
貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じますか。
（それぞれ該当するもの１つに☑）

「経営学部 総合経営学科」「経済学部経済数理学科」
「経済学部現代経済学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない

■「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」
「経済学部 現代経済学科」の特色に対する魅力度

 

 

 



15

調
査
数

単
位

1
名

2
名

3
名

4
名

5
名
～

9
名

1
0
名
以
上

人
数
は
未
確
定

無
回
答

毎
年
の
採
用
想
定

人
数
・
計
※

（
名

）

％ 18.8 4.5 2.0 0.1 0.9 0.1 73.2 0.3

件 142 34 15 1 7 1 552 2
 全体 754 ⇒ 856

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=816)
92.4

（754件）

6.1

（50件）

1.5

（12件）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=816)
95.7

（781件）

3.1（25件）

1.2

（10件）

【単位：％】

200 40 60 80 100

「経営学部総合経営学科」の社会的必要性／
卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

■「経営学部 総合経営学科」卒業生に対する採用意向

Ｑ10．貴社・貴団体では、成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」
（いずれも仮称、設置構想中）を卒業した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ該当するもの１つに☑）

■「経営学部 総合経営学科」の社会的必要性

Ｑ９．貴社・貴団体（ご回答者）は成蹊大学「経営学部 総合経営学科」「経済学部 経済数理学科」「経済学部 現代経済学科」
（いずれも仮称、設置構想中）はこれからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ該当するもの１つに☑）

■「経営学部 総合経営学科」卒業生の毎年の採用想定人数

Ｑ11．Ｑ10でいずれかの学科の卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
現時点でのご回答者ご自身のお考えに最も近いものをご回答ください。（それぞれ該当するもの１つに☑）

「経営学部 総合経営学科」卒業生を
「採用したいと思う」と答えた754件のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名、「人数は未確定」＝１名を代入し合計値を算出



成蹊大学のＤＰ，ＣＰ（2020年度以降適用版）

大学共通
人材育成方針 成蹊大学は「理念・目的」を踏まえ、以下の人材育成方針のもとに教育を行います。

１　広い教養と深い（各学科、各専攻の）専門知識を備え、物事の本質を探究する思考力を養成する。
２　自己の人生観・価値観を確立し、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に表現、発信する力を養成する。
３　多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働して課題の解決に取り組む力を養成する。
４　未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性を養成する。

ＤＰ 成蹊大学は、「教育の目標（人材育成方針）」を踏まえ、次のように学位授与の方針を定めます。「専門分野の知識・
技能の修得」「教養の修得」「課題の発見と解決」「多様な人々との協働」「表現力、発信力」「自発性、積極性」の各
項目に関して、以下の基準に到達するように編成された各学科、各専攻の教育課程において、所定の単位を修得し
た者に対して所定の学位を授与します。

　ＤＰ１ 【専門分野の知識・技能】
（ＤＰ１）（各学科、各専攻の）専門分野に関する知識・技能を修得している。

　ＤＰ２ 【教養の修得】（広い視野での思考・判断）
（ＤＰ２）人文科学、社会科学、自然科学及びこれらにまたがる学際的な分野に関する基礎的な知識を修得し、広い
視野で思考・判断を行うことができる。

　ＤＰ３ 【課題の発見と解決】（情報の調査収集＋分析・解釈＋論理的思考）
（ＤＰ３）課題の本質を発見するために必要な情報（文献、統計等を含む）を調査収集し、それらを的確に解釈・分析
し、課題の解決に向けて論理的に思考する能力を身に付けている。

　ＤＰ４ 【表現力、発信力】
（ＤＰ４）自分の意見や考えを、外に向けて的確かつ明瞭に発信できる豊かな表現力を身に付けている。

　ＤＰ５ 【多様な人々との協働】（コミュニケーション＋協調性＋チームワーク）
（ＤＰ５）多様な人々と協働して課題解決に取り組んだ経験を通じて、多様な価値観を受容し、協調性やコミュニケー
ション力を身に付け、チームの中で自分の役割を的確に果たすことができる。

 DP６ 【自発性、積極性】
（ＤＰ６）選抜制の科目や学外活動（留学、インターンシップ、ボランティア等を含む）に積極的に挑戦した経験を通じ
て、生涯学び続けようとする強い自発的意志を有している。

大学共通
ＣＰ 成蹊大学は、「学位授与の方針」を踏まえ、次のような方針で教育課程を編成・実施します。

　ＣＰ１ （ＣＰ１）　（各学科、各専攻の）専門分野を系統的・体系的に学修できるように、各科目を適切に配置する。

　ＣＰ２ （ＣＰ２）　広い教養と汎用性の高い技能を修得するための科目群「成蹊教養カリキュラム」を設ける。

　ＣＰ３ （ＣＰ３）　視野を広げ、多面的な思考を促進するとともに、異分野の学生との交流、多様な人々との協働を図るため
に、学部学科の枠を超えて幅広く学ぶことのできる仕組みを設ける。

　ＣＰ４ （ＣＰ４）　思考力、表現力、課題解決力を集中的に錬成するために、（各学科の教育課程の適切な年次に）少人数の
演習科目を置き、さらに卒業論文（またはこれに代わるもの）の作成を必修とする。

　ＣＰ５ （ＣＰ５）　自発性、積極性の向上のため、留学、インターンシップ等の単位認定の仕組み、及び上級者向けの選抜型
の科目を設ける。



グローバル教育プログラム（EAGLE）カリキュラム 

○印の数字は、当該科目の単位数を表します。

科目 

区分 

授 業 科 目 ・ 単 位 数 ・ 年 次 ・ タ ー ム 
必要 

単位 １年次 ２年次 ３年次 ４年次 

第１ 第２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 

F
oreig

n
 L

a
n
g
u

a
g
e 

(F
resh

m
a
n

) 

必
修 

College English (Listening & Speaking)Ⅰ① 
College English (Reading & Writing)Ⅰ① 

６ 
College English (Listening & Speaking)Ⅱ① 
College English (Reading & Writing)Ⅱ① 

Intensive English Ⅰ① 

Intensive English Ⅱ① 

選
択 

TOEFL Preparation Advanced Ⅰ①  IELTS Preparation Advanced Ⅰ①  

６ 
以上 

TOEFL Preparation Advanced Ⅱ①  IELTS Preparation Advanced Ⅱ① 

F
oreig

n
 L

a
n
g
u

a
g
e 

(S
op

h
om

ore) 

Media English② Academic Listening② 
Cross Cultural Communication Skills② 
Discussion & Presentation②  
English for the Work Place② 
Essay Writing②  Intensive Reading② 
World Englishes② 

Seminar 

Global Studies Seminar Ⅰ② 

６ 
以上 

Global Studies Seminar Ⅱ② 

Global Studies Seminar Ⅲ② 

Global Career Design② 

Global 

Studies 

International Business② Japanese Economy② 

Current Topics in Business and Economics② 

International Relations②   Regional Studies② 

Current Topics in Global Issues② 

Japanese Contemporary Issues② 

Japanese Traditional Culture② 
Current Topics in World Affairs② 

12 

以上 

Capacity 

Building 

成蹊グローバルセミナーＡ②  成蹊グローバルセミナーＢ② 

インターンシップ準備講座② 

インターンシップ実習② 

発展インターンシップ準備講座② 

発展インターンシップ実習② 

上記の各科目区分で定められた単位数を超えて履修した科目の単位 

ＥＡＧＬＥの修了に必要な単位 40 



定年制に関する規則 

施  行 昭和34年５月23日 

最新改正 2 0 1 3年 1 0月 ４ 日 

学 園 理 事 会 

第１条 成蹊学園に勤務する専任教職員（以下「教職員」という。）の定年退職は、この規則によるも

のとする。 

第２条 総長、学長及び校長を除く教職員の定年を次のように定める。 

（１）教育職員 

大学に本務を置く者 

教授、准教授及び講師……………………………65歳 

上記以外の者………………………………………62歳 

高等学校、中学校及び小学校に本務を置く者……62歳 

学園養護教諭…………………………………………62歳 

（２）事務職員、技術職員及び労務職員…………………62歳 

第３条 教職員は、定年に達した日の属する学年度の末日に退職する。 

第４条 理事会が指定する職務に従事する教育職員が定年に達したときは、その職務に従事する間は、

在職期間を延長することができる。 

第５条 成蹊学園就業規則第14条第２項に該当する場合のほか、本規則第２条の規定により定年に達し

た大学教授のうち、特に必要とする者については、再雇用することができる。 

２ 再雇用に関する規則は、別に定める。 

第６条 定年前５カ年の期間に退職を願い出た教職員に対しては、願い出た日の属する学年度の末日に

おいて定年退職として取り扱うことができる。 

第７条 この規則の改廃は、常務理事会の議を経て理事長が行う。ただし、重要な事項の改廃がある場

合には、その基本方針について理事会の議を経なければならない。 

附 則（2001年９月28日一部改正） 

この規則は、2001年９月28日から施行する。 

附 則（2006年５月31日一部改正） 

この規則は、2006年５月31日から施行する。 

附 則（2007年１月26日一部改正） 

この規則は、2007年４月１日から施行する。 

附 則（2013年10月４日一部改正） 

この規則は、2013年10月４日から施行する。 

昭34. 5.23施行 昭52. 6. 1施行 

〃40. 1. 1 〃  平10. 4. 1 〃 

〃42. 3.22 〃  〃13. 4. 1 〃 

〃44. 3.25 〃  2001. 9.28 〃 

〃45.12. 1 〃  2006. 5.31 〃 

〃47.10. 1 〃  2007. 4. 1 〃 

〃48. 7. 1 〃  2013.10. 4 〃 

〃50. 3.31 〃 



成蹊大学特別任用教授規則

制  定 平成10年３月27日 

学 園 理 事 会 

最新改正 2 0 1 3年 1 0月 ４ 日 

（趣旨） 

第１条 この規則は、定年制に関する規則第５条に基づき、定年退職する大学教授（選択定年制度に関

する規則の適用を受けて退職する者を除く。以下「退職者」という。）を定年退職に引き続き特別任

用教授（以下「特任教授」という。）として再雇用する場合の取扱いに関し必要な事項を定める。 

（対象） 

第２条 特任教授として再雇用することができる者は、継続して就労する意思のある退職者のうち、次

の各号の要件をすべて満たす者とする。 

（１）学部長が学部の教学上必要であると判断し、かつ、大学の定める教育、研究及び健康に関する要

件をすべて満たしていると認めた者 

（２）学長が大学の教育及び研究の水準を維持向上させるために必要があると認めた者 

（再雇用の手続） 

第３条 学部長は、退職者の再雇用を希望する場合には、学部教授会の議を経て、当該退職者が定年退

職する年度（以下「退職年度」という。）の５月末日までに所定の申請書により学長に申請するもの

とする。 

２ 学長は、前項の申請に基づき、当該退職者の再雇用を希望する場合には、退職年度の６月15日まで

に理事長に上申するものとする。 

３ 理事長は、前項の上申に基づき、当該退職者を特任教授として再雇用するものとする。この場合に

おいて、再雇用の決定は、退職年度の６月末日までに行うものとする。 

（再雇用の契約期間等） 

第４条 再雇用の契約期間は、１年とし、継続して再雇用する場合に限り、毎年契約を更新することが

できる。ただし、定年退職時から３年を限度とする。 

２ 前項の更新に係る手続は、前条の規定を準用する。 

３ 特任教授は、再雇用されている期間中は、他大学等の専任教員となることができない。 

（定員） 

第５条 特任教授は、大学教員の定員内の数として取り扱うものとする。 

（責任授業担当時間数） 

第６条 責任授業担当時間数は、１週につき６時間とする。 

（給与、手当等） 

第７条 支給する給与、手当等は、次のとおりとし、家族手当、調整手当及び住宅手当並びに再雇用期

間についての退職給与金は、支給しない。なお、特任教授が欠勤した場合には、給与の一部又は全部

を支給しないことがある。 

（１）給 与 月額50万円の定額とし、昇給は、行わない。 

（２）超 過 授 業 手 当 前条の時間数を超えて授業を担当する場合は、専任教員（教授）に準じ

て支給する。 

（３）入 学 試 験 手 当 入学試験業務に携わった場合は、専任教員に準じて支給する。 

（４）そ の 他 諸 手 当 別表に掲げるとおりとし、該当する手当を専任教員に準じて支給する。 

（５）通 勤 交 通 費 専任教員に準じて支給する。 

（６）賞       与 賞与は、夏期に70万円、年末に90万円をそれぞれ支給する。 



（個人研究費） 

第８条 経済学部、文学部及び法学部並びに理工学部の非実験系一般教養に所属する場合には、専任教

員と同額の個人研究費を支給する。 

（施設の利用） 

第９条 研究室、大学図書館その他の学園施設の利用に当たっては、専任教員に準じて取り扱う。 

（健康保険等の取扱い） 

第１０条 日本私立学校振興・共済事業団の加入者資格及び三菱健康保険組合の被保険者資格は、継続

する。 

（準用規定） 

第１１条 この規則に定めのない事項については、特段の理由のない限り、成蹊学園就業規則を準用す

る。 

（改廃） 

第１２条 この規則の改廃は、常務理事会の議を経て理事長が行う。ただし、重要な事項の改廃がある

場合には、その基本方針について理事会の議を経なければならない。 

 

附 則（平成10年３月27日制定） 

１ この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

２ 大学教員の在職期間の延長に関する規則（以下「旧規則」という。）は、廃止する。ただし、この

規則の施行日前にすでに旧規則により在職期間が延長されている者及び在職期間の延長が承認され

ている者については、なお従前の例による。 

附 則（平成11年２月５日一部改正） 

この改正規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（2002年３月29日一部改正） 

この規則は、2002年４月１日から施行する。 

附 則（2004年３月26日一部改正） 

この規則は、2004年４月１日から施行する。 

附 則（2005年２月４日一部改正） 

この規則は、2005年４月１日から施行する。 

附 則（2013年10月４日一部改正） 

この規則は、2013年10月４日から施行する。 

 

 

 

別表 その他諸手当（第７条関係） 

     手  当         備  考  

  職務手当         月額支給  

  （１）役職手当   

  （２）一般教養主任手当   

   （３）所員手当   

  （４）実験講座手当   

  大学院手当   

  （１）所属手当       年度始めに支給  

  （２）指導手当       月額支給  

  大学委員会委員手当    年度末に支給  

  日本事情科目担当手当   年度末に支給  



シラバス作成方針

 （目的） 

１ この方針は、教育の質保証の観点から、シラバスの記載内容の適正性を確保し、学生の科目選択及

び学修の促進に資することを目的とする。 

２ シラバスは、学生が主体的に事前の準備及び事後の展開等を行うことを可能とするとともに、授業

の工程表として機能するよう記載しなければならない。 

 （記載項目及び留意事項） 

３ シラバスの記載項目（必須記載項目及び任意記載項目の区別を含む。）及び記載に当たっての留意事

項は、次のとおりとする。 

（１）テーマ・概要【必須記載項目】 

授業の全体像を把握できるように、取り扱うテーマ、授業の狙い、授業の概要等を分かりやすく

記載する。 

（２）到達目標【必須記載項目】 

学生を主語にし、「何ができるようになるか」など、この授業を受講することによって獲得できる

知識、技能、態度等について、具体的かつ簡潔に記載する。 

（３）授業の計画と準備学修【必須記載項目】 

ア 授業の計画は、週１コマ科目は 15回、週２コマ科目及び通年科目は 30 回にそれぞれ分けて記

載する。

イ 授業回数ごとに、到達目標を踏まえ、毎回の授業のテーマ及び内容を具体的かつ簡潔に記載す

る。

ウ 授業回数ごとに、毎回の準備学修（予習、復習等）の具体的な内容及びそれに要する時間の目

安を記載する。

（４）授業の方法【必須記載項目】 

授業の形式（講義、演習等）、具体的な授業の運営方法（授業の進め方等）その他受講に当たり必

要な事項を記載する。 

（５）成績評価の方法【必須記載項目】 

ア 多元的な評価項目に基づく総合評価とし、評価項目ごとに最終成績に占める割合（％）を明記

する。

イ 授業期間を通して課される課題（試験、レポート等）について、その内容及びフィードバック

方法を記載する。

（６）成績評価の基準【必須記載項目】 

本学の成績評価基準に準拠するほか、到達目標、評価項目等に対し、どのような点が評価の基準

となるかをできるだけ記載する。 

（７）必要な予備知識／先修科目／関連科目【任意記載項目】 

科目選択時及び準備学修の参考となる必要な予備知識、先修科目、関連科目等がある場合は、必

ず記載する。 

（８）テキスト【任意記載項目】 

テキストを使用する場合は、必ず記載する。

（９）参考書【任意記載項目】 

 参考書を授業又は準備学修で参照する場合は、必ず記載する。 

（10）質問・相談方法等（オフィス・アワー）【必須記載項目】 

質問・相談方法等を記載する。ただし、本学専任教員のオフィス・アワーの曜日・時間帯につい

ては、学内専用ホームページに掲載することとする。 

４ 科目の性格上、前項の規定による記載が困難な科目がある場合は、全学ＦＤ委員会において適切な

記載方法を定めることとする。 

 （シラバス公開後の記載内容の変更） 

５ シラバス公開後の記載内容の変更は、原則として行わない。ただし、授業運営上やむを得ず変更す

る場合には、次に掲げる事項に留意し、適切に変更するものとする。 



 

（１）「テーマ・概要」及び「到達目標」は、変更を認めない。 

（２）「成績評価の方法」及び「成績評価の基準」は、極力変更を避ける。 

（３）シラバスの内容を変更するときは、あらかじめ受講生と相談した上で行うこととし、シラバスの

修正とともに、ポータルサイトの利用等により受講生に周知しなければならない。 

 （第三者による記載内容等のチェック） 

６ シラバスの記載内容の適正性を確保するため、第三者（当該授業科目の担当教員以外の教員をいう。

以下同じ。）による記載内容等のチェック（以下「第三者チェック」という。）を行う。 

 （第三者チェック体制） 

７ 第三者チェックは、全学ＦＤ委員会のもと、次に掲げる委員会及びセンター（以下「委員会等」と

いう。）において行う。 

（１）成蹊教養カリキュラム開設科目 全学教育実施委員会 

（２）成蹊国際コース開設科目 国際教育センター 

（３）学部・研究科開設科目 各学部・研究科のＦＤ委員会 

（４）教職課程開設科目  教職課程委員会 

８ 委員会等は、第三者チェックを行う教員をあらかじめ指名し、全学ＦＤ委員会に報告しなければな

らない。 

 （記載内容の改善等の要望） 

９ 第三者チェックを行う教員は、第３項に掲げる留意事項に照らして明らかに不備があると認められ

るシラバスがある場合には、委員会等の長（学部・研究科開設科目にあっては学部長又は研究科長）

を通じて当該科目担当者に対し、記載内容の改善等の要望を行うこととする。 

（第三者チェック実施報告書） 

１０ 委員会等は、第三者チェックの実施結果について報告書にまとめ、全学ＦＤ委員会に報告しなけ

ればならない。 

 （方針の改廃） 

１１ この方針の改廃は、全学ＦＤ委員会の議を経て、学長が行う。 

 附 則（2013 年 12 月４日制定） 

この方針は、2013 年 12 月４日から施行する。 



成蹊大学 2019 年度シラバス作成要領 

シラバスは、学生が主体的に事前の準備及び事後の展開などを行うことを可能にし、他の授業科目と

の関連性の説明などの記述を含み、授業の工程表として機能するように作成することが求められており

ます（中教審 2012 年 8 月答申）。このため、2014 年度シラバスより、新たな記載項目を加え、更なる

シラバスの充実を図ることといたしました。 

つきましては、以下の要領を参照いただき、シラバスを作成くださるようお願いいたします。 

なお、2014 年度より、記載内容について、担当教員以外の第三者（当該学部・研究科の FD 委員や科

目部会等）がチェックを行っております。これは、各項目の記載がその趣旨や形式的要件に合致してい

るか等を確認するものですが、チェックの結果、修正を依頼することがありますので、あらかじめご了

承くださるようお願いいたします。 

１．入力項目について 

（１）「テーマ・概要」必須 

授業の全体像を把握できるように、取り扱うテーマ、授業の概要をわかりやすくお書きください。 

（２）「到達目標」必須 

到達目標は、教員が「何を教えるか」ではなく、学生が「何を学ぶことができるのか」、「何がで

きるようになるのか」という観点で、この授業を履修することで獲得できる知識や能力を学生がイ

メージできるよう具体的かつ簡潔にお書きください。また、授業の目的及び学位授与の方針

（Diploma Policy）（※）に関連付けて、学修の指針となるように目標を設定してください。

（※学位授与の方針（Diploma Policy）については、p.9～16 をご参照ください。）

（３）「授業の計画と準備学修」必須 

① 15回（週２コマ科目及び通年科目は 30回）に分けてお書きください。このため、同じ内容を複

数回行う場合でも、各回に分けてそれぞれ同じ内容をお書きください。

② 到達目標を踏まえ、毎回の授業のテーマ及びその内容を具体的かつ簡潔にお書きください。

【留意点】

・2014 年度から第 15回目（第 30回目）は「授業日」になりますので、15 回分（30 回分）の授

業の計画を立ててください。（法科大学院については従来どおり第 15回目は授業日です）

ただし、平常点評価として取り扱っている授業内の試験は、従来どおり授業内で実施します

（「授業の計画・内容」欄には、「到達度確認テスト」のように記載してください）。

・到達度確認テストや小テスト、課題レポート等のフィードバックのため、小テストや課題レ

ポート返却時に振り返りの時間を設け、14回目に到達度確認テストを実施し、15回目に返却

して講評を行う、あるいは学期末試験であれば模範解答を公表するなどの工夫をお願いいた

します。

・○○について知り、説明できるようになることを目標とします。

・○○について学び、××について考察することにより、△△できる力を身につけます。 

・○○に関して××の位置づけを説明することができる。

（例）

①○○史に関する基礎的な歴史知識を修得する。 

②世界史全体の流れのなかに○○史を位置づけ、その特質や意義を説明できる。 

③DP1（教養の修得）を実現するため、歴史的思考力を養うことを目標とする。



 

③ 毎回の準備学修（予習、復習等）の具体的な内容及び準備学修に必要な学修時間の目安をお書き

ください。 

   【留意点】 

    ・「準備学修（予習、復習等）」欄は、予習・復習をはっきり分けて書くか、まとめて書くか、

分けずに書くかは特に指定しませんが、授業の計画に応じ、適切に記載してください（「特に

必要ない」とは書かないでください）。 

    ・「準備学修の目安（分）」欄は、「準備学修（予習、復習等）」欄に記載の内容に応じ、それら

の学修に必要と思われる時間の目安を分単位で、それぞれの回に記載してください（予習と

復習に分けて書く、あるいはまとめて書くことでも結構です）。この場合は、より現実的な観

点から、１回の準備学修に必要な時間は「６０分以上１２０分以内」を記載の目安とします。 

    ・実験・実習科目等において、準備学修に必要な学修時間の目安を各回に分けて記載するのが

難しい場合は、「準備学修の目安（分）」欄に「*」（アスタリスク）を入力した上で、「授業の

方法」欄に必ず「準備学修に必要な学修時間の目安」の内容をお書きください。 

（例）準備学修には、60 分程度を一つの目安として、各自の理解度に応じ取り組むことが望

ましい。 

 

（４）「授業の方法」必須 

例えば、「講義を中心に、数回の小テスト、レポート提出を実施する。配付プリントなどを基に、

講義内容を詳説する。」、「ディスカッション形式の演習を行う。」など、授業の形式（講義、演習等）、

具体的な授業の運営方法（授業の進め方等）、その他受講に当たり必要な事項などをお書きください。 

また、小テストや課題レポートの範囲・評価の視点等もできるだけお書きください。 

 

（５）「成績評価の方法」必須 

総合評価（試験、宿題・レポート（※）などの提出状況、授業態度など多元的な基準による評価）

で、評価項目ごとの評価割合（％）を明確にお書きください。 

  【留意点】 

  ・授業は出席することが前提ですので、これを加点的に評価の対象とするのは適切ではありません。 

このため、出席○％という表現は使用せず、「平常点（授業への参加状況や宿題の提出状況）○％」

といった表現にしてください。 

・本学の成績評価は、5 段階評価（S，A，B，C，F）で行っています。次項の「成蹊大学成績評価

基準」をご参照ください。 

※本学では、前期・後期の学期末の一定期間内に、教務部指定の表紙を貼付して提出させるレポー

トを「期末レポート」、授業中やポータルサイト（クラスプロファイル）、レポート提出箱（６号

館１階 教務部設置）等を利用して任意の期日に提出させるレポートを「宿題レポート」として区

別しておりますのでご注意ください。 

 

（６）「成績評価の基準」必須 

① 学則の規定（太枠部）に基づくことを明示するため、次のようにお書きください。 

学部科目 ：「成蹊大学の成績評価基準（学則第 39条）に準拠する」 

大学院科目：「成蹊大学大学院の成績評価基準（学則第 11条の２）に準拠する」 

法科大学院科目：「成蹊大学法科大学院の成績評価基準（学則第 19条）に準拠する」 

（注）これらの文言はあらかじめ入力されておりますが、もし空欄であった場合は、お手数

ですが入力願います。 

  



   ＜成蹊大学成績評価基準＞ 

評価 成績評価 評価の基準（目安） 

Ｓ 100～90点 到達目標を充分に達成し、特に優秀な成果を収めている 

Ａ 89～80点 到達目標を充分に達成し、優秀な成果を収めている 

Ｂ 79～70点 到達目標を充分に達成している 

Ｃ 69～60点 到達目標を達成している 

Ｆ 
59点以下（不合

格） 
到達目標を達成していない 

 

② 上記①に加えて、到達目標、評価項目等に対し、どのような点が評価の判断基準となるのかを、

次の例を参考に、できるだけ具体的にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）「必要な予備知識／先修科目／関連科目」 

  科目選択時及び準備学修の参考となる必要な『予備知識』や『先修科目』、『関連科目』がある場

合は、必ずお書きください。 

  ない場合は、「特になし」とお書きください。 

 

（８）「テキスト」 

  『テキスト名』、著者、出版社、価格、ISBN（わからない場合は結構です。） 

  購入の必要が無い場合は、「購入の必要なし」と追加でお書きください。 

  ない場合は、「特になし」とお書きください。 

 

（９）「参考書」 

  『テキスト名』、著者、出版社、価格、ISBN（わからない場合は結構です。） 

  購入の必要が無い場合は、「購入の必要なし」と追加でお書きください。 

  ない場合は、「特になし」とお書きください。 

 

（10）「質問・相談方法等（オフィスアワー）」必須 

 ① 専任教員のオフィス・アワーは、ポータルサイトに一覧を掲載いたしますので、「ポータルサイ

トで周知する。」とお書きください。 

② 非常勤の先生方は、次のような記載をお願いいたします。 

・「授業終了後に教室で受け付ける。」 

・「随時、電子メールで受け付ける。」 

       ※ 電子メールアドレスは、迷惑メール防止のため、シラバスには記載せず、講義時や

本学ポータルサイトを通じて受講学生にお伝えください。 

以上

（例） 

・到達目標に対応させて示す（到達目標に対応させた場合） 

① ○○史に関する基礎的な歴史知識を修得しているか 

② 世界史全体の流れのなかに○○史を位置づけ、その特質や意義を理解しているか 

③ 歴史的思考力を身につけているか 

・到達目標に達するまでの経過点を示す（例は試験の場合） 

 ①解答するにあたり、問題の背景を説明できる 

 ②どのような課題が存在しているのかを指摘できる 

 ③その解決策について、授業で学んだことを述べることができる 

 ④さらに自分の考えを述べることができる 



２．シラバス記載要領 

科目名 ○○○○○○ 

教員名 成蹊 太郎 

科目ナンバー 0000000 単位数 2 配当年次 1 開講次期 2016 年度 前期 

テーマ・概要 

本科目では、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。＜テーマ＞ 

本講義では、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。＜概 要＞ 

到達目標 

ＤＰ○（○○○○○）を実現するため、次の３点を到達目標とする。 

① ○○に関する重要な考え方を身に付け、説明できる。 

② ○○や○○に関心を持ち、問題点について文章で指摘できる。 

③ ○○や○○の学修を通じて、社会全体の動きを把握できる。 

④ ○○の学修で身に付けた知識を活かして、○○を分析できる。 

授業の計画と準備学修 

回数 授業の計画・内容 準備学修（予習・復習等） 
準備学修の 

目安(分) 

第１回 ガイダンス 

・授業の全体像、進め方、予習・復習の仕方等を説明す

る。 

・○○について、その概略を説明する。 

【予習】シラバスを読み、あらかじめ講

義内容を把握する。 

【復習】授業の全体像や進め方、評価基

準等について確認する。 

３０ 

 

３０ 

第２回 ○○の仕組み①：○○○○○について 

・新聞記事を取り上げ、○○の基本を学修する。 

・○○の学修を通じて、○○の方法を修得する。 

新聞記事を読む。また、○○○○○につ

いて講義内容を振り返り、理解を深める。 

６０ 

第３回 ○○の仕組み②：○○○○○○○○について 

・○○○○について考察する。 

テキスト第１章（00～00 頁）を熟読する

こと。 

９０ 

第４回    

第５回    

第６回    

第７回    

第８回    

第９回    

第10回    

第11回    

第12回    

第13回    

第14回    

第15回    

授業の方法 

・授業は講義形式で行うが、トピックに応じて質疑応答を行う双方向授業も取り入れることから、十分な予習と復習が

求められる。また、小テスト２回と課題レポート２回の実施を通じて、知識の定着を図る。 

・小テスト①：第１回から第５回までの学修内容について、○○に関する基本的な理解ができているか、必要な用語を

理解しているかなどを確認する。 

・授業の進捗によって、内容を一部変更する場合がある。 

成績評価の方法 

小テスト（２回：30％）、課題レポート（２回：30％）、期末レポート（40％）による総合評価を基本としつつ、講義中

の発言や質問など授業への積極的な参加をプラスに評価する。 

成績評価の基準 

成蹊大学の成績評価基準（学則第 39 条）に準拠する。 

次の点に着目し、その達成度により評価する。 

・○○における基本的な理解ができているか。 

・○○を客観的に分析し、論理的に説明できるか。 

必要な予備知識／先修科目／関連科目 

特にないが、暗記よりも問題に対する理解力・思考力を持ち、課題を解決する力を養うことを主眼としていることから、

常に新聞を読んで社会の動きを知り、現在の社会の問題点について考察することが重要である。 

テキスト 

『○○○入門』○○○○著、○○社 ISBN:00000000  ￥2,000 円 

参考書 

参考書は授業中に適宜指示する。 

質問・相談方法等（オフィス・アワー） 

ポータルサイトで周知する。 

「到達目標」は、学生を主語にし、この授業

の履修により獲得できる知識、スキル、態度

等を具体的かつ簡潔に記載してください。 

① 各回に分けて、授業の計画（テーマ）とその

授業内容を記載してください。 

② 第 15 回目は「授業日」になりますので、15

回分の授業の計画を立ててください。ただし、

平常点評価として取り扱っている授業内の試

験は従来どおり授業内で実施します（テーマに

は、「到達度確認テスト」のように記載してくだ

さい）。 

③ 試験や小テストのフィードバックのため、振

り返りの回の設定や、14 回目にテストし、15 回

目に返却・説明する等、工夫をお願いします。 

① 各回に分けて、準備学修の内容を記載して

ください。この場合、予習・復習をはっきり

分けて書くか、まとめて書くか、分けずに書

くかは特に指定しませんが、授業の計画に応

じ、適切に記載してください。 

② ①の内容に応じ、その準備学修に必要と思

われる時間の目安（分単位）をそれぞれの回

に記載してください。この場合、１回の準備

学修に必要な時間は「６０分以上１２０分以

内」の時間を記載の目安とします。 

○○における基本的な理解ができているか、必要な用語

を理解しているか、○○を分析することができるかな

ど、できるだけ到達目標に対する評価の判断基準を具体

的に記載してください。 

① 専任教員のオフィス・アワーは、学内専用ホームページで

学生に周知します。 

② 非常勤の先生方は、次のような記載をお願いいたします。 

・ 授業終了後に教室で受け付ける。 

・ 随時、電子メールで受け付ける。 など 

授業形態や授業の進め方のほか、小テスト、課題レ

ポートの範囲・評価の視点等を記載してください。 



３．シラバス記載例 【講義科目】 
 

※ 下記の内容は記載例であり、実際のシラバスではありません。 

科目名 ミクロ経済学入門 

教員名 ○○ ○○ 

科目ナンバー 0000000 単位数 2 配当年次 1 開講時期 2016 年度 前期 

テーマ・概要 

ミクロ経済学は，マクロ経済学と並んで，経済学を理解するために必要な最も基礎的な科目である。われわれが経済

生活を送っていく上で役に立つ資源の量は限られており，これを多くの用途にどのように配分すればよいかは，時代や

社会を超えて，常に重要な問題であり続けてきた。「ミクロ経済学入門」では，この問題を解決するための手段である価

格メカニズム（市場機構）の仕組みと機能を体系的に分析し，経済政策，産業政策，外国貿易などへの応用も学修する。

この授業を通して，経済学の基本概念を，きっちりと身につけてもらいたい。  

授業では，経済学の課題と考え方，市場における需要と供給の法則，現実事例への応用を三本の柱として進める。マ

ンキューのテキストの前半部（第 I部－第 III 部）の内容に準拠し，授業の計画と内容の各項目に従って講義を行う。

なお、授業の進捗によって，内容を一部変更する場合がある。 

到達目標 

ＤＰ６（専門分野の知識･理解）を実現するため、次の３点を到達目標とする。 

① 需要曲線・供給曲線の図を駆使できる。 

② 市場において価格と取引量がどのように決まるのか説明できる。 

③ 市場経済という仕組みが上手く機能することを理解し，説明できる。 

授業の計画と準備学修 

回数 授業の計画・内容 準備学修（予習・復習等） 
準備学修の 

目安(分) 

第１回 ガイダンス 

・授業の内容，進め方，予習･復習の仕方等を説明する。 

経済学の十大原理（1章） 

・経済学が何に関するものなのかを把握する。 

【予習】学生への序文，テキスト第１

章を熟読。 

60 

第２回 経済学の十大原理（1章，続き） 

・経済学が何に関するものなのかを把握する（続）。 

・第１章のまとめ 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。 

60 

第３回 経済学者らしく考える（2章） 

・経済学の考え方について学修する。 

【予習】テキスト第 2章（補論を含む）

を熟読。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。 

60 

第４回 相互依存と交易（貿易）からの利益（3章） 

・比較優位の原理について学修する。 

・復習問題に取り組む。 

※課題レポート①（応用問題から指示）を提出する。 

【予習】テキスト第 3章を熟読。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

90 

第５回 課題レポート①の解説 

市場における需要と供給の作用（4章） 

・需要曲線，供給曲線，市場の均衡について学修する。 

【予習】テキスト第 4章を熟読。 

【復習】今回学んだキーワードについ

て説明できるようにする。課題レポー

ト①の復習 

60 

第６回 市場における需要と供給の作用（4章，続き） 

・需要曲線，供給曲線，市場の均衡について学修する

（続）。 

復習問題に取り組む。 

※課題レポート②（応用問題から指示）を提出する。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

90 

第７回 課題レポート②の解説 

小テスト 

・テキスト 1～4章の理解度を確認するための小テスト。 

【予習】テキスト第 1～4章を十分に復

習し，小テストに備える。 

90 

第８回 弾力性とその応用（5章） 

・需要と供給の作用を，弾力性概念を用いて学修する。 

【予習】テキスト第 5章を熟読。 

【復習】今回学んだキーワードについ

て説明できるようにする。 

60 

第９回 弾力性とその応用（5章，続き） 

・需要と供給の作用を，弾力性概念を用いて学修する

（続）。 

復習問題に取り組む。 

※課題レポート③（応用問題から指示）を提出する。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

90 

第10回 需要，供給，および政府の政策（6章） 

・需要と供給に政府の政策がどのような効果を及ぼすか

学修する。 

【予習】テキスト第 6章を熟読。 

【復習】今回学んだキーワードについ

て説明できるようにする。 

60 



 

 

第11回 需要，供給，および政府の政策（6章，続き） 

・需要と供給に政府の政策がどのような効果を及ぼすか

学修する。 

復習問題に取り組む。 

※課題レポート④（応用問題から指示）を提出する。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

90 

第12回 消費者，生産者，市場の効率性（7章） 

・市場の効率性と失敗を余剰の概念を用いて学修する。 

復習問題に取り組む。 

【予習】テキスト第 7章を熟読。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

60 

第13回 応用：課税の費用（8章） 

・政府の市場への介入と死荷重について学修する。 

復習問題に取り組む。 

【予習】テキスト第 8章を熟読。 

【復習】キーワードについて説明でき

るようにする。復習問題の理解を確認

しておく。 

60 

第14回 到達度確認テスト 

・これまでの学修内容について，理解度を確認するため

のテスト 

【予習】到達度確認テストに備え，こ

れまでの学修内容を確認する。 

120 

第15回 到達度確認テストの解説・質疑応答 

授業のまとめ 

【復習】到達度確認テストの結果を受

けて，この授業を振り返り，到達目標

と自分の理解度とを点検し，不足して

いる知識等を確認し，学修する。 

60 

授業の方法 

授業は講義を中心に進める。授業において定期的に課題を提示する。学生は，その都度，課題についてレポートを作

成し，提出することを求められる。普段から教科書・ノート・プリントを使った復習に力を入れ，次回の授業にわから

ないところを持ち越さないようにすること。また，上で示された準備学修の時間はあくまで目安であって，各自の理解

度に応じて取り組むこと。 

なお，各テスト，レポートの狙いは以下のとおりである。 

・小テスト：第１～4章までの学修内容についての基本的な理解度と，キーワードの理解を確認する。 

・課題レポート①～④：各章の内容が理解できているかを確認する。 

・到達度確認テスト：授業全体の学修内容についての理解度を確認する。 

成績評価の方法 

小テスト（1回：25％），課題レポート（4回：20％），到達度確認テスト（１回：30％），講義中の発言や質問，復習問

題への取組みなど授業への積極的な参加（25％）による総合評価。 

成績評価の基準 

成蹊大学の成績評価基準（学則第 39 条）に準拠する。 

次の点に着目し，その達成度により評価する。 

① 需要曲線・供給曲線の図を使って、わかりやすく説明できる。 

② 市場において価格と取引量が決まるメカニズムを明確に説明できる。 

③ 市場経済という仕組みが上手く機能することを理解し，明確に説明できる。 

必要な予備知識／先修科目／関連科目 

必要な予備知識は特にない。なお，本科目の内容は，後期に開講される「企業と市場」のための予備知識となる。  

テキスト 

N. グレゴリー・マンキュー『マンキュー経済学 I ミクロ編』（第 3版）東洋経済新報社，2013 年，ISBN-10: 4492314377，

4200 円 （このテキストは後期に開講される「企業と市場」でも使用する） 

参考書 

参考書は必要に応じて授業中に紹介する。授業のなかで関連資料を配布することもある。 

質問・相談方法等（オフィス・アワー） 

※専任教員の場合  ⇒ 「ポータルサイトで周知する。」 

※非常勤教員の場合 ⇒ 「授業終了後に教室で受け付ける。」，「随時，電子メールで受け付ける。」など。 



４．シラバス記載例 【演習科目】 
 

※ 下記の内容は記載例であり、実際のシラバスではありません。 

科目名 上級演習 I 

教員名 ○○ ○○ 

科目ナンバー 0000000 単位数 2 配当年次 3 開講時期 2016 年度 前期 

テーマ・概要 

国際化の時代とも，情報化の時代とも言われる現代社会。そこではコミュニケーションの範囲は大きく広がり，その

手段も急速に変化しつつあります。ビジネスの場でもあらゆる局面でデジタル化が進んでいます。このような情報のや

り取りに国境も地理的隔たりもありません。日本人同士による日本的発想で仕事が完結する時代は終わりました。これ

からは異文化に対する的確な理解と，それに対応できる柔軟な国際感覚を磨くことが何よりも大切なのです。 

これからのビジネスの場で必要となるのは： 

● 国境を越えて広範な情報を的確に収集し，既成概念にとらわれず柔軟かつ的確に処理する能力； 

● 自分の主張を的確かつ説得力を持って伝達できるプレゼンテーション能力；でしょう。 

当ゼミではこれらの能力（スキル）の習得と向上を目標に，以下のようなプログラムに取り組みます。 

(1)情報収集能力の習得： 

世界の政治・経済・社会に関するニュースを題材に，インターネット上にある様々なデジタル情報から情報を検索・

収集・分析することにより，必要な情報を素早くかつ的確に処理する技術を学びます。教材としては最新の時事漫画

を取り上げ，柔軟な国際感覚を養うことも目指します。 

(2)プレゼンテーション技術の習得： 

自分の主張（意見）を説得力のあるプレゼンテーションを通じてアピールできる能力を養います。 

(3)地球環境問題に取り組む： 

様々な地球環境にまつわる諸問題を採り上げ，グループ作業として研究し，後期の演習へ向けての準備を行います。 

到達目標 

ＤＰ２（課題の発見と解決）、５（表現力、発信力）、６（専門分野の知識･理解）を実現するため、次の３点を到達目標

とする。 

① 的確に情報を収集，分析することができる。 

② 説得力のあるプレゼンテーションを行うことができる。 

③ 地球環境に関する基本的問題を理解し，説明することができる。 

授業の計画と準備学修 

回数 授業の計画・内容 準備学修（予習・復習等） 
準備学修の 

目安(分) 

第１回 ガイダンス 

・演習の内容，進め方，予習・復習の仕方等を説明する。 

・グループ分けを行う。 

【予習・復習】シラバスをよく読んで

演習の進め方を理解しておく。 

30 

第２回 PowerPoint 実習 1 

・PowerPoint の基本的操作を学修する。 

・課題への取組み。 

【予習】テキストの指定された箇所を

熟読し，実際に PC を操作して例題を解

けるようにしておく。 

【復習】課題が確実に解決できるよう

に確認する。 

60 

第３回 PowerPoint 実習 2 

・PowerPointを使用して模擬的プレゼンテーションを作

成する。 

・課題への取組み。 

【予習】テキストの指定された箇所を

熟読し，実際に PC を操作して例題を解

けるようにしておく。 

【復習】課題が確実に解決できるよう

に確認する。 

60 

第４回 Excel 実習 1 

・Excel の基本操作を，関数を中心に学修する。 

・課題への取組み。 

【予習】テキストの指定された箇所を

熟読し，実際に PC を操作して例題を解

けるようにしておく。 

【復習】課題が確実に解決できるよう

に確認する。 

60 

第５回 Excel 実習 2 

・Excel の応用操作（データベース等）を学修する。 

・課題への取組み。 

【予習】テキストの指定された箇所を

熟読し，実際に PC を操作して例題を解

けるようにしておく。 

【復習】課題が確実に解決できるよう

に確認する。 

60 

第６回 時事問題演習 1 

・時事漫画の読み方を学修する。 

＊課題レポート① 

【予習】新聞，ニュース等で世界の時

事問題を把握しておく。 

【復習】課題レポートに取り組む。 

60 

第７回 時事問題演習 2 

・課題レポート①の解説 

・時事漫画の読み方を学修する。 

【予習】新聞，ニュース等で世界の時

事問題を把握しておく。 

【復習】課題レポートに取り組む。 

60 



 

＊課題レポート② 

第８回 時事問題演習 3 

・課題レポート②の解説 

・時事漫画の読み方を学修する。 

【予習・復習】新聞，ニュース等で世界

の時事問題を把握しておく。 

60 

第９回 ディスカッション 1 

・グループ作業：地球環境問題からテーマを選定し，情

報を収集する。 

【予習・復習】グループ作業のための

情報を集めておく。次回の作業に向け

た準備をしておく。 

60 

第10回 ディスカッション 2 

・グループ作業：収集した情報をもとに分析する。 

【予習・復習】グループ作業のための

予備的分析をしておく。次回の作業に

向けた準備をしておく。 

60～120 

第11回 ディスカッション 3 

・グループ作業：プレゼンのためのアウトライン作成と

コンテンツ化。 

【予習・復習】グループ作業のための

予備的アウトラインを作成しておく。

次回の作業に向けた準備をしておく。 

60～120 

第12回 ディスカッション 4 

・グループ作業：アウトラインの文書化を行い，プレゼ

ンに向けての準備を行う。 

【予習・復習】プレゼンテーションに

向けた文書化の準備をしておく。 

60～120 

第13回 プレゼンテーション１ 

・グループ・プレゼンテーションでディスカッションの

成果を発表する（13 回目にプレゼンする場合。グループ

によっては 13,14 回目の演習内容が入れ替わります）。 

＊プレゼンテーション文書の提出 

【予習・復習】プレゼンテーションに

向けた準備をしておく。 

120 

第14回 プレゼンテーション 2 

・他のグループのプレゼンの評価を行う（13 回目にプレ

ゼンした場合。グループによっては 13,14 回目の演習内

容が入れ替わります）。 

【予習・復習】プレゼンテーションの

レビューをグループでしておく。 

60 

第15回 振り返り 

・プレゼンテーション全般を振り返り，改善点について

学修する。 

【予習】プレゼンテーション全般のレ

ビューをグループでしておく。 

60 

授業の方法 

PC 教室においてパソコンを使いながら国際時事問題を題材にした web 検索演習，データの分析，ビジネス・プレゼン

テーション技術の習得を行う。グループでのディスカッション・作業を経て，成果をプレゼンテーションし，レビュー

を行う。ゼミで使用する主なソフトウェア：MS PowerPoint 2013，MS Excel 2013，Adobe Photoshop CS4 

なお，各課題レポート，プレゼンテーションの狙いは以下のとおりである。 

・課題レポート：時事漫画を的確に読み解く力を確認する。 

・プレゼンテーション：説得力のあるプレゼンテーションを，PowerPoint を的確に使って行うことができるかを確認す

る。 

成績評価の方法 

プレゼンテーション（1回：30％），課題レポート（2回：30％），授業中の発言や質問など授業への積極的な参加（40％）

による総合評価。 

成績評価の基準 

成蹊大学の成績評価基準（学則第 39 条）に準拠する。 

次の点に着目し，その達成度により評価する。 

① 的確に情報を収集し，Excel を使用して分析することができる。 

② 説得力のあるプレゼンテーションを，PowerPoint を使って行うことができる。 

③ 地球環境に関する基本的問題を理解し，わかりやすく説明することができる。 

必要な予備知識／先修科目／関連科目 

特になし 

テキスト 

定平誠著『例題 30＋演習問題 70 でしっかり学ぶ Word/Excel/PowerPoint 標準テキスト』技術評論社，1980 円，ISBN978-

4-7741-5980-5 

参考書 

参考書は必要に応じて授業中に紹介する。授業のなかで関連資料を配布することもある。 

質問・相談方法等（オフィス・アワー） 

※専任教員の場合  ⇒ 「ポータルサイトで周知する。」 

※非常勤教員の場合 ⇒ 「授業終了後に教室で受け付ける。」，「随時，電子メールで受け付ける。」など。 



経営学部 総合経営学科 履修モデル （①国際文化の理解と語学力を備えた起業家）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L & S) Ⅰ① College English (L & S) Ⅱ①

College English (R & W) Ⅰ① College English (R & W) Ⅱ①

選択
必修[2]

College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

選択

フランス語基礎AⅠ① フランス語基礎AⅡ①

フランス語基礎BⅠ① フランス語基礎BⅡ①

キャリアプランニング② ビジネストレーニングセミナー②

情報基礎② 情報活用A②

健康・スポーツ演習A② 健康・スポーツ演習B②

哲学の基礎②

政治学の基礎②

脳科学と心②

地球と環境②

国際文化交流論②

12 14 3 3 0 0 0 0 32

基礎演習② 経営専門演習Ⅰ② 経営専門演習Ⅱ② 経営卒業研究④

企業経営の基礎② 企業会計の基礎②

ミクロ経済学の基礎②

会社のしくみと制度② 統計の基礎②

経営戦略② 人間行動と組織②

マーケティング② 国際経営②

基本簿記② ビジネス法の基礎②

競争戦略② 広告と市場② 生産管理② 環境と経営戦略②

情報戦略② 情報産業② 消費者行動② イノベーションと製品開発②

産業の経済学② 企業の国際戦略②

ベンチャー・ビジネス②

職場の心理学② 人的資源管理② 意思決定科学② 人間情報処理②

財務諸表論② 管理会計② 戦略支援システム②

財務会計②

商法A②

商法B②

プログラミングの基礎②

Business English②
Intercultural Understanding
and Global Business②

Area Studies②

Business Presentation② Topics in Global Business② Global Study Skills②

実践リーダーシップ② 社会理解実践演習②

8 6 16 18 22 18 92

0

20 20 19 21 22 18 124

修得単位
1年

専門基幹科目

2年 3年 4年
科目区分 [必要単位数]

全学共通
（成蹊教養カリ

キュラム）
[28]

[16]

外国語

必修[4]

[8]

10

初修外国語

技能

日本語力

12
キャリア教育

情報基盤

健康・スポーツ

10

経営経済基礎
[10]

必修［4］ 4

選択[6]

10

社会科学

自然科学

持続社会探究

環境・地域

国際理解

人権・共生

実践

教養基礎

人文学

6

経営専門基礎[10] 12

18

8

ファイナンスと会計[8] 8

応用発展共通 4

組織と人間[8]

22

学際 [6]

学際

情報分析

グローバルと文化

高度学際

高度情報分析

高度グローバル

実践キャリア創造

学際共通

4

英語[6]

修得単位

その他

他学部履修科目

広域基礎

履修単位（経営学部専門）

専門 [76]

自己設計［20］

4

履修単位（成蹊教養カリキュラム）

演習科目 [10] 必修 [10]

専門応用発展
[30]

戦略とマーケティング［8］

合計 [124]



経営学部 総合経営学科 履修モデル （②心理分析ができる人事コンサルタント）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L & S) Ⅰ① College English (L & S) Ⅱ①

College English (R & W) Ⅰ① College English (R & W) Ⅱ①

選択
必修[2]

College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

選択

スペイン語基礎AⅠ① スペイン語基礎AⅡ①

スペイン語基礎BⅠ① スペイン語基礎BⅡ①

キャリアプランニング② ビジネストレーニングセミナー②

情報基礎② 情報活用A②

健康・スポーツ演習A② 健康・スポーツ演習B②

倫理学の基礎②

社会心理学入門② 社会学と現代②

人間と進化②

人権とジェンダー② 老人福祉論②

14 14 3 3 0 0 0 0 34

基礎演習② 経営専門演習Ⅰ② 経営専門演習Ⅱ② 経営卒業研究④

企業経営の基礎② 企業会計の基礎②

会社のしくみと制度② マクロ経済学の基礎②

統計の基礎②

経営戦略② 人間行動と組織②

マーケティング② ファイナンスの基礎②

基本簿記② ビジネス法の基礎②

経営情報②

競争戦略② 企業の国際戦略② 情報戦略② 情報産業②

職場の心理学② 人的資源管理② カウンセリングの基礎② コーチングの基礎②

意思決定科学② キャリア・マネジメント②

人事政策② 組織と社会② 組織と管理② ストレス・マネジメント②

戦略的問題解決型プロジェクト
演習Ｂ②

人間情報処理② 組織の経済学②

財務会計② コーポレート・ファイナンス② コスト・マネジメント②

管理会計②

労働法の基礎②
ロジカル・シンキング＆
ライティング②

ビジネスゲーム② 経営情報分析②

モティベーション・マネジメント②

実践ビジネス演習② 社会理解実践演習②

6 6 18 16 22 18 90

20 20 21 19 22 18 124

1年
科目区分 [必要単位数]

10

[8]

[16]

全学共通
（成蹊教養カリ

キュラム）
[28]

修得単位
4年2年 3年

技能

外国語

人権・共生

国際理解

4

14

4

情報分析

実践

履修単位（成蹊教養カリキュラム）

4

6

持続社会探究

学際 [6]

学際

高度学際

26

専門 [76]

専門応用発展
[30]

専門基幹科目

演習科目 [10]

応用発展共通

ファイナンスと会計[8]

組織と人間[8]

戦略とマーケティング［8］

経営専門基礎[10]

経営経済基礎
[10]

選択[6]

必修［4］

必修 [10]

合計 [124]

その他

他学部履修科目

修得単位

自己設計［20］

履修単位（経営学部専門）

広域基礎

高度グローバル

高度情報分析

学際共通

実践キャリア創造

グローバルと文化

情報基盤

キャリア教育

日本語力

教養基礎

初修外国語

0

4

12

12

10

10

8

環境・地域

8

社会科学

自然科学

健康・スポーツ

英語[6]

必修[4]

人文学



経営学部 総合経営学科 履修モデル （③ファイナンス知識に長けた職業会計人）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L & S) Ⅰ① College English (L & S) Ⅱ①

College English (R & W) Ⅰ① College English (R & W) Ⅱ①

選択
必修[2]

College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

選択

ドイツ語基礎AⅠ① ドイツ語基礎AⅡ①

ドイツ語基礎BⅠ① ドイツ語基礎BⅡ①

キャリアプランニング② ビジネストレーニングセミナー②

情報基礎② 情報活用A②

健康・スポーツ演習A② 健康・スポーツ演習B②

日本国憲法②

薬はなぜ効くか②

地球と環境②

国際文化交流論②

人権とジェンダー②

10 14 3 3 2 0 0 0 32

基礎演習② 経営専門演習Ⅰ② 経営専門演習Ⅱ② 経営卒業研究④

企業経営の基礎② 企業会計の基礎②

ミクロ経済学の基礎② マクロ経済学の基礎②

会社のしくみと制度②

経営情報② 国際経営②

基本簿記② ファイナンスの基礎②

ビジネス法の基礎②

競争戦略② 企業の国際戦略② 生産管理② 環境と経営戦略②

キャリア・マネジメント② 人的資源管理② 組織と管理② 人間情報処理②

コーポレート・ファイナンス② 証券市場② 資産選択の意思決定② コスト・マネジメント②

財務会計② 財務諸表論② 管理会計② 戦略支援システム②

経営分析②
戦略的問題解決型
プロジェクト演習C②

国際会計② 税務会計②

商法A②

租税法の基礎② 商法B②

経営数学A② 経営数学B② プログラミングの基礎② 経営情報分析②

Business English②

社会理解実践講義② 社会理解実践演習②

プロジェクト・マネジメント②

広域基礎

10 6 16 18 18 20 92

0

20 20 19 21 20 20 124

修得単位

合計 [124]

全学共通
（成蹊教養カリ

キュラム）
[28]

[16]

外国語

必修[4]

10

初修外国語

技能

日本語力

12
キャリア教育

情報基盤

健康・スポーツ

[8]

履修単位（成蹊教養カリキュラム）

10

社会科学

自然科学

持続社会探究

環境・地域

国際理解

人権・共生

実践

教養基礎

人文学

24

戦略とマーケティング［8］

10

専門基幹科目

経営経済基礎
[10]

必修［4］ 4

選択[6] 6

経営専門基礎[10] 10

演習科目 [10] 必修 [10]

6

学際 [6]

学際

情報分析

グローバルと文化

実践キャリア創造

学際共通

高度学際

高度情報分析

高度グローバル

16

専門応用発展
[30]

応用発展共通

8

組織と人間[8] 8

自己設計［20］

4修得単位

その他

他学部履修科目

英語[6]

科目区分 [必要単位数]

4

広域基礎

履修単位（経営学部専門）

専門 [76]

1年 2年 3年 4年

ファイナンスと会計[8]



経営学部 総合経営学科 履修モデル （④情報技術の知識を備えた経営情報専門家）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L & S) Ⅰ① College English (L & S) Ⅱ①

College English (R & W) Ⅰ① College English (R & W) Ⅱ①

選択
必修[2]

College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

選択

中国語基礎AⅠ① 中国語基礎AⅡ①

中国語基礎BⅠ① 中国語基礎BⅡ①

キャリアプランニング② ビジネストレーニングセミナー②

情報基礎② 情報活用A②

健康・スポーツ演習A② 健康・スポーツ演習B②

哲学の基礎②

政治学の基礎②

地球と環境②

国際文化交流論②

12 12 3 3 0 0 0 0 30

基礎演習② 経営専門演習Ⅰ② 経営専門演習Ⅱ② 経営卒業研究④

企業経営の基礎② 企業会計の基礎②

ミクロ経済学の基礎② マクロ経済学の基礎②

統計の基礎②

経営戦略② 人間行動と組織②

マーケティング② ファイナンスの基礎②

経営情報②

情報戦略② 広告と市場② 生産管理② 環境と経営戦略②

消費者行動②

職場の心理学② 人的資源管理② 人間情報処理②

組織の経済学②

コーポレート・ファイナンス② 財務諸表論②

財務会計② 戦略支援システム②

経営学特殊講義B② 商法A②

商法B②

実証研究の方法②

経営数学A② 経営数学B② 統計学② ビジネス・モデリング② ビジネスゲーム② 経営情報分析②

情報コミュニケーション技術② 多変量解析②

プロジェクトマネジメント②

情報分析演習② 総合分析B② 情報分析特殊講義②
マルチメディア
プレゼンテーションB②

総合分析A②
マルチメディア
プレゼンテーションA②

8 8 16 18 18 22 94

0

20 20 19 21 18 22 124

健康・スポーツ

履修単位（成蹊教養カリキュラム）

1年 2年 3年

[8]

英語[6]

科目区分 [必要単位数]

10

専門基幹科目

4年
修得単位

合計 [124]

全学共通
（成蹊教養カリ

キュラム）
[28]

[16]

外国語

必修[4]

10

初修外国語

技能

日本語力

12
キャリア教育

情報基盤

8

社会科学

自然科学

持続社会探究

環境・地域

国際理解

人権・共生

実践

教養基礎

人文学

経営経済基礎
[10]

必修［4］ 4

選択[6] 6

経営専門基礎[10] 10

30

8

ファイナンスと会計[8] 8

応用発展共通

戦略とマーケティング［8］ 10

組織と人間[8]

4

4

修得単位

学際 [6]

学際

情報分析

グローバルと文化

実践キャリア創造

学際共通

高度学際

高度情報分析

高度グローバル

専門 [76]

演習科目 [10] 必修 [10]

専門応用発展
[30]

8

広域基礎

履修単位（経営学部専門）

その他

他学部履修科目
自己設計［20］



経営学部 総合経営学科 履修モデル （⑤高度専門人材（大学院進学））

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L & S) Ⅰ① College English (L & S) Ⅱ①

College English (R & W) Ⅰ① College English (R & W) Ⅱ①

選択
必修[2]

College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

選択

韓国語基礎AⅠ① 韓国語基礎AⅡ①

韓国語基礎BⅠ① 韓国語基礎BⅡ①

キャリアプランニング② ビジネストレーニングセミナー②

情報基礎② 情報活用A②

健康・スポーツ演習A② 健康・スポーツ演習B②

哲学の基礎②

政治学の基礎②

脳科学と心②

地球と環境②

国際文化交流論②

12 14 3 3 0 0 0 0 32

基礎演習② 経営専門演習Ⅰ② 経営専門演習Ⅱ② 経営卒業研究④

企業経営の基礎② 企業会計の基礎②

ミクロ経済学の基礎② マクロ経済学の基礎②

会社のしくみと制度② 統計の基礎②

経営戦略② 人間行動と組織② 経営情報②

マーケティング② ファイナンスの基礎②

基本簿記② ビジネス法の基礎②

競争戦略② 広告と市場② 情報戦略② 環境と経営戦略②

生産管理② イノベーションと製品開発② 消費者行動② 情報産業②

戦略的問題解決型演習A② ブランド戦略② 企業の国際戦略②

職場の心理学② 人的資源管理② 意思決定科学②

人事政策② 組織と社会② 組織と管理②

財務諸表論② コーポレート・ファイナンス② コスト・マネジメント②

戦略支援システム②

経営学特殊講義A② 経営学特殊講義B②

実証研究の方法②

ケーススタディの方法②

ビジネス・モデリング② 経営情報分析②

学際特殊講義②

8 6 16 18 20 20 92

0

20 20 19 21 20 20 124

科目区分 [必要単位数]

10

10

初修外国語

技能

日本語力

12
キャリア教育

情報基盤

修得単位
1年 2年 3年 4年

必修[4]

10

社会科学

自然科学

人権・共生

実践

英語[6]

専門基幹科目

経営経済基礎
[10]

必修［4］ 4

健康・スポーツ

専門応用発展[30]

戦略とマーケティング［8］ 22

組織と人間[8] 12

ファイナンスと会計[8] 8

応用発展共通

8

経営専門基礎[10]

8

学際 [6]

学際

情報分析

6

グローバルと文化

実践キャリア創造

学際共通

高度学際

高度情報分析

4

専門 [76]

14

演習科目 [10] 必修 [10]

合計 [124]

全学共通
（成蹊教養カリ

キュラム）
[28]

[16]

外国語

[8]

教養基礎

人文学

履修単位（成蹊教養カリキュラム）

自己設計［20］

高度グローバル

選択[6]

持続社会探究

環境・地域

国際理解

広域基礎

修得単位

その他

他学部履修科目

4

履修単位（経営学部専門）



経営学部 総合経営学科 履修モデル （⑥国際的なビジネスの現場で活躍する職業人）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L & S) Ⅰ① College English (L & S) Ⅱ①

College English (R & W) Ⅰ① College English (R & W) Ⅱ①

選択
必修[2]

Intensive English Ⅰ① Intensive English Ⅱ①

TOEFL Preparation Advanced Ⅰ① TOEFL Preparation Advanced Ⅱ①
Cross Cultural Communication
Skills②

Intensive Reading②

IELTS  Preparation Advanced Ⅰ① IELTS  Preparation Advanced Ⅱ①

韓国語基礎AⅠ① 韓国語基礎AⅡ①

韓国語基礎BⅠ① 韓国語基礎BⅡ①

発展インターンシップ準備講座② 発展インターンシップ実習②

情報基礎②

健康・スポーツ演習B②

哲学の基礎②

政治学の基礎②

現代の国際政治②

Global Studies Seminar Ⅰ② Global Studies Seminar Ⅱ② Global Studies Seminar Ⅲ②

成蹊グローバルセミナーＡ
（単位認定：履修上限外）

13+2 13 4 2 4 2 0 0 40

基礎演習② 経営専門演習Ⅰ② 経営専門演習Ⅱ② 経営卒業研究④

企業経営の基礎② 企業会計の基礎②

ミクロ経済学の基礎② マクロ経済学の基礎②

会社のしくみと制度②

経営戦略② 人間行動と組織② 経営情報②

ファイナンスの基礎②

国際経営②

競争戦略② 広告と市場②

ベンチャー・ビジネス② 情報産業②

生産管理②

職場の心理学② コーチングの基礎② 組織の経済学②

組織と社会② ストレス・マネジメント②

コーポレート・ファイナンス② コストマネジメント②

国際会計② 戦略支援システム②

ロジカルシンキング＆ライティン
グ②

プログラミングの基礎②

Business English②
Intercultural Understanding and
Global Business②

Business Presentation② Topics in Global Business②

International Business② International Relations② Regional Studies②
Japanese Contemporary Issues
②

Japanese Economy②
Current Topics in Business and
 Economics②

Japanese Traditional Culture②

8 6 16 18 14 18 84

0

21+2 19 20 20 18 20 124

履修単位（経営学部専門）

履修単位（成蹊教養カリキュラム）

人権・共生

全学共通
（成蹊教養カリ

キュラム）
[28]

[16]

外国語

[8]

教養基礎

初修外国語

技能

日本語力

科目区分 [必要単位数]

高度情報部積

高度グローバル

専門 [76]

広域基礎

選択

英語[6]

演習科目 [10] 必修 [10]

社会科学

自然科学

持続社会探究

環境・地域

国際理解

人文学

合計 [124]

4

2

学際 [6]

学際

情報分析

24

グローバルと文化

実践キャリア創造

学際共通

高度学際

自己設計［20］

4

修得単位

その他

他学部履修科目

8

応用発展共通

専門基幹科目

経営経済基礎
[10]

必修［4］ 4

選択[6] 6

経営専門基礎[10] 10

専門応用発展
[30]

戦略とマーケティング［8］ 10

組織と人間[8] 10

ファイナンスと会計[8]

修得単位
1年 2年 3年 4年

10

18

8
キャリア教育

情報基盤

健康・スポーツ

必修[4]

14

実践



経営学部 総合経営学科 履修モデル （⑦中学校・高等学校の教員）

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

College English (L & S) Ⅰ① College English (L & S) Ⅱ①

College English (R & W) Ⅰ① College English (R & W) Ⅱ①

選択
必修[2]

College English (IS) Ⅰ① College English (IS) Ⅱ①

選択

中国語基礎AⅠ① 中国語基礎AⅡ①

中国語基礎BⅠ① 中国語基礎BⅡ①

実践話し方入門②

キャリアプランニング②

情報基礎②

健康・スポーツ演習B②

教育原理② 哲学の基礎②

教育心理学②

学校と社会②

日本国憲法②

近現代の欧米Ａ② 近現代のアジアＢ②

特別支援教育概論②

12 14 5 3 0 0 0 0 34

基礎演習② 経営専門演習Ⅰ② 経営専門演習Ⅱ② 経営卒業研究④

企業経営の基礎② 企業会計の基礎②

ミクロ経済学の基礎② マクロ経済学の基礎②

会社のしくみと制度② 統計の基礎②

経営戦略② ファイナンスの基礎② 経営情報② 人間行動と組織②

ビジネス法の基礎② 国際経営② ゲーム理論②

産業の経済学② 企業の国際戦略② 消費者行動② 環境と経営戦略②

カウンセリングの基礎② コーチングの基礎② 意思決定科学② 人間情報処理② ストレス・マネジメント②

組織の経済学②

コーポレート・ファイナンス② 基本簿記②

資産選択の意思決定② 証券市場②

商法Ａ② 商法Ｂ②

情報コミュニケーション技術②

Area Ｓｔｕｄｉｅｓ②

社会理解実践講義②

日本史概論Ⅰ② 日本史概論Ⅱ② 人文地理学② 自然地理学②

世界史概論Ⅰ② 世界史概論Ⅱ② 地誌学②

現代の政治学②

8 6 14 18 18 20 90

20 20 19 21 18 20 124

教職論② 生徒・進路指導論② 教育課程論② 社会科・地理歴史科教育法② 道徳教育の指導法② 教育実習論① 教育実習（中・高）⑤ 教職実践演習（中・高）②

教育方法論② 社会科・公民科教育法② 総合的な学習の時間の指導法② 公民科教育法②

教育相談② 特別活動の指導法②

社会科教育法Ａ②

社会科教育法Ｂ②

広域基礎 16

教職課程（卒業要件外）

修得単位 6

合計 [124]

履修単位（経営学部専門）

その他

他学部履修科目

全学共通
（成蹊教養カリ

キュラム）
[28]

[16]

[8]

履修単位（成蹊教養カリキュラム）

自己設計［20］

専門基幹科目

4

学際 [6]

学際

情報分析

グローバルと文化

実践キャリア創造

学際共通

高度学際

高度情報分析

科目区分 [必要単位数]

社会科学

人文学

専門 [76]

演習科目 [10] 必修 [10]

高度グローバル

選択[6]

経営専門基礎[10]

専門応用発展[30]

戦略とマーケティング［8］

組織と人間[8]

ファイナンスと会計[8]

応用発展共通

経営経済基礎
[10]

必修［4］

必修[4]

外国語

英語[6]

人権・共生

実践

教養基礎

自然科学

持続社会探究

環境・地域

国際理解

初修外国語

技能

日本語力

8
キャリア教育

情報基盤

健康・スポーツ

6

6

修得単位
1年 2年 3年 4年

16

14

4

10

10

8

8

12

8



経営学部時間割（案）

前期
後期

曜日 時限 科目名

専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 戦略的問題解決型プロジェクト演習C
学際 情報分析 情報コミュニケーション技術
学際 グローバルと文化 Business Presentation
専門基幹 経営経済基礎 企業経営の基礎
専門基幹 経営専門基礎 経営情報
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ ベンチャー・ビジネス
専門応用発展 組織と人間 カウンセリングの基礎
高度学際 高度情報分析 マルチメディアプレゼンテーションＡ
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 競争戦略
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 産業の経済学
専門基幹 経営経済基礎 ミクロ経済学の基礎
専門基幹 経営専門基礎 ファイナンスの基礎
専門基幹 経営専門基礎 ビジネス法の基礎
専門基幹 経営経済基礎 会社のしくみと制度
専門基幹 経営経済基礎 ミクロ経済学の基礎
専門基幹 経営専門基礎 国際経営
専門応用発展 組織と人間 人事政策
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 コーポレート・ファイナンス
専門基幹 経営専門基礎 経営戦略
専門基幹 経営専門基礎 人間行動と組織
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 戦略的問題解決型プロジェクト演習Ｂ
高度学際 高度情報分析 総合分析Ａ
専門基幹 経営専門基礎 マーケティング
専門基幹 経営専門基礎 基本簿記
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 戦略的問題解決型プロジェクト演習Ａ
専門応用発展 組織と人間 意思決定科学
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 経営分析
専門応用発展 応用発展共通 租税法の基礎
専門応用発展 応用発展共通 経営学特殊講義Ａ（自然保護論）
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ ブランド戦略
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 資産選択の意思決定
高度学際 高度情報分析 情報分析演習
専門基幹 経営経済基礎 会社のしくみと制度
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 財務会計
学際 情報分析 経営数学Ａ
高度学際 高度情報分析 情報分析特殊講義（ＳＮＳと情報倫理）
学際 グローバルと文化 Global Study Skills
学際 実践キャリア創造 社会理解実践講義（OB・OGが語るビジネス最前線）
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 情報戦略
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 国際会計
専門応用発展 応用発展共通 労働法の基礎
学際 グローバルと文化 Business English

2 学際 グローバルと文化 Area Studies
専門応用発展 組織と人間 キャリア・マネジメント
学際 実践キャリア創造 実践ビジネス演習

4 学際 実践キャリア創造 実践リーダーシップ
1 専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 消費者行動

専門基幹 経営経済基礎 企業経営の基礎
学際 実践キャリア創造 プロジェクト・マネジメント
専門応用発展 組織と人間 職場の心理学
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 管理会計
学際 情報分析 ビジネスゲーム
学際 実践キャリア創造 モティベーション・マネジメント

4 専門応用発展 組織と人間 組織と管理
5 専門応用発展 組織と人間 組織の経済学

前
期

金

区分

1

月

火

水

木

3

2

1

4

3

2

1

5

4

3

2

4

3

2

3



経営学部時間割（案）

前期
後期

曜日 時限 科目名区分

専門基幹 経営経済基礎 統計の基礎
専門基幹 経営専門基礎 経営情報
専門基幹 経営経済基礎 企業会計の基礎
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 情報産業
学際 情報分析 経営情報分析

3 専門応用発展 組織と人間 戦略的問題解決型プロジェクト演習C
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 コスト・マネジメント
専門応用発展 応用発展共通 商法Ａ
専門応用発展 応用発展共通 商法Ｂ
高度学際 高度情報分析 マルチメディアプレゼンテーションＢ

1 専門基幹 経営専門基礎 国際経営
専門基幹 経営経済基礎 マクロ経済学の基礎
専門基幹 経営専門基礎 経営戦略
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 環境と経営戦略
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 戦略的問題解決型プロジェクト演習Ａ
専門基幹 経営専門基礎 基本簿記
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 企業の国際戦略
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 証券市場
専門応用発展 応用発展共通 ケーススタディの方法
学際 情報分析 統計学
専門基幹 経営経済基礎 マクロ経済学の基礎
専門応用発展 応用発展共通 実証研究の方法
学際 情報分析 経営数学Ｂ
学際 学際共通 学際特殊講義（多文化社会を生きる）

5 高度学際 高度情報分析 総合分析Ｂ
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ イノベーションと製品開発
専門応用発展 組織と人間 人的資源管理
専門応用発展 組織と人間 人間情報処理
専門基幹 経営専門基礎 マーケティング
専門基幹 経営専門基礎 人間行動と組織
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 財務諸表論
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 広告と市場
専門応用発展 応用発展共通 経営学特殊講義Ｂ（行動ファイナンス）
学際 情報分析 多変量解析
専門応用発展 組織と人間 組織と社会
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 税務会計
学際 情報分析 プログラミングの基礎

1 専門応用発展 組織と人間 ストレス・マネジメント
専門応用発展 戦略とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 生産管理
学際 グローバルと文化 Topics in Global Business

3 専門応用発展 応用発展共通 ロジカル・シンキング＆ライティング
4 学際 グローバルと文化 Intercultural Understanding and Global Business

専門基幹 経営経済基礎 統計の基礎
学際 実践キャリア創造 社会理解実践演習（ブランドの理論と実際）
専門基幹 経営経済基礎 企業会計の基礎
専門基幹 経営専門基礎 ファイナンスの基礎
専門応用発展 組織と人間 コーチングの基礎
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 戦略的問題解決型プロジェクト演習Ｂ
専門基幹 経営専門基礎 ゲーム理論
専門応用発展 ﾌｧｲﾅﾝｽと会計 戦略支援システム
学際 情報分析 ビジネス・モデリング

4 専門基幹 経営専門基礎 ビジネス法の基礎

月

火

水

木

金

後
期

4

2

1

3

2

4

3

2

5

3
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1

2
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大学図書館 図書等資料（2017 年度末） 

（2017 年度成蹊学園事業報告書より抜粋） 

（１）蔵書数

分 類 
登録数 

蔵書数 
図書 雑誌 

和
書
（
日
本
十
進
分
類
表
） 

総記（000） 1,559 20 124,767 

哲学（100） 330 0 32,720 

歴史（200） 819 4 70,475 

社会科学（300） 3,359 44 311,005 

自然科学（400） 752 0 45,192 

技術（500） 447 0 48,763 

産業（600） 346 0 38,014 

芸術（700） 777 193 32,692 

言語（800） 416 0 24,212 

文学（900） 2,372 1 152,345 

小  計 11,177 262 880,185 

洋
書
（
デ
ュ
ー
イ
十
進
分
類
表
）

総記（000） 34 0 44,072 

哲学（100） 47 0 15,974 

宗教（200） 20 0 7,288 

社会科学（300） 680 12 137,637 

言語（400） 500 0 29,525 

自然科学（500） 26 0 35,422 

技術（600） 47 0 38,888 

芸術（700） 71 0 6,447 

文学（800） 293 0 71,503 

歴史（900） 209 0 30,047 

小  計 1,927 12 416,803 

特殊 特殊資料分類ほか 556 135 25,929 

合 計 13,660 409 1,322,917 

（２）雑誌所蔵種類数

和雑誌 洋雑誌 合計 

所蔵雑誌種類数 6,848 2,923 9,771 

受入(継続）雑誌種類 1,272 449 1,721 

（３）電子資料タイトル数（一部「（1）蔵書数」に含む）

電子図書 15,241 

マイクロフィルム図書 27,106 

電子ジャーナル 19,526 











































①３教科型学部個別入学試験（Ａ方式）
学部 学科

※数学Aの出題範囲は、全分野とする。

②２教科型全学部統一入学試験（Ｅ方式）
学部 学科

※数学Aの出題範囲は、全分野とする。

③大学入試センター試験利用３教科型入学試験（Ｃ方式）
学部 学科

〔センター・独自併用入試〕
④５科目型国公立併願アシスト入学試験（P方式）
学部 学科 試験 出題科目

独自

※1：試験実施日および試験問題は、２教科型全学部統一入学試験（Ｅ方式）と共通。

２０２０年度　入学試験実施教科・出題科目等

教科 出題科目 配点

１５０点

教科 出題科目 配点

経営学部 総合経営学科

国語 国語総合（近代以降の文章）、現代文Ｂ １００点

地理歴史または
数学

「日本史Ｂ」、「世界史Ｂ」、「数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ａ※、数学B（数列、ベクト
ル）」のうちから１科目選択。 １００点

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ）

下記の科目のうちから1科目（『理科』の基礎を付した科目を選択する場合は2科目）選択。
複数科目受験した場合は、高得点の科目を合否判定に使用。
ただし、地理歴史、公民及び理科においては、次のとおり扱う。
・地理歴史、公民において、2科目受験した場合は、第1解答科目を採用する。
・理科において、2科目以上受験した場合は、①『理科』の基礎を付した科目2科目の合計点、②『理科』の基礎を付していない
科目（2科目受験した場合は第１解答科目）のうち高得点科目を採用する。

教科 出題科目 配点

経営学部 総合経営学科

国語 国語総合（近代以降の文章）、現代文B ２００点

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ） ４００点

※1：「英語」は筆記試験（200点満点）とリスニングテスト（50点満点）の合計得点を200点満点に換算したもの、または筆記試験（200点満点）のうちいずれか高い方の
得点を合否判定に使用する。

※2:大学入試センター試験の配点100点を200点満点に換算する。

※3：大学入試センター試験の配点100点を300点満点に換算する。

※4：筆記試験（200点満点）とリスニングテスト（50点満点）の合計得点を400点満点に換算したもの、または筆記試験（200点満点）の得点を400点満点に換算したもの
のうち、いずれか高い方の得点を合否判定に使用する。

教科 配点

地理歴史 「世界史Ｂ」、「日本史Ｂ」、「地理Ｂ」

３００点※3

公民 「現代社会」、「倫理」、「政治・経済」、「倫理、政治・経済」

数学 「数学Ⅰ・数学Ａ」、「数学Ⅱ・数学Ｂ」、「簿記・会計」、「情報関係基礎」

理科
「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」　　　注．２科目選択

「物理」、「化学」、「生物」、「地学」

経営学部 総合経営学科

国語 「国語」（近代以降の文章） ３００点※3

外国語 「英語」 ４００点※4

外国語
英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ）

２００点※1

セ
ン
タ
ー

試
験

国語 「国語」 ２００点

外国語 「英語」、「ドイツ語」、「フランス語」、「中国語」、「韓国語」のうちから1科目を選択 ２００点※2

１００点
理科

「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」　　　注．２科目選択

「物理」、「化学」、「生物」、「地学」

下記の科目のうちから2科目選択。3科目受験した場合は、高得点の2科目を合否判定に使用する。ただし、地理歴史およ
び公民の第2解答科目と「数学Ⅰ・数学A」の組合せは、合否判定に採用しない（地理歴史および公民において2科目受験
した場合は、
第2解答科目と「数学Ⅰ・数学A」のうち高得点の科目、および第1解答科目を採用する）。
地理歴史 「世界史Ｂ」、「日本史Ｂ」、「地理Ｂ」

２００点
(100×2)

公民 「倫理、政治・経済」

数学① 「数学Ⅰ・数学A」

総合経営学科経営学部

※2：「英語」は筆記試験（200点満点）とリスニングテスト（50点満点）の合計得点を200点満点に換算したもの、または筆記試験（200点満
点）の得点のうちいずれか高い方の得点を合否判定に使用する。

※3：大学入試センター試験の配点100点を200点満点に換算する。

※4：「国語」は大学入試センター試験の配点200点を100点満点に換算する。

下記の科目のうちから1科目（『理科』の基礎を付した科目を選択する場合は2科目）選択。複数科目を受験した場合は、①
「数学Ⅱ・数学B」、②『理科』の基礎を付した科目2科目の合計点、③『理科』の基礎を付していない科目（2科目受験した
場合は第１解答科目）のうち高得点の科目を合否判定に使用する。

数学② 「数学Ⅱ・数学Ｂ」



◎得点換算時に生じた小数点以下の得点は切り捨てる。

⑤２教科型グローバル教育プログラム統一入学試験（G方式）
学部 学科 試験

外国語

※1：試験実施日および試験問題は、２教科型全学部統一入学試験（Ｅ方式）と共通。

※2：活動報告書が未提出の場合、活動報告書の評価点は0点とする。

英語外部検定試験※３ ５０点

※3：加算に必要な各検定試験のスコアは下表のとおりとする。（略）

経営学部 総合経営学科

独自

国語 国語総合（近代以降の文章）、現代文B ２００点※１

英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーション
英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ）

４００点※１

活動報告書※２ ５０点

教科 出題科目 配点



教職課程カリキュラム【成蹊大学教職課程規則（2020.4.１施行予定）より抜粋】 

１ 免許状の種類及び免許教科 

課程 学部・学科、研究科・専攻 免 許 状 の 種 類 免許教科 

大
学
学
部
学
科
等
の
課
程 

経 済 学 部 

経済数理学科 
中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 公民 

現代経済学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 地理歴史 

高等学校教諭一種免許状 公民 

理 工 学 部 

物質生命理工学科 

中学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 工業 

情報科学科 

中学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 情報 

システムデザイン学科 

中学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 工業 

文 学 部 

  英語英米文学科 
中学校教諭一種免許状 英語 

高等学校教諭一種免許状 英語 

  日本文学科 
中学校教諭一種免許状 国語 

高等学校教諭一種免許状 国語 

  国際文化学科、現代社会学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 地理歴史 

高等学校教諭一種免許状 公民 

法 学 部 法律学科、政治学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 地理歴史 

高等学校教諭一種免許状 公民 

経 営 学 部 総合経営学科 
中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 公民 

大
学
院
研
究
科
専
攻
等
の
課
程 

理工学研究科 理工学専攻 

中学校教諭専修免許状 数学 

高等学校教諭専修免許状 数学 

中学校教諭専修免許状 理科 

高等学校教諭専修免許状 理科 

経 済 経 営 

研 究 科 
経済学専攻、経営学専攻 

中学校教諭専修免許状 社会 

高等学校教諭専修免許状 公民 

法学政治学 

研 究 科 
法律学専攻、政治学専攻 

中学校教諭専修免許状 社会 

高等学校教諭専修免許状 公民 

文学研究科 

  英米文学専攻 
中学校教諭専修免許状 英語 

高等学校教諭専修免許状 英語 

  日本文学専攻 
中学校教諭専修免許状 国語 

高等学校教諭専修免許状 国語 

  社会文化論専攻 

中学校教諭専修免許状 社会 

高等学校教諭専修免許状 地理歴史 

高等学校教諭専修免許状 公民 



 

２ 免許状授与のための所要資格 大学学部学科等の課程（一種免許状） 

基礎資格 学士の学位を有すること。 

大学において修得することを 

必要とする最低単位数 
中学校教諭 高等学校教諭 

教科及び教職

に関する科目 

教科及び

教科の指

導法に関

する科目 

教科に関する専門的事項 

28 24 各教科の指導法（情報機器

及び教材の活用を含む。） 
8 ４ 

教育の基礎的理解に 

関する科目 
10 10 

道徳、総合的な学習の時間等の指導法及

び生徒指導、教育相談等に関する科目 
10 8 

教育実践に 

関する科目 

教育実習 5 
7 

3 
5 

教職実践演習 2 2 

大学が独自に設定する科目 4 12 

計 59 59 

教育職員免許

法施行規則第

66 条の６に

規定する科目 

日本国憲法 2 2 

体 育 2 2 

外国語コミュニケーション 2 2 

情報機器の操作 2 2 

小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る 

教 育 職 員 免 許 法 の 特 例 等 に 関 す る 法 律 

（平成９年法律第 90 号）に定める介護等の体験 

要 不要 



 

３ 教育の基礎的理解に関する科目、道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等

に関する科目及び教育実践に関する科目 

施行規則に定める科目区分等 

単位数 
必修
選択
の別 

授業科目名・単位数 備考 
科目 

各科目に含めることが必
要な事項 

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目

教育の理念並びに教育に関
する歴史及び思想 

中学10 
高校10 

必修 教育原理② 

教職の意義及び教員の役
割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。） 

必修 教職論② 

教育に関する社会的、制度
的又は経営的事項（学校と
地域との連携及び学校安全

への対応を含む。） 

必修 学校と社会② 

幼児、児童及び生徒の心身
の発達及び学習の過程 

必修 教育心理学② 

特別の支援を必要とする 
幼児、児童及び生徒に 

対する理解 
必修 特別支援教育概論② 

教育課程の意義及び編成 
の方法（カリキュラム・ 
マネジメントを含む。） 

必修 教育課程論② 

道
徳
、
総
合
的
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法

及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等
に
関
す
る

科
目

道徳の理論及び指導法 

中学10 
高校８ 

必修 道徳教育の指導法② 中学のみ適用 

総合的な学習の 
時間の指導法 

必修 総合的な学習の時間の指導法② 

特別活動の指導法 必修 特別活動の指導法② 

教育の方法及び技術 
（情報機器及び教材の 

活用を含む。） 
必修 教育方法論② 

生徒指導の理論及び方法 
必修 生徒・進路指導論② 進路指導及びキャリア教育

の理論及び方法 

教育相談（カウンセリング
に関する基礎的な知識を含
む。）の理論及び方法 

必修 教育相談② 

教
育
実
践
に
関

す
る
科
目

教育実習 
中学５ 
高校３ 

必修 教育実習論① 

選択
必修 

教育実習（中・高）⑤ 
教育実習（高）③ 

教職実践演習 ２ 必修 教職実践演習（中・高）② 

備考 

教育実習（中・高）は、中学校教諭免許状のみ取得又は中学校教諭免許状及び高等学校教諭免許状の両方を取得の

場合の必修とし、教育実習（高）は、高等学校教諭免許状のみ取得の場合の必修とする。 



 

４ 教科及び教科の指導法に関する科目 

経営学部総合経営学科（中学校教諭一種免許状（教科：社会）、高等学校教諭一種免許状（教科：

公民） 

（注）○印の数字は、当該科目の単位数を表す。 

科目区分 
校種 

教科 

各科目に含め

ることが必要

な事項 

校種

教科 

各科目に含め

ることが必要

な事項 

必修

選択

の別 

授業科目名・単位数 備考 

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目 

教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項 

中
学
校
・
社
会 

日本史・ 

外国史 

必修 
日本史概論Ⅰ②  日本史概論Ⅱ② 

世界史概論Ⅰ②  世界史概論Ⅱ② 

選択 

近現代日本史Ａ②  近現代日本史Ｂ② 

近現代の欧米Ａ②  近現代の欧米Ｂ② 

近現代のアジアＡ② 近現代のアジアＢ② 

全学共通

科目 

地理学 

（地誌を含

む。） 

必修 
人文地理学② 自然地理学② 

地誌学② 

「法律学、 

政治学」 

高
等
学
校
・
公
民 

｢法律学(国際法

を含む。)、 

政治学(国際政

治を含む。)｣ 

必修 現代の政治学② 

選択 
ビジネス法の基礎② 租税法の基礎② 

商法Ａ②      商法Ｂ② 

「社会学、 

経済学」 

｢社会学、経済

学(国際経済を

含む。)｣ 

必修 ミクロ経済学の基礎② マクロ経済学の基礎② 

選択 

環境と経営戦略② 企業の国際戦略② 

産業の経済学②  国際経営② 

ゲーム理論②  組織の経済学② 

ファイナンスの基礎② 

コーポレート・ファイナンス② 

資産選択の意思決定② 証券市場② 

国際会計② 

「哲学、 

倫理学、 

宗教学」 

「哲学、 

倫理学、 

宗教学、 

心理学｣ 

選択

必修 
哲学の基礎② 倫理学の基礎② 

全学共通

科目。１

科目以上

修得する

こと。 

選択 現代社会と哲学②  現代社会と倫理学② 
全学共通

科目 

選択 

意思決定科学② カウンセリングの基礎② 

人間情報処理② 人間行動と組織② 

ストレス・マネジメント② 

コーチングの基礎② 消費者行動② 

公民のみ 

心理学の基礎② 自己理解の心理学② 

公民の

み、全学

共通科目 

科目区分 
各科目に含める 

ことが必要な事項 
校種・教科 

必修

選択

の別 

授業科目名・単位数 備考 

教科及び

教科の指

導法に関

する科目 

教科及び教科の指導法

に関する科目における

複数の事項を合わせた

内容に係る科目 

各教科の指導法（情報

機器及び教材の活用を

含む。） 

中学校・社会 必修 

社会科教育法Ａ②  社会科教育法Ｂ② 

社会科・地理歴史科教育法② 

社会科・公民科教育法② 

高等学校・公民 必修 
社会科・公民科教育法② 

公民科教育法② 



 

５ 一種免許状を取得する場合の大学が独自に設定する科目の単位の修得方法 

中学校教諭及び高等学校教諭の一種免許状を取得する場合の大学が独自に設定する科目の単位は、

次の各号に掲げるものの履修により修得した単位数の合計とする。 

（１）最低修得単位を超えて履修した「教科及び教科の指導法に関する科目」、「教育の基礎的理解に

関する科目」、「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目」

又は「教育実践に関する科目」 

（２）前号のほか、次の表に掲げる授業科目の履修 

（注）○印の数字は、当該科目の単位数を表す。 

免許法施行規則に規
定する科目区分等 

単位数 授業科目名・単位数 備  考 

大 学 が 独 自 に 

設 定 す る 科 目 

中学４ 
高校12 

学校経営と学校図書館② 学校図書館メディアの構成② 
学習指導と学校図書館② 読書と豊かな人間性② 
情報メディアの活用②  教職特論演習Ⅰ② 
教職特論演習Ⅱ② 

各学部学科、校種、教

科共通 

文学部開設 

道徳教育の指導法② 

高等学校免許状取得

の場合に適用。各学

部学科の高等学校の

各教科共通 

文学部開設 

英語教育Ⅰ②   英語教育Ⅱ② 
Teaching English as a Second Language Ⅰ② 
Teaching English as a Second Language Ⅱ② 

文学部英語英米文学

科のみ対象 

文学部開設 

６ 教育職員免許法施行規則第66条の６に定める科目の単位の修得方法 

 教育職員免許法施行規則第66条の６に定める日本国憲法、体育、外国語コミュニケーション及び情

報機器の操作の科目の単位の修得方法は、次の表に定めるとおりとする。 

（注）○印の数字は、当該科目の単位数を表す。 

免許法施行規則第66
条の６に定める科目 

単位数 授業科目名・単位数 備  考 

日 本 国 憲 法 ２ 
日本国憲法② 

経済学部、理工学部、 

文学部、経営学部必修 

憲法Ⅰ④ 法学部必修 

体 育 ２ 健康・スポーツ演習Ａ②  健康・スポーツ演習Ｂ② １科目必修 

外国語コミュニ

ケ ー シ ョ ン
２ 

College English (Listening & Speaking)Ⅰ① 
College English (Listening & Speaking)Ⅱ① 

必修 

情報機器の操作 ２ 情報基礎② 必修 



丸の内ビジネス研修（Marunouchi Business Traning、以下MBT）は、「⾃ら
課題を発⾒し、解決できる⼈材の育成」を掲げ、半年を超える期間をかけて⾏
う新しい形の⼈材育成プログラムです。
企業でのインターンシップ実習の前には論理的思考⼒を鍛える学内準備研修
や、企業担当者の指導のもと、課題に取り組み、討論や発表を⾏います。

インターンシップ後にレポートの作成成果発表を通して、学んだことを着実に
⾃分の⼒に変えていきます。また⽂系、理系の学⽣が⼀緒になって研修に取り
組むことも、⼤きな特徴です。考え⽅や得意分野の違いを知ることで刺激を受
け、同時に協⼒することの⼤切さを学びます。

HOME > キャリア⽀援センターについて > 丸の内ビジネス研修（MBT）

About 丸の内ビジネス研修(MBT)とは

2013年春より、成蹊⼤学では3年次⽣及び⼤学院1年次⽣を対象に、ビジネスの中⼼地である丸の内を舞台とした「丸の内ビジネス研修（MBT: Marunouchi 
Business Training）」がスタートしました。
「⾃ら課題を発⾒し、解決できる⼈材の育成」を目的として掲げ、半年を超える期間をかけて⾏う新しい形の⼈材育成プログラムです。

experience 徹底した実践体験で社会に求められる⼒の素地をつくる

成蹊⼤学 お問い合わせ⼀覧 交通アクセス カスタム検索

就職⽀援プログラム(お知らせ)就職関連データ
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● 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ ● 三菱電機株式会社 ● 三菱UFJ信託銀⾏株式会社

● 三菱地所プロパティマネジメント株式会社 ● 三菱製紙株式会社 ● 三菱製鋼株式会社

● 三菱重⼯業株式会社 ● 三菱商事株式会社 ● 三菱マテリアル株式会社

● 東京海上⽇動⽕災保険株式会社 ● 株式会社ニコン ● 三菱アルミニウム株式会社

● 株式会社三菱総合研究所 ● 三菱化⼯機株式会社 ● 共同印刷株式会社

● ⼤正製薬株式会社 ● クラリオン株式会社 ● 新菱冷熱⼯業株式会社

● 株式会社紀伊國屋書店 ● 株式会社岡村製作所

学内準備研修

課外準備講座

講義「考える⼒と⽅法について」

講義「働くことの意義について」

「ビジネス・プレゼンテーションのスキルとノ
ウハウ」

課題についての進め⽅の討議１

ビジネスマナー講座

基礎編

実践編

丸の内研修

丸の内研修課題(例)

世界の都市の中での東京の位置づけの変遷を踏まえ、東京が10年後に存在感を増しているために発揮で
きる⼒と伸ばしていくポイントは︖

年功的⼈事・給与制度と実⼒主義的⼈事・給与制度のどちらがよいか︖

グローバルな視点で⾒た「紙」という素材の使われ⽅と、今後の⾒通しについて

インターンシップ実習

協⼒企業⼀覧 ［2016年度実績］

丸の内ビジネス研修（MBT）は多数の企業様のご理解・ご協⼒を得て実施されています。

Flow 丸の内ビジネス研修(MBT)の流れ

コミュニケーション⼒、課題解決⼒強化に向けた課外準備講座とビジネスマナー講座が⾏われます。
各企業からあらかじめ課題が出されており、それに対する取り組み⽅の指導も課外準備講座の中で⾏われます。

丸の内研修では各企業からあらかじめ提⽰されている課題についてプレゼンテーションや討論を⾏い、第⼀線で働く企業の⽅を講師に招き講座を聞いて質疑応答を
⾏います。

インターンシップ実習は各企業で就業体験をするものです。営業同⾏(⽂系)、⼯場実習(理系)などのほか、成蹊⼤学向けの特別なプログラムが準備されています。
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個⼈発表会／丸の内成果発表会

研修・実習レポート／ＭＢＴ体験談

研修・実習レポート

実際に⾏われた研修や実習の様
⼦をご紹介します。

ＭＢＴ体験談

MBTを実際に体験した学⽣の体
験談をご紹介します。

18.11.02

18.04.17

17.11.29

17.10.19

17.04.26

16.11.28

16.10.18

16.07.15

16.06.10

16.04.15

15.12.18

15.11.20

15.09.11

15.08.07

15.07.09

15.06.12

15.04.22

すべてのMBT参加学⽣が丸の内研修とインターンシップ実習を修了したのち、学内で成⻑と気づき、成果発表などを⾏い、体験を今後の就職活動に活かすためのレ
ポート作成などの指導を受けることもできます。
またその後、秋ごろに、丸の内で企業の担当の⽅々を招待して、学⽣代表による成果発表、パネルディスカッションなどを⾏います。ここまでのすべてのプログラ
ムを終了した後に、「インターンシップ実習(3)」の単位が認定されます。

News 更新情報

2018年度学内個⼈発表会が実施されました

2018年度丸の内研修が実施されました

2018年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修がスタートしました

丸の内ビジネス研修(MBT) 成果発表会が開催されました

丸の内研修が実施されました

2017年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修がスタートしました

成果発表会が開催されました

丸の内研修が実施されました

2016年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修の全プログラムが終了しました

2016年度丸の内ビジネス研修(MBT)の中間発表（学内準備研修）が⾏われました

2016年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修がスタートしました

成蹊⼤学×YOMIURI ONLINE「SEIKEI ONLINE」サイトに、丸の内ビジネス研修(MBT)をテーマにしたインタビュー記事を掲載しています

丸の内ビジネス研修(MBT) 成果発表会が開催されました

丸の内研修が実施されました

丸の内ビジネス研修（MBT）の学内準備研修が終了しました

MBT体験談を更新しました

2015年度丸の内ビジネス研修（MBT）の中間発表（学内準備研修）が⾏われました

2015年度丸の内ビジネス研修(MBT)の学内準備研修がスタートしました

キャリア⽀援センターについて

ご利⽤案内

キャリア⽀援センターの特徴

⽀援講座・インターンシップ

丸の内ビジネス研修(MBT)

就職⽀援プログラム(お知らせ)

就職⽀援⾏事

2019年3⽉卒業／修了予定者

2020年3⽉卒業／修了予定者

全学年対象／その他

公務員試験・資格試験

就職関連データ

就職状況

4年間のキャリアレポート

成蹊⼤学キャリア⽀援センター

〒180-8633
東京都武蔵野市吉祥寺北町3-3-1
⼤学1号館1階
TEL︓0422(37)3543
FAX︓0422(37)3873
MAIL︓job@jim.seikei.ac.jp

TOP
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卒業⽣の皆さま

その他のお知らせ

企業ご担当者さま

[開室時間]
⽉曜〜⾦曜 9:00 〜 17:00
（お昼休み 11:30 〜 12:30）
⼟曜 9:00 〜 12:00
⽇曜・祝⽇は閉室

成蹊学園 成蹊⼤学 成蹊⼤学⼊試情報 S-NET 成蹊中学・⾼等学校 成蹊⼩学校

成蹊学園の個⼈情報保護に関する取り組みについて 当サイトのご利⽤にあたって copyright seikeiuniv. all rights reserved.
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成蹊大学評議会規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学学則第13条第４項の規定に基づき、成蹊大学評議会（以下「大学評議

会」という。）の運営に関し必要な事項を定める。 

 （審議事項） 

第２条 大学評議会は、次に掲げる大学の教育研究に関する重要な事項を審議する。 

（１）大学の教育研究上の目的を達成するための基本計画に関する事項 

（２）学則その他教育研究に係る重要な規則の制定及び改廃に関する事項 

（３）学部、研究科その他重要な施設、組織等の設置及び改廃に関する事項 

（４）教育研究に係る予算の編成方針に関する事項 

（５）教員の配置計画及び教育研究業績の審査に係る方針に関する事項 

（６）学生定員に関する事項 

（７）教育課程の編成に係る方針に関する事項 

（８）学生の修学等を支援するために必要となる助言、指導その他の援助に係る方針に関する事項 

（９）学生の賞罰に関する重要な事項 

（10）学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の身分に係る方針に関する事項 

（11）学位の授与に関する事項 

（12）その他大学の教育研究に関する重要な事項 

（構成） 

第３条 大学評議会は、次に掲げる大学評議員をもって構成する。 

（１）学長 

（２）副学長 

（３）学部長 

（４）法務研究科長 

（５）各学部の教授 各２名 

（６）法務研究科の教授 １名 

（７）企画運営部長 

（８）教務部長 

２ 前項第５号及び第６号に掲げる大学評議員（以下「学部等大学評議員」という。）は、各学部及び

法務研究科の推薦に基づき、学長が任命する。 

３ 各学部及び法務研究科における学部等大学評議員候補者の選出に関し必要な事項は、別に定める。 

 （任期） 

第４条 前条第１項に掲げる大学評議員のうち、学部等大学評議員を除く大学評議員の任期は、その職

の在任期間とする。 

２ 学部等大学評議員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 前項の規定にかかわらず、補欠の大学評議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 評議員の任期が満了した場合においても新たに大学評議員が任命されるまでは、第１項及び第２項

の規定にかかわらず、引き続きその職務を行う。 

 （招集及び議長） 

第５条 学長は、大学評議会を招集し、その議長となる。 

２ 議長は、大学評議会を主宰する。 

３ 議長が前項の職務に支障を生ずるときは、臨時学長代理がその職務を代行する。 

 （議事） 

第６条 大学評議会は、評議員の３分の２以上が出席しなければ、開会することができない。 

２ 議案は、原則として学長が提出する。 

３ 学長は、会議の議論を参酌した上で、議事を決する。 

 （会議） 

第７条 大学評議会は、毎月１回開くことを定例とする。ただし、学長は、必要があると認めるとき



は、臨時に開くことができる。 

２ 大学評議員は、あらかじめ議題を示して、学長に大学評議会の招集を請求することができる。 

 （大学評議員以外の者の出席） 

第８条 学長は、必要があると認めるときは、大学評議員以外の者の出席を求め、意見を聴くことがで

きる。 

 （議事の公開） 

第９条 大学評議会は、大学所属の教職員に対し、公開して行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長が、公開することにより審議に著しい支障を及ぼすおそれがあると

認める場合その他正当な理由があると認める場合には、非公開とすることができる。 

 （議事録の作成） 

第１０条 大学評議会に議事録を備え、議事進行の過程及び学長の決定事項を記録する。 

 （雑則） 

第１１条 この規則によるもののほか、大学評議会の運営に関し必要な事項は、大学評議会の議を経

て、学長が別に定める 

 （事務の所管） 

第１２条 大学評議会に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

（規則の改廃） 

第１３条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

   附 則（昭和43年12月11日制定） 

 この規則は、昭和44年４月１日から施行する。 

   附 則（2004年２月16日一部改正） 

 この規則は、2004年４月１日から施行する。 

附 則（2008年９月10日一部改正） 

１ この規則は、2009年４月１日から施行する。 

２ 次に掲げる申合せは、廃止する。 

（１）成蹊大学評議会に関する申合せ（昭和43年12月11日大学評議会制定） 

（２）評議会議長代理に関する申合せ（昭和49年３月13日大学評議会制定） 

附 則（2008年11月12日一部改正） 

 この規則は、2009年４月１日から施行する。 

附 則（2015年３月４日一部改正） 

 この規則は、2015年４月１日から施行する。 

   附 則（2017 年４月５日一部改正） 

１ この規則は、2017年４月５日から施行し、2017年４月１日から適用する。 

２ 2017年３月31日に学部等大学評議員である者のうち、2017年４月１日以降も任期が継続する者の発

令に関しては、改正後の成蹊大学評議員会規則の規定にかかわらず、なお効力を有するものとす

る。 



成蹊大学運営会議規則  

（趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学学則第13条の２第３項の規定に基づき、成蹊大学の運営に関する企画立

案、大学評議会に付する議案及びその内容の検討、大学内の意見調整等を行うことを目的として、

学長の下に設置する成蹊大学運営会議（以下「大学運営会議」という。）の構成、運営等に関し必

要な事項を定める。 

（構成） 

第２条 大学運営会議は、次に掲げる者をもって構成する。 

（１）学長 

（２）副学長 

（３）学部長 

（４）研究科長 

（５）企画運営部長 

（６）教務部長 

２ 学長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（招集及び議長） 

第３条 大学運営会議は、学長が招集し、その議長となる。 

２ 議長が前項の職務に支障を生ずるときは、臨時学長代理がその職務を代行する。 

（開会） 

第４条 大学運営会議は、構成員の３分の２以上が出席しなければ、開会することができない。 

２ 議題は、原則として学長が提出する。 

３ 学長が学部長又は研究科長の代理出席を認めたときは、当該代理者は、学部長又は研究科長に代わ

って出席することができる。 

（会議） 

第５条 大学運営会議は、毎月２回開くことを定例とする。ただし、学長は、必要があると認めるとき

は、臨時に開くことができる。 

２ 構成員は、あらかじめ議題を示して、学長に大学運営会議の招集を請求することができる。 

（議事録の作成） 

第６条 大学運営会議に議事録を備え、議事進行の過程及び学長の決定事項を記録する。 

（雑則） 

第７条 この規則によるもののほか、大学運営会議の運営に関し必要な事項は、学長が別に定める。 

（所管） 

第８条 大学運営会議に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

（規則の改廃） 

第９条 この規則の改廃は、学長が決定する。 

附 則（2014年２月５日制定） 

１ この規則は、2014 年４月１日から施行する。 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

（１）成蹊大学学部長懇談会規則（2013 年９月４日大学評議会制定）

（２）成蹊大学研究科長懇談会規則（2013 年９月４日大学評議会制定）

附 則（2015年３月４日一部改正）

この規則は、2015年４月１日から施行する。 



成蹊大学経営学部設置委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、経済学部を再編し、2020年度に設置する経済学部及び経営学部のうち、経営学部

に関する必要事項を審議するために置く経営学部設置委員会（以下「委員会」という。）の運営に関

し必要な事項を定める。 

（構成） 

第２条 委員会は、経営学部の専任の教授、准教授及び講師として就任する予定の者で、現に成蹊大学

の専任の教授、准教授又は講師の職にある者をもって構成する。ただし、学園長、学長、副学長及び

常務理事の職にある者を除く。 

２ 委員会に委員長を置く。 

３ 委員長は、委員会の業務をつかさどる。 

（審議事項） 

第３条 委員会は、学長に対して次に掲げる事項について意見を述べるものとする。 

（１）学部長就任予定者の選考 

（２）学生の入学に関する事項 

（３）教育研究に関する重要な事項で、委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長が次に定める

もの 

ア 教員の配置計画に関する事項

イ 教員の採用及び昇任に係る教育研究業績の審査に関する事項

ウ 学則その他教育研究に係る重要な規則の制定及び改廃に関する事項

エ 教育課程の編成に係る方針に関する事項

２ 前項に規定する審議事項については、成蹊大学教授会規則第３条第１項の規定にかかわらず、委員

会で審議を行う。 

３ 第１項第１号に規定する事項については、現在の経済学部長候補者の選考に関する規則を準用して

行う。 

４ 第１項第３号イに規定する事項については、経営学部に所属する予定の専任の教授をもって構成す

る審査委員会において審議し、学長に意見を述べるものとする。ただし、審査委員会は、必要がある

と認めるときは、構成員に経営学部に所属する予定の専任の准教授又は講師を加えることができる。 

（招集及び議長） 

第４条 委員会は、学長が学部長就任予定者として選考した者が委員長となり、委員会を招集し、その

議長となる。ただし、学長が学部長就任予定者の選考を行うまでの間は、学長が招集し、議長は、学

長が指名する。 

２ 委員長に事故があるときは、あらかじめ指名された教授が前項に規定する職務を代行する。 

（開会） 

第５条 委員会及び審査委員会は、それぞれ構成員の３分の２以上が出席しなければ、開会することが

できない。 

２ 前項の構成員の定足数には、教員研修中の者、校務による出張中の者及び休職中の者を含まない。 

（議事） 

第６条 委員会の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

２ 審査委員会の議事は、出席した構成員の３分の２以上の多数をもって決する。 

（構成員以外の者の出席） 

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

（議事録の作成） 

第８条 委員会に議事録を備え、議事進行の過程及び審議の結果を記録する。 

（雑則） 



第９条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会の議を経て、委員長

が別に定める。 

 （事務の所管） 

第１０条 委員会に関する事務の所管は、学長が定める。 

 （規則の改廃） 

第１１条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

   附 則（2018年３月７日制定） 

 この規則は、2018 年４月１日から施行し、2020 年３月末日をもって廃止する。 



経営学部運営委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、経営学部（以下「本学部」という。）の運営に関する重要事項を審議するために設

置する経営学部運営委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定める。 

（審議事項） 

第２条 委員会は、次の事項を審議する。 

（１）本学部における教育研究の基本方針の策定及び検証に関する事項 

（２）本学部における教員組織に関する事項 

（３）教授会及び審査教授会に付議すべき重要事項 

（４）本学部の運営に重大な影響を及ぼす事項 

（５）その他学部長が諮問する事項 

（構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

（１）学部長 

（２）大学評議員 

（３）学科主任 

（４）教務委員長 

（５）人事委員長 

（委員長） 

第４条 委員長は、学部長をもって充てる。 

（任期） 

第５条 第３条各号に掲げる委員の任期は、その職の在任期間とする。 

（運営） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（事務の所管） 

第７条 委員会に関する事務は、教務部が所管する。 

（規則の改廃） 

第８条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則（2019 年３月４日制定） 

この規則は、2020 年４月１日から施行する。 



経営学部教務委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、経営学部（以下「本学部」という。）の教育に関する事項を審議するために設置す

る経営学部教務委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定める。 

（審議事項） 

第２条 委員会は、次の事項を審議する。 

（１）本学部の授業計画に関する事項 

（２）本学部の学生の履修に関する事項 

（３）本学部の学生の単位認定に関する事項 

（４）その他本学部の教育課程の円滑な運営に必要な事項 

（５）その他学部長が諮問する事項 

２ 委員会は、本学部の教育課程の円滑な運営に必要な説明会その他の行事及び学生指導を行う。 

（構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

（１）委員長 

（２）副委員長 

（３）学部長 

（４）大学評議員 

（５）学科主任 

（６）学部長が指名した者 若干名 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長及び副委員長は、教授会構成員のうちから学部長が指名する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐するとともに、委員長が欠けた場合に委員長の職務を代行する。 

（任期） 

第５条 委員長、副委員長及び第３条第６号に掲げる委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げ

ない。 

２ 第３条第３号から第５号までに掲げる委員の任期は、その職の在任期間とする。 

（運営） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

３ 委員長は、各委員に対して業務担当の指示を行う。 

４ 委員長が特に必要と認めた場合には、学部長と協議の上、委員以外の者に第２条第２項の業務を担

当させることができる。 

 （事務の所管） 

第７条 委員会に関する事務は、教務部が所管する。 

（規則の改廃） 

第８条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則（2019 年３月４日制定） 

１ この規則は、2020 年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行日前に委員会の構成員を指名する場合には、学部長就任予定者は、第３条第１号、

第２号及び第６号の委員を指名することができる。 



経営学部人事委員会規則 

（趣旨） 
第１条 この規則は、経営学部教員選考規則第２条第２項の規定に基づき、経営学部人事委員会（以下

「委員会」という。）に関し必要な事項を定める。 
（業務） 

第２条 委員会は、次の業務を行う。 
（１）専任教員（客員教授を含み、外国人特別教員を除く。以下同じ。）の採用に当たり必要な募集、

連絡その他採用に係る業務 
（２）専任教員の採用に係る資格審査に関する業務 
（３）専任教員の昇任に係る資格審査に関する業務 
（４）特別任用教授の推薦に関する業務 
（５）非常勤講師の資格審査及び委嘱状況の管理に関する業務 
（６）その他学部長が指示する業務 
２ 委員会は、前項各号に掲げる業務の状況、結果等を審査教授会に報告し、又は提案するものとする。 
（構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって構成する。 
（１）委員長 
（２）教務委員長 
（３）学科主任 
（４）学部長が指名した者 若干名 
２ 委員長及び前項第４号に規定する委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 
３ 第１項第２号及び第３号に規定する委員の任期は、その職の在任期間とする。 
４ 委員長は、専任の教授のうちから学部長が指名する。 
（運営） 

第４条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 
２ 委員長は、各委員に対して担当業務の指示を行う。 
３ 委員長は、重要事項を審議するときは、学部長及び大学評議員２名を加えた拡大人事委員会を招集 
するものとする。 
（選考部会） 

第５条 委員長は、学術的な業績を審査するため、必要に応じて委員会の下に選考部会を設置すること

ができる。 
２ 選考部会は、若干名の委員をもって構成し、委員の委嘱は、委員長が行う。この場合において、委

員会の委員は、選考部会の委員を兼ねることができる。 
３ 第２条第１項第２号の資格審査を行う場合で、学術的な業績を審査するときは、委員長は、原則と

して当該審査を選考部会に付託するものとする。 
（規則の改廃） 

第６条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則 

 この規則は、2018 年５月 17 日から施行し、2020 年度以降の人事にかかわる業務から適用するものと

し、2020 年３月末日までの間は、次の各号による読替え等を行って運用する。 

（１）第２条第１項第６号、第３条第４項及び第６条中の「学部長」は、「学部長就任予定者」に読み替

える。 

（２）第２条第２項中の「審査教授会」は、「審査委員会」に読み替える。 

（３）第３条第１項各号に規定する委員の構成は、「（１）委員長」及び「（２）学部長が指名した者 若

干名」とする。 

（４）第３条第４項中の「専任の教授」は、「設置委員会の構成員である専任の教授」に読み替える。 

（５）第４条第３項中の「学部長及び大学評議員２名」は、「学部長就任予定者」に読み替える。 

（６）第６条中の「教授会」は、「設置委員会」に読み替える。 



経営学部ＦＤ委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学ＦＤ実施に関する規則第１条第２項の規定に基づき、経営学部（以下「本

学部）という。）におけるＦＤ（Faculty Development）活動に関し、学部全体の視点から組織的に推

進及び統括を図ることを目的として、学部長の下に設置する経営学部ＦＤ委員会（以下「委員会」と

いう。）に関し必要な事項を定める。 

（任務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

（１）本学部における教育活動の改善に関する事項 

（２）学生による授業評価の結果分析及び活用に関する事項 

（３）ＦＤ活動の点検・評価に関する事項 

（４）その他学部長が必要と認めた事項 

（構成） 

第３条 委員会は、本学部教務委員会の委員をもって構成する。ただし、学部長が必要と認めた場合に

は、それ以外の者に委員を委嘱することができる。 

（委員長） 

第４条 委員長は、教務委員長をもって充てる。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、教務委員の任期と同一とする。ただし、第３条ただし書に規定する委員の任期

は、その都度学部長が定める。 

（運営） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、第２条に掲げる任務を迅速に遂行するため、必要に応じ、下部組織として小委員会を置

くことができる。 

（所管） 

第７条 委員会に関する事務は、教務部が所管する。 

（規則の改廃） 

第８条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則（2019 年３月４日制定） 

この規則は、2020 年４月１日から施行する。 



経営学部入試委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、経営学部（以下「本学部」という。）の入学者の受入れに関する業務を的確かつ円

滑に行うために設置する経営学部入試委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定める。 

（業務） 

第２条 委員会は、次の業務を行う。 

（１）本学部の入学者受入れに関する業務の的確な遂行並びにこれに係る諸施策の計画及び管理運営 

（２）本学部の学生受入方針と入学者選抜方法との適合性の検証 

（３）本学部の志願者増加を目的として行う広報活動の企画立案及び実施 

（４）本学部の入学者受入れに付随する必要な業務 

（５）その他学部長が指示する業務 

（構成） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

（１）委員長 

（２）副委員長 

（３）学部長 

（４）大学評議員 

（５）学科主任 

（６）学部長が指名した者 若干名 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長及び副委員長は、教授会構成員のうちから学部長が指名する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐するとともに、委員長が欠けた場合に委員長の職務を代行する。 

（任期） 

第５条 委員長、副委員長及び第３条第６号に掲げる委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げ

ない。 

２ 第３条第３号から第５号までに掲げる委員の任期は、その職の在任期間とする。 

（運営） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

３ 委員長は、各委員に対して業務担当の指示を行う。 

４ 委員長が特に必要と認めた場合には、学部長と協議の上、委員以外の者に第２条に規定する業務を

担当させることができる。 

 （事務の所管） 

第７条 委員会に関する事務は、入試センター事務室が所管する。 

（規則の改廃） 

第８条 この規則の改廃は、教授会の議を経て、学部長が行う。 

附 則（2019 年２月７日制定） 

この規則は、2019 年２月７日から施行し、2019 年度に設置する委員会から適用するものとし、2020

年 3 月末日までの間は、次の各号による読替え等を行って運用する。 

（１）第２条第５号、第４条第１項、第６条第４項及び第８条中の「学部長」は、「学部長就任予定者」

に読み替える。 

（２）第３条各号に規定する委員の構成は、「（１）委員長」、「（２）副委員長」、「（３）学部長就任予定

者」及び「（４）学部長就任予定者が指名した者 若干名」に読み替える。 

（３）第４条第１項及び第８条中の「教授会」は、「設置委員会」に読み替える。 



成蹊大学内部質保証に関する規則  

 （趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学（以下「本学」という。）における内部質保証に関し必要な事項を定め

る。 

 （定義） 

第２条 本学における「内部質保証」とは、成蹊大学学則第１条及び成蹊大学大学院学則第１条に掲げ

る目的の実現に向けて、組織及び活動を不断に検証し、その充実向上に努め、適切な水準にあること

を自らの責任で説明・証明していく恒常的・継続的プロセスをいう。 

（内部質保証の体制） 

第３条 本学は、前条に掲げる恒常的・継続的プロセスを実現するため、組織、教育・研究活動及びそ

の支援、学生の受入れ、修学・生活・進路支援、教育・研究環境の整備、管理運営・財務等に関する

取組について点検・評価し、教育研究機関としての質の改善・向上を図り、学長自らの責任において

説明・証明する体制を構築し、及び運用する。 

２ 前項に掲げる体制を全学的に統括し、内部質保証に係る重要事項を協議するため、学長の下に、成

蹊大学内部質保証委員会（以下「内部質保証委員会」という。）を設置する。 

 （任務） 

第４条 内部質保証委員会の任務は、次のとおりとする。 

（１）内部質保証を実現する体制の整備、運用、検証及び改善方針の立案 

（２）大学全体の自己点検・評価活動に関する方針の策定 

（３）自己点検・評価活動における自己点検・評価委員会並びに各学部、研究科及び各部局への指示 

（４）自己点検・評価活動の結果（外部評価等による指摘事項を含む。）に基づく全学にかかわる改善 

  を要する事項の改善方法の検討 

 （構成及び運営） 

第５条 内部質保証委員会は、次の委員をもって構成する。 

（１）副学長 

（２）学部長 

（３）研究科長 

（４）機関長のうち学長が必要と認める者 

（５）自己点検・評価委員会委員長 

（６）企画運営部長 

（７）教務部長 

（８）その他学長が委嘱する者 

２ 委員長は、前項第１号の委員のうちから学長が指名する。 

３ 第１号から第３号及び第５号から第７号に規定する委員の任期は、その職の在任期間とする。 

４ 第４号及び第８号に規定する委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 内部質保証委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

６ 委員会は、委員長が必要と認めた者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

７ 委員会に議事録を備え、議事進行の過程及び審議の結果並びに決定事項を記録する。 

８ 内部質保証委員会に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

 （下部組織） 

第６条 第４条に掲げる任務を実施するに当たり必要な事項を検討するため、内部質保証委員会の下に、

自己点検・評価委員会を置く。 

２ 自己点検・評価活動の方法及び自己点検・評価委員会に関する事項は、別に定める。 

 （規則の改廃） 

第７条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

附 則（2014年３月５日制定） 



 この規則は、2014年４月１日から施行する。 

   附 則（2015年６月３日一部改正） 

 この規則は、2015年６月３日から施行する。 

   附 則（2016年４月６日一部改正） 

 この規則は、2016年４月６日から施行し、2016年４月１日から適用する。 

 



成蹊大学自己点検・評価実施に関する規則  

（趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学学則第１条の２及び成蹊大学大学院学則第２条の規定並びに内部質保証

に関する規則第６条に基づき、成蹊大学（以下「本学」という。）における内部質保証体制のもと、

本学が行う自己点検及び評価制度について必要な事項を定める。 

（自己点検・評価の体制） 

第２条 成蹊大学内部質保証委員会（以下「内部質保証委員会」という。）は、大学全体としての自己

点検・評価の方針を策定し、本学の自己点検・評価活動を統括する。 

２ 成蹊大学自己点検・評価委員会（以下「自己点検・評価委員会」という。）は、内部質保証委員会

の下で、自己点検・評価活動を運営する。 

３ 各学部、各研究科及び各部局は、各所属長の下で、内部質保証推進チームを構成し、それぞれの諸

活動に係る自己点検・評価を行い、改善・向上に取り組む。 

（点検・評価項目） 

第３条 点検・評価項目は、次のとおりとする。 

（１）大学、大学院、学部、研究科等の理念及び各組織の目的に関すること。 

（２）教育研究組織に関すること。 

（３）教員及び教員組織に関すること。 

（４）教育内容、方法及び成果に関すること。 

（５）学生の受入れに関すること。 

（６）学生支援に関すること。 

（７）教育研究環境に関すること。 

（８）社会連携及び社会貢献に関すること。 

（９）管理運営及び財務に関すること。 

（10）内部質保証に関すること。 

（自己点検・評価の実施方法） 

第４条 内部質保証委員会は、自己点検・評価の実施方針を策定する。 

２ 自己点検・評価委員会は、自己点検・評価の実施に必要な手順を策定し、各学部、各研究科及び各

部局における自己点検・評価活動の進捗状況を管理し、調整し、大学全体としての報告書を作成して

内部質保証委員会に報告する。 

３ 各学部、各研究科及び各部局における内部質保証推進チームは、内部質保証委員会及び自己点検・

評価委員会からの指示に基づき、当該学部、研究科及び部局の自己点検・評価を行い、所定の報告書

を作成し、報告する。 

（大学自己点検・評価委員会） 

第５条 自己点検・評価委員会の任務は、次のとおりとする。 

（１）自己点検・評価の実施に関する手順の策定及び書式の整備 

（２）各学部、各研究科及び各部局における自己点検・評価作業の調整 

（３）各学部、各研究科及び各部局からの報告の取りまとめ及び内部質保証委員会への報告 

（４）内部質保証委員会からの諮問事項に関する検討 

２ 自己点検・評価委員会は、次に掲げる委員をもって構成する。 

（１）委員長 

（２）各学部又は研究科から選出された委員 各１名 

（３）企画運営課長 

（４）教務部課長 

（５）その他学長が委嘱する者  

３ 委員長は、学長が指名する。 

４ 委員の任期は、職務上委員となる者を除き、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 自己点検・評価委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

６ 委員会は、委員会が必要と認めた者の出席を求め、意見を聴くことができる。 



７ 委員会に議事録を備え、議事進行の過程及び審議の結果並びに決定事項を記録する。 

８ 自己点検・評価委員会に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

 （事務の所管） 

第６条 自己点検・評価の実施に関する事務は、企画運営部企画運営課が所管する。 

 （規則の改廃） 

第７条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

  附 則（2014年３月５日全部改正） 

１ この規則は、2014年４月１日から施行する。 

２ 成蹊大学自己点検・評価実施等に関する申合せ（平成10年１月21日学部長懇談会制定）は、廃止す

る。 

   附 則（2015年６月３日一部改正） 

 この規則は、2015年６月３日から施行する。 

   附 則（2016年４月６日一部改正） 

 この規則は、2016年４月６日から施行する。 

 



2017-2018 年度 大学内部質保証／点検・評価シート 
部門名： 

所属長名： 印 

大学の理念、目的、目標 ○○○○（部門名）の理念、目的、目標
成蹊大学の理念・目的 

 成蹊学園創立者中村春二が目指した教育理念である「自発的精神の涵養と個性の発見伸張を目指す真の人間教育」を踏ま

え、成蹊大学は次のミッションを掲げます。 

１．知育偏重ではなく、人格、学問、心身にバランスのとれた人間教育を実践し、確かな教養と豊かな人間性を兼ね備え、社会

の発展のために献身的に貢献できる人材を輩出する。 

２．学術の理論及び応用を教授研究し、自由な知の創造をはかり、もってその深奥を究めて文化の進展に寄与する。 

３．地域社会に根ざしつつ、世界に開かれた教育・研究機関として、その成果を社会に還元することを通じて、人類の共存に寄

与する。 

成蹊大学の教育目標（人材育成方針） 

 成蹊大学は「理念・目的」を踏まえ、以下の人材育成方針のもとに教育を行います。 

１．広い教養と深い専門知識を備え、課題発見、解決に向けて本質を探究する思考力を養成する。 

２．多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働できる真のグローバル力を養成する。 

３．未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性を養成する。 

４．個を具え、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に表現、発信する力を養成する。 

基準１：理念・目的 

評価項目 [1]現状の説明【C】
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】

[3]自己

評定【C】

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持する

ための方策、「改善すべき事項」を改善するための方

策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等

1.0.1 大学の理念・目的を適切に設定してい

るか。また、それを踏まえ、学部・研究科の目的

を適切に設定しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

1.0.2 大学の理念・目的及び学部・研究科等

の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切

に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対

して公表しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料

1.0.3 大学の理念・目的、各学部･研究科にお

ける目的等を実現していくため、大学として将

来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策

を設定しているか。 

⇒ 

◆状況を示す具体的な根拠資料



 

 

基準２：内部質保証  

評価項目 [1]現状の説明【C】 
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】 

[3]自己

評定【C】 
 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持する

ための方策、「改善すべき事項」を改善するための方

策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】 

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等 

2.0.1 内部質保証のための全学的な方針と手

続を明示しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

2.0.2 内部質保証の推進に責任を負う全学的

な体制を整備しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

2.0.3 方針及び手続に基づき、内部質保証シ

ステムは有効に機能しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

2.0.4 教育研究活動、自己点検・評価、その他

の諸活動の取り組みを適切に公表し、社会に

対する説明責任を果たしているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

2.0.5 内部質保証システムの適切性について

定期的に点検・評価を行っているか。また、そ

の結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを

行っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 

  



 

 

基準３：教育研究組織  

評価項目 [1]現状の説明【C】 
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】 

[3]自己

評定【C】 
 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持する

ための方策、「改善すべき事項」を改善するための方

策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】 

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等 

 3.0.1 大学の理念・目的に照らして、学部・研

究科、附置研究所、センターその他の組織の

設置状況は適切であるか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

3.0.2 教育研究組織の適切性について定期的

に点検・評価を行っているか。また、その結果を

もとに改善・向上に向けた取り組みを行ってい

るか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 

  



 

 

基準４： 教育課程・学習成果  

評価項目 [1]現状の説明【C】 
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】 

[3]自己

評定【C】 
 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持す

るための方策、「改善すべき事項」を改善するため

の方策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】 

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等 

 4.0.1 授与する学位ごとに、学位授与方針を

定め、公表しているか。 

 

 

 

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

4.0.2 授与する学位ごとに、教育課程の編成・

実施方針を定め、公表しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 4.0.3 教育課程の編成・実施方針に基づき、

各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、

教育課程を体系的に編成しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 4.0.4 学生の学習を活性化し、効果的に教育

を行うための様々な措置を講じているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 4.0.5 成績評価、単位認定及び学位授与を

適切に行っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 4.0.6 学位授与方針に明示した学生の学習

成果を適切に把握及び評価しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 4.0.7 教育課程及びその内容、方法の適切

性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向け

た取り組みを行っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   



 

 

基準５： 学生の受け入れ 

評価項目 [1]現状の説明【C】 
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】 

[3]自己

評定【C】 
 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持す

るための方策、「改善すべき事項」を改善するための

方策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】 

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等 

 5.0.1 学生の受け入れ方針を定め、公表して

いるか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 5.0.2 学生の受け入れ方針に基づき、学生募

集及び入学者選抜の制度や体制を適切に整

備し、入学者選抜を公正に実施しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 5.0.3 適切な定員を設定して学生の受け入れ

を行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づ

き、適正に管理しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 5.0.4 学生の受け入れの適切性について定

期的に点検・評価を行っているか。また、その

結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行

っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 

  



 

 

基準６：教員・教員組織  

評価項目 [1]現状の説明【C】 [2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項【C】 

[3]自己

評定

【C】 

 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維

持するための方策、「改善すべき事項」を改善す

るための方策等（2018 年度実施計画事項）

【A+P】 

[5]その他：中期重点目標

との関わり等 

 6.0.1 大学の理念・目的に基づき、大学として

求める教員像や各学部･研究科等の教員組織

の編制に関する方針を明示しているか。 

 

 

 

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 6.0.2 教員組織の編制に関する方針に基づ

き、教育研究活動を展開するため、適切に教員

組織を編制しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 6.0.3 教員の募集、採用、昇任等を適切に行

っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 6.0.4ファカルティ・ディベロップメン

ト（FD）活動を組織的かつ多面的に実施
し、教員の資質向上及び教員組織の改善・向

上につなげているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 6.0.5 教員組織の適切性について定期的に

点検・評価を行っているか。また、その結果をも

とに改善・向上に向けた取り組みを行っている

か。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 

  



 

 

基準７： 学生支援 

評価項目 [1]現状の説明【C】 
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】 

[3]自己

評定【C】 
 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持す

るための方策、「改善すべき事項」を改善するための

方策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】 

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等 

 7.0.1 学生が学習に専念し、安定した学生生

活を送ることができるよう、学生支援に関する

大学としての方針を明示しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 7.0.2 学生支援に関する大学としての方針に

基づき、学生支援の体制は整備されている

か。また、学生支援は適切に行われているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 7.0.3 学生支援の適切性について定期的に

点検・評価を行っているか。また、その結果を

もとに改善・向上に向けた取り組みを行ってい

るか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 

  



 

 

基準８： 教育研究等環境 

評価項目 [1]現状の説明【C】 
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】 

[3]自己

評定【C】 
 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持するた

めの方策、「改善すべき事項」を改善するための方策等

（2018 年度実施計画事項）【A+P】 

[5]その他：中期重点目標

との関わり等 

8.0.1 学生の学習や教員による教育研究

活動に関して、環境や条件を整備するため

の方針を明示しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 8.0.2 教育研究等環境に関する方針に基

づき、必要な校地及び校舎を有し、かつ運

動場等の教育研究に必要な施設・設備を

整備しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 8.0.3 図書館、学術情報サービスを提供

するための体制を備えているか。また、そ

れらは適切に機能しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 8.0.4 教育研究を支援する環境や条件を

適切に整備し、教育研究活動の促進を図っ

ているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 8.0.5 研究倫理を遵守するための必要な

措置を講じ、適切に対応しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 8.0.6 教育研究等環境の適切性について

定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り

組みを行っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 

  



 

 

基準９：社会連携・社会貢献 

評価項目 [1]現状の説明【C】 
[2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項

【C】 

[3]自己

評定【C】 
 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維持する

ための方策、「改善すべき事項」を改善するための方

策等（2018 年度実施計画事項）【A+P】 

[5]その他：中期重点目標と

の関わり等 

 9.0.1 大学の教育研究成果を適切に社会

に還元するための社会連携・社会貢献に関

する方針を明示しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 9.0.2 社会連携・社会貢献に関する方針に

基づき、社会連携・社会貢献に関する取り

組みを実施しているか。また、教育研究成

果等を適切に社会に還元しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 9.0.3 社会連携・社会貢献の適切性につ

いて定期的に点検・評価を行っているか。ま

た、その結果をもとに改善・向上に向けた取

り組みを行っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 

  



 

 

基準 10：大学運営・財務 10.1 大学運営 

評価項目 [1]現状の説明【C】 [2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項【C】 

[3]自己

評定

【C】 

 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維

持するための方策、「改善すべき事項」を改善す

るための方策等（2018 年度実施計画事項）

【A+P】 

[5]その他：中期重点目標

との関わり等 

 10.1.1 大学の理念・目的、大学の将来を

見据えた中・長期の計画等を実現するため

に必要な大学運営に関する大学としての方

針を明示しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

10.1.2 方針に基づき、学長をはじめとする

所要の職を置き、教授会等の組織を設け、

これらの権限等を明示しているか。また、そ

れに基づいた適切な大学運営を行っている

か。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 10.1.3 予算編成及び予算執行を適切に

行っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

10.1.4 法人・大学の運営に関する業務、

教育研究活動の支援、その他大学運営に

必要な事務組織を設けているか。また、そ

の事務組織は適切に機能しているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 10.1.5 大学運営を適切かつ効果的に行う

ために、事務職員及び教員の意欲・資質の

向上を図るための方策を講じているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 10.1.6 大学運営の適切性について定期

的に点検・評価を行っているか。また、その

結果をもとに改善・向上に向けた取り組み

を行っているか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

 
   

 

  



 

 

基準 10：大学運営・財務 10.2 財務 

評価項目 [1]現状の説明【C】 [2]効果が上がっている事項及び改善すべき事項【C】 

[3]自己

評定

【C】 

 

[4]「効果が上がっている事項」を伸長または維

持するための方策、「改善すべき事項」を改善す

るための方策等（2018 年度実施計画事項）

【A+P】 

[5]その他：中期重点目標

との関わり等 

 10.2.1 教育研究を安定して遂行するた

め、中・長期の財政計画を適切に策定して

いるか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

10.2.2 教育研究を安定して遂行するため

に必要かつ十分な財務基盤を確立してい

るか。 

  

 ⇒ 

  

◆状況を示す具体的な根拠資料 
  

  
  

 



  成蹊大学教育活動顕彰制度に関する規則 

 （目的） 

第１条 この規則は、成蹊大学（以下「本学」という。）における授業改善への取組み等において優れた

功績を挙げた教員を顕彰する「成蹊大学教育活動顕彰制度」について必要な事項を定めることにより、

本学のＦＤ活動を活性化し、より一層の教育の質の向上を図ることを目的とする。 

（対象） 

第２条 顕彰制度による表彰は、成蹊ティーチングアウォード（Seikei Teaching Award）として、本学

に所属する専任の教員のうち、対象年度において優れた授業を行っている者又は授業改善への取組み

が顕著である者を対象に行う。 

（一次選考） 

第３条 成蹊ティーチングアウォードの一次候補者は、各学部及び各研究科、大学国際教育センター等

（以下「学部等」という。）、教員の所属に応じ、次の各号に定める者（以下「学部長等」という。）

が選考する。 

（１）各学部及び学部を基礎とする各研究科所属教員 各学部長 

（２）法務研究科所属教員 法務研究科長 

（３）大学国際教育センター所属常勤講師 大学国際教育センター所長 

（４）前３号以外の教員 副学長 

２ 学部長等は、選考の上、所属する教員において前条に規定する条件を満たす者がいる場合は、所定

の期日までに、成蹊大学全学ＦＤ委員会（以下「全学ＦＤ委員会」という。）に推薦理由及び選考基

準を記載した所定の書面により最大３名の一次候補者を推薦するものとする。 

３ 学部等がＦＤ委員会を有する場合には、前項に規定する一次候補者の選考は各ＦＤ委員会において

行うものとし、その結果を踏まえ、学部長等が推薦を行う。 

４ 一次候補者の選考にあたっては、学生による授業評価結果等を基に総合的に行う。 

（二次選考） 

第４条 全学ＦＤ委員会は、前条の推薦があった場合には、前条第２項の書面に基づき選考を行う。 

２ 前項の選考を終えたときは、全学ＦＤ委員会は、その理由を付して最終候補者を学長に推薦する。 

（受賞者の決定） 

第５条 学長は、全学ＦＤ委員会から最終候補者の推薦があった場合には、その推薦に基づき選考し、

当該年度の成蹊ティーチングアウォード受賞者（Seikei Teaching Award Recipient）を決定する。 

２ 受賞者及び当該受賞者の取組み等については、これを広く公表することとする。 

（評価の活用） 

第６条 成蹊ティーチングアウォードは、毎年度実施することとし、その結果は、教育上の業績として

活用するものとする。 

（規則の改廃） 

第７条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が行う。 

  附 則（2016年２月10日制定） 

この規則は、2016年２月10日から施行する。 



成蹊大学キャリア支援センター規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、成蹊大学学則第６条第３項の規定に基づき、成蹊大学キャリア支援センター（以

下「センター」という。）に関する基本的な事項について定める。 

（目的） 

第２条 センターは、社会に貢献できる人材を輩出するという大学の使命を達するため、全学的な見地

から、全学生に対してキャリア教育の推進を図るとともに、個々の学生の進路、就職等に関する支援

を行うことを目的とする。 

（業務） 

第３条 センターは、前条の目的を達成するため、次の業務を行う。

（１）キャリア教育の策定・推進に関すること。

（２）進路、就職等の学生支援に関すること。

（構成） 

第４条 センターには、所長、事務長及び事務職員を置く。

２ 前項に規定する者のほか、センターに、副所長及び事務室部長を置くことができる。 

（所長） 

第５条 所長の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 所長が任期途中で退任した場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（副所長） 

第６条 副所長は、所長と協議の上、学長が任命する。 

２ 副所長の任期は、所長と協議の上、当該副所長就任時の所長の任期の末日を超えない範囲で学長が

定める。ただし、再任を妨げない。 

３ 副所長は、所長を補佐し、所長が委任する特定の職務を代行する。 

４ 副所長は、所長に事故あるとき又は所長が欠けたときは、その職務を代理し、又はその職務を行う。 

 （事務室部長） 

第７条 事務室部長は、所長を補佐する。 

 （キャリア教育委員会） 

第８条 センターの業務を実施するに当たり必要な事項を策定するため、成蹊大学キャリア教育委員会

（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会に関する規則は、別に定める。 

 （事務の所管） 

第９条 センターに関する事務は、センター事務室が所管する。 

（規則の改廃） 

第１０条 この規則の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が決定する。 

附 則（2006 年２月 15 日制定） 

この規則は、2006 年４月１日から施行する。 

  附 則（2015 年６月３日一部改正） 

この規則は、2015 年６月３日から施行する。 

  附 則（2016 年３月２日一部改正） 

この規則は、2016 年４月１日から施行する。 

  附 則（2016 年４月６日一部改正） 

この規則は、2016 年４月６日から施行する。 

  附 則（2017 年２月８日一部改正） 

この規則は、2017 年４月１日から施行する。 
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